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はじめに
日本のホテル産業における収益の悪化は，深刻さを増している。 従来の収益性の低さ
に加え，2011 年 3 月 11 日の東日本大震災とその震災に伴う様々な環境変化により，特に
インバウンド（訪日外国人旅行者）数は極端に低下し（図表 0-1），このことによるホテル
の客室稼働率の低下，客室稼働率の回復を狙う売価（平均客室単価）の低下といった具合
に，連鎖的に収益の低下を招きかねないという状況が深刻化している。
図表 0-1： 訪日外国人旅行者数と前年比
出典： 国土交通省観光庁（2011, p.5）より筆者作成
しかし，東日本大震災以前から，ホテル産業を含む日本のサービス業は，苦戦を強い  
られてきた。 「サービス業の不振に拍車がかかってきた」とは，日本経済新聞社による
2010 年の「サービス業総合調査」に関する記事の書き出しの一文である（日本経済新聞, 
2010 年 11 月 10 日 朝刊）。 この調査（第 28 回サービス業総合調査）のホテル産業に   
関する記事（日経ＭＪ；日経流通新聞, 2010 年 11 月 17 日）によれば，ホテルの売上高は
9.5%のマイナスとなり，マイナス幅は前回調査より 6.2 ポイント拡大した。 さらに，   
調査対象のうち，旅行業を除く 34 業種ではその他サービス業，アミューズメント施設に
次ぐ大幅なマイナス幅となっている。 2008 年秋のリーマン・ショック以降の景気低迷  
とともに，2009 年 5 月より国内における感染が拡大した新型インフルエンザの影響も  
重なり，宿泊需要はビジネス宿泊と観光宿泊の両方がともに低調であった。 ホテル企業に
（万人）
（月）
約７８．８万人
約２９．６万人
６２．５％減
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とっては，外部要因が大きな，かつ，望ましくない影響を及ぼした典型例といえるだろう。
しかし，ホテル産業全体としての傾向がこのようなものであるとしても，着実に収益を  
拡大し，業績を伸ばしている企業が存在することも，また事実である。 では，その違い  
をもたらすものは，いったい何であろうか。 筆者はその点で，経営戦略と会計，そして  
マネジメントがカギなのではないかと考える。
本稿は，日本のホテル産業の発展に寄与するべく，会計の側面より同産業にアプローチ
することで，同産業のマネジメントに関する学際的貢献を目的とするものである。 筆者は
常々，マネジメントに会計は不可欠であると考えている。 というのも，筆者のビジネス・
パーソンとしての経験からして，企業活動がビジネスである以上，会計的数値による   
企業活動のマネジメントサイクル，すなわち P (Plan) – D (Do) – C (Check) – A (Act) が
不可欠となるからである。
さらに，本稿のタイトルを「戦略会計」としたことも，これに類似した考えによるもの
である。 というのも本来，企業にとって経営戦略は不可欠である。 しかし，どれほど   
立派に見える戦略を立案し，それを戦術に落とし込み，アクションプランのレベルまで  
ブレイクダウンし，実行するとしても，その企業活動が結果として会計的な利益を生まな
いのであれば，一般的にはそれを成功とは呼べないと思うからである。 つまり，経営戦略
と会計という 2 者は，少なくとも実務界においてはそれらを区分すること自体が無意味
であり，両者が不可分の関係にあるのではないだろうか。 このような考えのもと，すな  
わち経営戦略と会計とを結びつける必要を感じるからこそ，「戦略会計」とのテーマを  
付した。
また，本稿がホテル産業に焦点をあてた理由についても同様である。 ホテル産業に  
ついて実務家の視点による文献が多数出版されており，その多くは，いかにすばらしい  
サービスを提供してお客様に喜んでいただくか（喜んでいただいたか），といったテーマを
扱っている。 ホテル産業に勤める友人知人，またこれから同産業で活躍することを希望
する若者からは，お客さまが喜んでくださり感謝の言葉や再利用を約束する言葉をかけて
いただけるようなサービスを提供したい，との声を聞く。 しかし，それらの文献あるいは
発する言葉は，経営そのもの，経営戦略，そして会計的側面についてほとんど触れて   
いない。 前述のとおりホテルがビジネスである以上，戦略も会計も不可欠であると考える
のであるが，そのような点をいわば後回しにしてしまっているのではないかと，不安すら
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覚えるのである。 本研究の一環で実施したインタビューで，インタビュイーであるホテル
産業有識者は，「日本のホテルは「サービスをどんどん提供して，ふたを開けてみたら   
残った利益はこれだけしかない」という思考スタイルで経営されてきた。 しかもそれを
善しとしてきた。 これでは“産業”とは呼べないし，このままではホテル産業の将来の  
発展を見込めない」との危惧を率直に述べた。
これらの点について筆者は，日本のホテル産業の実態を詳しく知る友人から，以前より
伝えられていた。 そして，この友人による「日本のホテル産業は，とくに会計が遅れて  
いる。 ホテル産業が真に“産業”としての地位を確立し，ますます発展するためには，   
会計は不可欠のはず」との指摘は，筆者自身の前述の問題意識と符合した。 そこで，本  
研究において，ホテル産業を取り上げたのである。
つまり，本研究における筆者の問題意識は，
① サービス（あるいはホスピタリティ）が収益に結びつくことを明示する必要があるの
ではないか
② そのための要素となるものは何か
③ それらの要素が，どのような関連性を有しているか
の 3 点にある。
これらの問題意識のもと，企業会計の今日的なトピック，および，ホテル産業における
会計のうち重視すべき点により，本稿を構成するものとした。
本稿の構成は，以下の通りである。
第 1 章は，「国際財務報告基準 (IFRS) に対応した会計戦略論の新たな指標値とその  
有用性」というタイトルのもと，昨今，これから数年のうちに日本にも導入されると予想
されている国際財務報告基準 (IFRS) について議論し，先行研究である「会計戦略論」を
IFRS に対応したものへと発展させることを目的としている。 当章はすべての産業に共通
する内容であり，そこには当然のことながらホテル産業も含まれる。
「会計戦略論」は，貸借対照表における利益剰余金を重視しつつ，利益剰余金を用いた
業績指標値を提示している。 本稿はその点を踏襲しつつ，IFRS に対応した新たな業績
指標値を提示した。 いま，日本における会計制度の将来を鑑みるときに，財務会計領域と
もいえる利益剰余金への着眼を論じるにあたり，IFRS を抜きには語れないからである。
つまり，「会計戦略論」の視点を用いた議論に必須ともいえる指標値を提示したといっても
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過言ではないのである。 その点が，第 1 章の意義であり，第 5 章において利益剰余金を
論ずるうえでのいわば前提なのである。
第 2 章は，「日本のホテル産業における業績指標値の調査と含意」というタイトルの  
もと，ホテル産業における重要なマネジメントメソッドであるレベニュー・マネジメント
に焦点を当て，最近 5 年間の各ホテルにおける業績指標値（客室売上，客室単価，客室   
稼働率など）の統計的分析を行い，そこから含意を導き出すものである。 特に，従来多く
のホテルにおける客室単価のみ，あるいは客室稼働率のみに着目してきたという傾向に
対する，問題提起でもある。
本稿第 5 章において「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」を構築するが，ホテル
産業においてレベニュー，すなわち収益を論ずるうえで，レベニュー・マネジメントは  
欠くことのできないマネジメント手法である。 そこで，レベニュー・マネジメントに   
おいて重視される財務的および非財務的データを用いて分析を行うことで，その実情を
知るとともに，ホテル産業における今後に向けた課題を明らかにした。 さらにこれら  
レベニュー・マネジメントの業績指標値は，「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」に
おいて重要な位置を占めるものである。
第 3 章は，「MICE ビジネスにおける会計に関する考察 ～「コラボレーション型パター
ンにおける管理会計」を基軸として～」というタイトルのもと，MICE ビジネスにおける
会計の役割を明らかにしようと試みるものである。 MICE とは，Meeting, Incentive 
(Travel), Convention, Event/Exhibition の略である。 ホテルにおいて MICE を開催する
場合を想定し，「コラボレーション型パターンにおける管理会計」に依拠しつつ，同ビジネ
スへの適用意義を見出すことを目的としている。
MICE は，日本にとって輸出産業であるインバウンド（訪日外国人旅行者）獲得の今日
的なトピックである。 日本を含め多くの国において国家レベルで MICE の誘致活動が
行われているほか，MICE に特化した社会人教育セミナーすら開講されている。さらに，
日本における MICE 開催は，着実にその件数が増加している。 MICE サービス・プロバ
イダーとしてのホテルにとっての“新商品”ともいえる MICE ビジネスにおいて，会計的
側面での検討は不可欠といえよう。 よって，「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」
における「新商品・新サービス」としての役割を担う MICE を取り上げ，その構成要素と
した。
第 4 章は，「「宿泊産業統一会計基準（ユニフォーム・システム; USALI）」がもたらす  
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ベネフィットに関する考察」というタイトルのもと，「宿泊産業統一会計基準 (USALI; 
Uniform System of Accounts for Lodging Industry)」がもたらし得るベネフィットに  
ついて考察するものである。 USALI については一般的に「比較可能性の向上」がベネフ
ィットの主要な位置を占めるといわれている。 しかし，その他にも大きなベネフィットが
あるのではないかと考える。 端的に言えばそれは，「中途入社人材の即戦力化を可能に  
する」という点である。 この点をはじめ，USALI を取り巻く環境についての情報収集  
を含めたインタビューをホテル産業有識者に実施し，その結果から含意を導き出すもので
ある。
さきに述べたレベニュー・マネジメントにおける業績指標値は，USALI において定義
されているものである。 また，USALI に基づく経営の実践者からは，USALI が単なる  
会計基準ではなく，経営システムそのものであるとの声を聞く。 このことから，「ホスピ
タリティ－レベニュー・サイクル」がホテル産業を想定しているものである以上，USALI
は検討を要するテーマといえる。 そこで，ホテル産業における人材流動性に着目し，
USALI のベネフィットを明らかにした。 筆者としては，本章におけるインタビュイーと
同様の立場，すなわち，グローバル・スタンダードともいえる USALI の導入は不可欠で
あると考える。 それは，本稿が目指す，サービス（あるいはホスピタリティ）と収益の   
関連性の明示において，なくてはならない論点だからでもある。
第 5 章は，「ホテル産業における収益拡大戦略 ～ ホスピタリティ－レベニュー・サイ
クルの構築 ～」というタイトルのもと，ホテル産業においてとくに重視されているホスピ
タリティが，いかに収益を創出するかを明らかにする。外資系ホテル企業から日本人ホテ
リエは，現場レベルでのサービス提供に秀でているとの評価を受けている。 では，その  
提供するサービスがいかに，ビジネスとしての要ともいうべき収益を生み出しているのか，
つまり，いかに本稿のタイトルでもある「戦略会計」のなかで主要かつ根源的な役割を  
果たしているのであろうか。 第 5 章は次にこの点を明らかにする。 さらに，その収益が
どのように従業員へのベネフィットへと連鎖するのかを個々のホテリエが認識することは，
ホテル産業に就くうえでの動機づけとなると考えられる。 これらの点を，複数のホテル
産業有識者へのインタビューをもとに検証しつつ，「ホスピタリティ－レベニュー・サイク
ル」を構築するものである。
本稿はこれら5つの章で構成されているが，このうち第1章から第4章で論じる各論が，
（はじめに）
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第 5 章における「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」の構成要素および焦点となっ
ている。 よって，第 5 章は本稿の結論的な位置を占めるということができる。
サービスの提供というビジネスは，その発端がホテル従業員など「人」であるため，  
物的な原材料を要しないといえる。 この点は，天然資源に恵まれていない日本にとって，
好都合である。また，日本には茶道，華道，香道など，人をもてなす文化が根づいている。
この「もてなし」は，サービス産業（あるいはホスピタリティ産業）との関連が大きいと
いえるだろう。 これらの点を考えるに，日本にとってホテル産業は，いわば「強み」と  
「機会」を同時に有しているビジネス領域といえるのではないだろうか。
本稿は，ホテルのマネジメントに役立つための示唆を与えることができるようにとの
筆者の考えのもと，筆者の研究領域である会計から同産業へアプローチすることにより
執筆したものである。
本稿が，日本のホテル産業の発展のため，また，同産業のマネジメントのために寄与  
することを，切に願うものである。
（第 1 章）
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第1章 国際財務報告基準(IFRS)に対応した会計戦略論の新たな指標値とその
有用性(1)
1. はじめに・問題意識
企業経営，またさまざまな面でのビジネス展開において，国境を越えることが一般化
している。 商取引はもちろんのこと，企業合併や買収，海外への進出や子会社の設立と  
いったように，国という枠を超えたビジネスが企業規模の大小を問わず一般的に行われて
いる。
このようなビジネス環境へと変化してきたにもかかわらず，会計制度（または会計基準）
については各国がそれぞれの基準を設け，それに基づいて企業会計が運用されている。
ビジネスがある一国に閉ざされた環境下で展開され，他国との関係は一切皆無であると
いうのであれば，それでまったく問題は起きないであろう。 しかし前述のとおり，企業間
取引が他国（自社とは異なる国に所在する企業）との間で行われることが一般化し，他国
の企業への投融資が珍しいことではない環境である以上，会計制度に国際的な共通ルール
が不可欠といえるだろう。 各国の間にビジネス環境の生い立ち等により，文化や風習が
異なるのはあたりまえであるが，やはり国境を越えたビジネスが滞りなく行われるため
には，世界標準ともいえるルールの制定と施行が求められるのは当然といえる。
昨今，国際財務報告基準 (International Financial Reporting Standards; IFRS) が議論
の対象となり，その日本への導入(2)の時期が近づいている。 これまで日本のビジネス環境
において取り決められ発達してきた日本独自の会計基準から，国際的なルールへの転換を
余儀なくされているのである。
そこで，従来の「会計戦略論」(3)を IFRS に対応したものとする必要を感じる。 これ   
まで「会計戦略論」は，従来の日本独自の会計基準に基づいて論が展開されているため，
IFRS が導入された後には従来のままというわけにはいかないからである。
                                                  
(1) 第 1 章は，吉岡（2010）に加筆したものである。
(2) IFRS の導入方法について，山田（2009, p.26）によれば，「自国の会計基準を IFRS と
同じものとするコンバージェンス（収斂：convergence）」と「上場企業など一定の   
企業に IFRS をそのまま強制適用しようという，アドプション（採用：adoption）」が
ある。 しかし，その違いについて詳述することは本稿の趣旨から逸脱するため，その
違いを特に指摘することなく，「導入」とする。
(3) 本稿において「会計戦略論」，および「長期収益力」，「長期収益力比率」，「短期収益力」，
「短期収益力比率」，「プラス長期収益力比率」，「マイナス長期収益力比率」について
カギ括弧（「～～」）を付して記す場合，碓氷（2004a; 2004b）によるものである。
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第 1 章では，IFRS に対応した会計戦略論を構築し，提示する。 特に，新たに提示する
会計戦略論で用いることのできる主要指標値を設計することで，これを実用化することを
目的とするものである。
2. 会計戦略論の先行研究
(1) 会計戦略論
本稿の対象とする会計戦略論についての先行研究は，碓氷（2004a; 2004b）に見ること
ができる。
「会計戦略論」とは，「企業の永遠の発展に必要不可欠な戦略論として開発された理論
である」（碓氷, 2004a, p.21）。 そして，その会社にとって望ましい財政状態や経営成績，
そしてキャッシュ・フローの立案により，管理会計と財務会計を結びつける役割を果たす
ものである（碓氷, 2004a, pp.21~22）。 これは，企業があるべき（こうありたいと望む姿
の）財務諸表（たとえば貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書等）を描き，
その姿の実現を目指す，“会計からアプローチする経営戦略論”ということになる。 碓氷
（2004a, p.22）はこれらの点を集約し，経営戦略を駆使してあるべき「目標短期収益力」
(4)の達成を可能とする企業体質を作り上げることが，「会計から考えた経営戦略，すなわち
会計戦略論である」と述べている。
(2) 会計戦略論における指標値
「会計戦略論」についての先行研究（碓氷, 2004a, p.22）は，
・ 長い間の利益の蓄積額を長期の目標値として描くことが第一の基本的戦略
（つまり，あるべき長期収益力を描き出すことが，まず必要）
・ そのあるべき長期収益力を達成するあるべき「短期収益力」を描き出すことが必要
・ そのあるべき長期収益力とあるべき「短期収益力」を達成すべき経営戦略を考えなけれ
ばならない
としている。 つまり，長期的目標を策定し，その目標を達成すべく短期的目標を策定し，
それら両方の目標を達成すべく経営戦略を策定する必要を論じている。 そして，これらの
点で「利益の蓄積，つまり利益剰余金を大きくすることこそがその基本的な考え方」とし
ている。
                                                  
(4) 次項において詳述する。
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この点で碓氷（2004a, pp.26, 30~33, 63~64）は，指標値として「短期収益力」，「短期
収益力比率」，「目標短期利益剰余金」，「目標短期利益剰余金比率」，「長期収益力比率」（「プ
ラス長期収益力比率」，「マイナス長期収益力比率」）を挙げている。 その各々は，以下の
数式により算出されるものである。
「短期収益力」＝ 営業利益＋受取利息・受取配当金－支払利息・社債利息等
「短期収益力比率」＝
営業利益
＋受取利息・受取配当金－支払利息・社債利息等 ×100
資産合計
「目標短期利益剰余金」＝ 予定当期純利益－予定配当金－予定役員賞与金
「目標短期利益剰余金比率」＝
予定当期純利益－予定配当金－予定役員賞与金
×100
資産合計
「プラス長期収益力比率(5)」＝
利益剰余金
×100
資産合計
「マイナス長期収益力比率(6)」＝
－利益剰余金
×100
資産合計＋利益剰余金のマイナス
さらに碓氷（2004b, p.67）は，「利益剰余金（長期収益力）を蓄積するもとは，1 年間
の短期収益力（短期収益力と短期利益剰余金）にある」とし，前述の指数を適用させ，   
「長期収益力比率」を財政状態に，「目標短期収益力比率」を損益の状態に，「目標短期   
利益剰余金比率」をキャッシュ・フローに関連づけつつ，「会計戦略の構造」として，貸借
対照表上の利益剰余金の蓄積（「長期収益力」）と損益計算書上の「短期収益力」を重視   
している。 しかし，現実的には「短期収益力」の元ともいえる損益計算書と経営戦略を  
                                                  
(5) 利益剰余金が正の数（プラス）の場合，この算式を用いる。
(6) 利益剰余金が負の数（マイナス）の場合，この算式を用いる。
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いかに結び付けるかに重点をおくことになると述べて，その理由として「長期収益力」は，
「損益計算書の当期純利益の蓄積がその源泉だから」としている（碓氷, 2004b, p.67）。
これらの先行研究（碓氷, 2004a; 2004b）は，利益剰余金を主要指標（の１つ）として
用いている。 それは，利益剰余金が利益の蓄積額という性質を有するからといえよう。
すなわち，利益剰余金の蓄積額を目標値とすることが，「会計戦略論」において重要な要素
だというわけである。
この点で石鍋（2008, p.68）は，貸借対照表で最初に着目すべき項目は「過去の経営成
績の結果が蓄積した利益剰余金」であるとし，利益剰余金が大きければ，これまでの経営
状態が良好であり，配当後の内部留保が行われていることになる点，および，財政状態が
良好であると推定できる点，そして利益剰余金が小さいかマイナスの企業については，  
これまでの経営状態が良好というわけではなく，財政状態も望ましいというわけではない
ことを推定できると述べている。
これらの先行研究より，「会計戦略論」は，利益剰余金の増加（蓄積）を中心とした   
企業の戦略論であるといえる。
(3) 他の会計戦略に関する研究
碓氷（2004a; 2004b）による先行研究とは着眼点が異なるが，木村（2003）も「会計   
戦略」について論じている。
木村（2003, pp.65~78）は，日産自動車（以下，日産）の経営計画「日産リバイバル    
プラン」（以下，NRP）に言及し，日産が NRP 実施直前期に行った約 7,111 億円の特別   
損失の計上（図表 1-1）がデューデリジェンス，すなわち「資産内容や権利関係，さらに
は収益性などを精査することによって，資産価値を適正に評価する」（木村, 2003, p.73）
ことに相当し，そのデューデリジェンス自体が同社（および当時の経営者）の採った会計
戦略であったとしている(7)。
                                                  
(7) この点を木村（2003, p.73）は，デューデリジェンスの説明として「「ここまでは前の
経営者の責任であり，この時点以降は私の責任だ」という線引きをする作業のこと」
と述べ，さらにこのときの日産におけるデューデリジェンスが当時の経営者にとって
の「会計戦略」であったことを論じている。
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図表 1-1： NRP における「特別損失」の内訳
〔年金債務の会計処理の変更〕
 過去勤務債務に関する年金及び退職給与の会計処理変更に伴う引当金の
積み増し
2,759 億円
〔日産リバイバルプランに伴う損失の引当金（事業構造改革引当金）〕
 日産リバイバルプランに関連した工場閉鎖及びその他関連費用のための
引当金
2,327 億円
〔会計処理の変更〕
 製品保証引当金の計算方法の国際会計慣行への変更
 開発費の費用計上に関して繰延べ方式から発生時費用計上方式への変更
 国際会計慣行にあわせて有形固定資産の国内における 2000 年度からの
減価償却方法の定率法から定額法への変更に伴い，残存価値処理変更の
引当金計上などの会計処理方法の変更
1,142 億円
〔不動産等の再評価による損失〕
 所有不動産及び投資の再評価に関るその他の引当金
883 億円
合計 7,111 億円
出典：木村（2003, p.68）
3. 会計戦略論における新たな指標値
(1) 国際財務報告基準への対応
昨今，会計基準については世界的な議論の的となっている。 EU 諸国では上場企業に
対して 2005 年から IFRS(8)の適用が義務付けられ，まさに IFRS が世界共通の会計基準に
なるとの方向性には変化が起きないものと考えられる（藤井, 2009, p.181）。 また，日本
においては，企業会計基準委員会 (Accounting Standards Board of Japan; ASBJ) と国際
会計基準審議会 (International Accounting Standards Board; IASB) による 2007 年 8 月
の東京合意を経て，2011 年 6 月 30 日を目標に，日本基準と IFRS との共通化・統合化  
（コンバージェンス）の作業が進められている（藤井, 2009, p.181）。 さらには，2008 年
                                                  
(8) 「国際財務報告基準」（International Financial Reporting Standard； 以下，IFRS）。
「IFRS」については「IFRSs」とする文献も多数みられるが，本稿では「IFRS」と表
記する。
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8 月に米国の証券取引委員会 (Securities Exchange Commission; SEC) が米国会計基準
(United States - Generally Accepted Accounting Principles; US-GAAP) に代えて IFRS
の適用に言及したことをきっかけに，日本ではコンバージェンスだけでなくアドプション
も議論されてきた（藤井, 2009, p.181）。 また，2009 年 6 月には金融庁より「我が国に   
おける国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」が公表され，IFRS の任意適用の時期
について，「できるだけ早期」に，「具体的には 2010 年 3 月期の年度の財務諸表から」が
ふさわしいとしている（金融庁, 2009, p.13）。 このように，IFRS の国内への導入は，   
日本の国家レベルにおける緊急の課題となっているのである。
従来の「会計戦略論」における指標値は，当然のことながら従来の日本における会計  
基準に基づいて構築されたものである。 そこで，今後数年のうちに何らかの形で日本にも
適用されることになるであろう IFRS に対応した，会計戦略論における指標値が必要に
なるであろう。
そこで本稿では，「会計戦略論」における指標値，すなわち「長期収益力」と「短期    
収益力」に新たな視点を加え，IFRS に対応した会計戦略論の指標値を提示するものと  
する。
(2) 包括利益と長期収益力
a. 包括利益に関する議論
IFRS においては，従来の日本における会計基準とは異なる部分が多々存在するので
あるが，その 1 つとして，「包括利益」がある。 包括利益（包括利益合計）とは，「所有
者の立場としての所有者との取引による資本の変動以外の取引又は事象による一期間に
おける資本の変動」（国際会計基準委員会財団他, 2009, p.812），または，「特定期間に   
おける純資産の変動額のうち，資本取引によらない部分をいう」（伊藤, 2008, p.17）。   
さらに，「包括利益合計は，「純損益」(9)及び「その他の包括利益」のすべての内訳項目   
からなる」（国際会計基準委員会財団他, 2009, p.812）。
また，「その他の包括利益」についてあらた監査法人他（2009, pp.35~36）は，次の    
                                                  
(9) 国際会計基準委員会財団他（2009, p.813）は IFRS について，｢この基準では「その他
の包括利益」，「純損益」及び「包括利益合計」の用語を使用しているが，企業は，意
味が明確であるかぎり，合計を示すために他の用語を使用することができる。 たとえ
ば，企業は，「純損益」を示すために「純利益」の用語を使用することができる｣とし
ている。
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5 つを例示している。
 有形固定資産や無形資産の評価剰余金の変動
 確定給付年金制度に係る保険数理計算上の利得及び損失
 在外営業活動の財務諸表の換算から生じる利得及び損失
 売却可能金融資産の再評価により生じる利得及び損失
 キャッシュ・フローヘッジにおけるヘッジ手段の有効部分にかかる利得及び損失
伊藤（2008, p.16）によれば，「包括利益が提唱された背景」は，企業経営者による恣意
的な会計処理を防ぐことや，企業の所有する資産を株主より受託したものとしつつ，それ
らに対して経営者が責任を全うしているか否かを判断することである。特に後者について
は，包括利益には，資産と負債の変動額が反映されるためであり，経営者による資源配分
に関する意思決定の結果が包括利益によって明示されるという点を挙げている（伊藤 , 
2008, pp.16~17）。
米国会計基準(10)によるクボタの包括利益計算書（図表 1-2 および 1-3），および，パナソ
ニック(11)の包括利益計算書（図表 1-4 および 1-5）が，この点を示す好例といえる(12)。
                                                  
(10) 米国会計基準では，IFRS に先行して 1997 年に包括利益が採用されている（日本経済
新聞, 2009 年 10 月 6 日, 朝刊, p.14）。
(11) 旧，松下電器産業。 本稿ではパナソニックで統一する。
(12) EDINET （Electronic Disclosure for Investors’ NETwork; 金融商品取引法に基づく
有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム）にて調査したところ，日本
のホテル産業において，2011 年 3 月決算期より包括利益計算書を有価証券報告書に掲
載している企業がある。 しかし，現時点では時系列の変化を示すことができないため，
本稿ではこの 2 社を例にとるものとする。
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図表 1-2： クボタの包括利益計算書（抜粋）
（百万円） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
当期純利益 117,901 81,034 76,457 68,026 48,064
その他の包括利益－税効果後
外貨換算調整額 -1,468 13,570 4,670 -1,425 -51,789
有価証券の未実現損益 517 45,017 -13,607 -36,834 -26,270
デリバティブ未実現損益 -1,109 675 -244 -485 -1,512
年金負債調整額 3,492 -16,326 -13,790
その他の包括利益合計 1,432 59,262 -9,181 -55,070 -93,361
当期包括利益 119,333 140,296 67,276 12,956 -45,297
出典：Kubota（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-3： クボタの当期純利益と当期包括利益
出典：Kubota（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
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図表 1-4： パナソニックの包括利益計算書（抜粋）
（百万円） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
当期純利益 58,481 154,410 217,185 281,877 -378,961
その他の包括利益－税効果後
為替換算調整額 36,645 83,311 62,793 -129,254 -112,800
有価証券未実現利益 -15,496 72,698 15,525 -115,389 -56,005
デリバティブ未実現利益 -273 -5,077 -464 3,464 -9,215
年金債務調整額 140,249 61,326 -5,769 -39,815 -168,889
当期包括利益 219,606 366,668 289,270 883 -725,870
出典：Matsushita（2005; 2006; 2007; 2008），Panasonic（2009）より筆者作成
図表 1-5： パナソニックの当期純利益と当期包括利益
出典：Matsushita（2005; 2006; 2007; 2008），Panasonic（2009）より筆者作成
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2005 年（2005 年 3 月末が決算期となる 1 年間），および 2006 年では当期純利益が当期
包括利益を上回り，2007 年には逆転の兆候が始まり，その後は当期純利益および当期包括
利益ともに悪化（減少）傾向にありつつ，当期包括利益が当期純利益より下回るという  
傾向である。
さらにここから，業績が上昇傾向にある時期には当期包括利益が当期純利益を上回り，
業績が下降傾向にある時期には当期包括利益が当期純利益を下回るという傾向をも読み
とることができる。 つまり，当期包括利益は，業績変動による影響を受けやすく，業績  
変化に連動して大きく変化するということができる。
また，ダイヤモンド社（2009, p.48）は，包括利益と純利益の差額を掲載している。    
これは，「SEC（Securities and Exchange Commission; 米国証券取引委員会）基準，   
日本基準共に上位 25 社を掲載」（ダイヤモンド社, 2009, p.48）している（図表 1-6 および
1-7）。
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図表 1-6： 包括利益と純利益の差額ランキング（SEC 基準）(13)
社名
前期純利益と
前期包括利益
(IFRS)との差額
前期包括利益
(IFRS)
前期純利益
前々期純利益と
前々期包括利益
(IFRS)との差額
トヨタ自動車 ▲ 890,854 ▲ 1,327,791 ▲ 436,937 ▲ 864,633
ホンダ ▲ 526,702 ▲ 389,697 137,005 ▲ 327,724
パナソニック ▲ 371,791 ▲ 750,752 ▲ 378,961 ▲ 252,357
ソニー ▲ 364,562 ▲ 463,500 ▲ 98,938 ▲ 266,265
三井物産 ▲ 360,630 ▲ 183,023 177,607 ▲ 240,547
日立製作所 ▲ 326,936 ▲ 1,114,273 ▲ 787,337 ▲ 68,380
キャノン ▲ 316,279 ▲ 7,131 309,148 43,703
住友商事 ▲ 298,007 ▲ 82,929 215,078 ▲ 190,552
丸紅 ▲ 290,696 ▲ 179,488 111,208 ▲ 85,260
東芝 ▲ 199,577 ▲ 543,136 ▲ 343,559 ▲ 176,221
三菱電機 ▲ 166,079 ▲ 153,912 12,167 ▲ 159,919
三菱商事 ▲ 151,828 218,108 369,936 ▲ 263,615
富士フィルム HD ▲ 122,543 ▲ 112,019 10,524 ▲ 88,647
日本電信電話 ▲ 121,004 417,675 538,679 68,427
京セラ ▲ 94,624 ▲ 65,118 29,506 ▲ 151,627
リコー ▲ 91,788 ▲ 85,258 6,530 ▲ 51,946
クボタ ▲ 86,690 ▲ 38,626 48,064 ▲ 48,280
TDK ▲ 82,587 ▲ 145,747 ▲ 63,160 ▲ 63,641
コマツ ▲ 68,877 9,920 78,797 ▲ 52,845
NTT ドコモ ▲ 66,571 405,302 471,873 ▲ 12,380
対象企業は SEC 基準の金融を除く全上場企業。
対象決算期は 2007 年 5 月期~09 年 4 月期。 単位：百万円。
出典：ダイヤモンド社（2009, p.49）より筆者作成
                                                  
(13) ダイヤモンド社（2009, p.48）には，「現在の日本基準，SEC 基準の記載から IFRS の
包括利益に近い数値を計算するため」，「当期純利益＋少数株主損益（税引き後）＋為
替換算調整勘定（額）＋年金債務調整額＋未実現有価証券損益＋未実現デリバティブ
損益」との計算式によって包括利益を算出したとの旨の記載がある。
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図表 1-7： 包括利益と純利益の差額ランキング（日本基準）(14)
社名
前期純利益と
前期包括利益
(IFRS)との差額
前期包括利益
(IFRS)
前期純利益
前々期純利益と
前々期包括利益
(IFRS)との差額
日産自動車 ▲ 495,697 ▲ 729,406 ▲ 233,709 ▲ 319,981
豊田自動織機 ▲ 418,671 ▲ 451,438 ▲ 32,767 ▲ 409,168
JT ▲ 391,732 ▲ 268,332 123,400 ▲ 69,649
ブリヂストン ▲ 347,245 ▲ 336,833 10,412 43,230
新日本製鐵 ▲ 307,281 ▲ 152,204 155,077 ▲ 160,308
旭硝子 ▲ 237,812 ▲ 198,634 39,178 ▲ 4,361
日本航空 ▲ 215,048 ▲ 278,242 ▲ 63,194 ▲ 26,065
デンソー ▲ 212,874 ▲ 296,959 ▲ 84,085 ▲ 190,767
三菱重工業 ▲ 180,938 ▲ 156,721 24,217 ▲ 48,530
キリン HD ▲ 166,882 ▲ 86,700 80,182 23,946
双日 ▲ 159,205 ▲ 140,204 19,001 ▲ 31,646
信越化学工業 ▲ 155,570 ▲ 839 154,731 ▲ 18,390
商船三井 ▲ 137,854 ▲ 10,867 126,987 ▲ 24,196
住友化学 ▲ 130,811 ▲ 189,975 ▲ 59,164 ▲ 43,833
スズキ ▲ 122,099 ▲ 94,670 27,429 ▲ 13,783
ジェイエフイーHD ▲ 120,679 73,550 194,229 ▲ 51,839
ヤマハ発動機 ▲ 120,539 ▲ 118,688 1,851 11,160
日本郵船 ▲ 116,355 ▲ 60,204 56,151 ▲ 102,669
全日本空輸 ▲ 111,831 ▲ 116,091 ▲ 4,260 ▲ 2,476
住友電気工業 ▲ 111,011 ▲ 93,774 17,237 ▲ 24,723
対象企業は金融と決算期変更を除く全上場企業。
対象決算期は 2007 年 5 月期~09 年 4 月期。 単位：百万円。
出典：ダイヤモンド社（2009, p.49）より筆者作成
                                                  
(14) 図表 1-6 の脚注と同様。
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これらの情報より，包括利益と純利益との間には，大きな差が見られることがわかる。
包括利益の定義は，「純利益とその他の包括利益の合計額」である（伊藤, 2008, p.236）。
さらにその他の包括利益には，
・キャッシュ・フロー・ヘッジのデリバティブの評価差額
・売買可能有価証券の評価差額
・外貨換算調整勘定
など，市場動向の影響により生じる未実現の項目が含まれる（伊藤, 2008, p.236）。 この
点については，2 つの相対する議論，すなわち，
① 経営者のコントロールが及ばない市場動向による結果まで問うのは，経営者の責任を
超えてしまっている
② 市場動向の変動を受けるような事業に着手する意思決定を行ったのは経営者なのだ
から，その結果の責任を経営者が負わないのはおかしい
がある（伊藤, 2008, p.236）。
確かに，包括利益を業績指標として活用するという点については，否定的な意見もある。
野村総合研究所の「米国における包括利益の開示状況と，業績に対する現状の考え方」  
（大谷, 2002, p.75）に関する調査の結果は，図表 1-8 のとおりである。
図表 1-8： ダウ工業株 30 社のアニュアルレポート形式（2001 年度）(15)
形式 採用社数
一計算書形式 0 社
二計算書形式 1 社
（製薬大手のメルク）
持ち分変動計算書形式 29 社
出典：大谷（2002, p.75）より筆者作成
この調査結果から大谷（2002, p.75）は，「純利益とその他包括利益の合計値である包括
利益そのものは，業績指標として重視されていない」と結論づけている。
                                                  
(15) 「米国では，包括利益については，①一計算書形式（最も包括利益を業績として重視），
②二計算書形式（一計算書に次いで重視），③持ち分変動計算書形式（包括利益を最も
軽視）－の 3 つの報告形式になっている」（大谷, 2002, p.75）。
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しかし，資産保有に関する経営資源の配分（とくに資金活用の方法）が，その他包括利
益の「有形固定資産や無形資産の評価剰余金の変動」（あらた監査法人他, 2009, p.35）に
大きな影響を及ぼすことは間違いない。評価が著しく低下するような有形固定資産や無形
資産を保有し続けるとの意思決定とそれに伴う資源配分が，その他包括利益の低下を招く
のである。 また，評価が上昇するような有形固定資産や無形資産を取得・保有することに
よって，その他包括利益は増加するともいえるのである。 この点に着目するならば，いわ
ゆる営業損益とは異なる観点ではあるが，包括利益には経営における意思決定の結果が
反映されるのであり，これを企業の業績とすることは有意義であると考えられるのである
(16)。
そこで本稿は，会計戦略論における指標値として，碓氷（2004a; 2004b）による「長期
収益力」（当期純利益が経年積算された利益剰余金(17)を基準とする指標値）を元に，IFRS
における包括利益を業績指標値としてみなした新たな指標値を構築するものとする。
b. 「総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率」
前述のとおり従来の「長期収益力比率」は，利益剰余金を元に，
「プラス長期収益力比率」＝
利益剰余金
×100
資産合計
「マイナス長期収益力比率」＝
－利益剰余金
×100
資産合計＋利益剰余金のマイナス
という計算式によって算出されていた（碓氷, 2004a, pp.30~33）。
本稿では，IFRS に対応した会計戦略論における指標値として「総資産利益剰余金・  
その他包括利益累積額比率」を提示する。 「その他包括利益累積額」という要素を加味  
することで，利益獲得の実績と投資の巧拙に基づく企業の安全性ならびに財務健全性を
                                                  
(16) さらに，日本経済新聞（2009 年 10 月 6 日, 朝刊, p.14）は，「包括利益開示の利点」と
して，「投資判断に当たって重要な検討項目の一つである年金積立不足額や持ち合い株
の含み損益などを，従来は決算短信や有価証券報告書から一つ一つ拾う必要があった」
が，IFRS では「包括利益の中で一括表示されるため確認や比較がしやすくなる」と述
べている。
(17) 正確には，利益剰余金は当期純利益の累積から株主配当が減算されている。
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どれほど高い（良い）状態に保っているかという点を把握する手掛かりとすることが  
できるのである。繰り返しになるが，どれほど多くの利益剰余金を蓄積しているとしても，
たとえばその他包括利益の累積においてマイナスの数値を計上することになるのであれば，
それは純資産の部の減少につながり，自己資本比率の低下，および，負債比率の増加を  
意味し，企業の安全性と財務健全性について問題となり得るのである。
「総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率」は，「利益剰余金」および「その他
包括利益累積額」の正負によって（図表 1-9），以下の 4 つの式（①～④）のいずれかに   
より計算される。
図表 1-9： 利益剰余金とその他包括利益累積額の正負
利益剰余金
正（プラス）の数 負（マイナス）の数
その他包括利益
累積額
正（プラス）の数 (a)の式 (b)の式
負（マイナス）の数 (c)の式 (d)の式
出典： 筆者作成
(a) 利益剰余金がプラス，その他包括利益累積額がプラス の場合
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
＝
利益剰余金 ＋ その他包括利益累積額
総資産
(b) 利益剰余金がマイナス，その他包括利益累積額がプラス の場合
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
＝
－｜利益剰余金｜(18) ＋ その他包括利益累積額
総資産 ＋ ｜利益剰余金｜
                                                  
(18) 「｜利益剰余金｜」とは，「利益剰余金の絶対値」という意味である。
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(c) 利益剰余金がプラス，その他包括利益累積額がマイナス の場合
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
＝
利益剰余金 － ｜その他包括利益累積額｜(19)
総資産 ＋ ｜その他包括利益累積額｜
(d) 利益剰余金がマイナス，その他包括利益累積額がマイナス の場合
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
＝
－ ｜利益剰余金｜ － ｜その他包括利益累積額｜
総資産
＋ ｜利益剰余金｜ ＋ ｜その他包括利益累積額｜
これらの式では，利益剰余金，その他包括利益累積額のいずれか，もしくは両方が負
（マイナス）の数の場合に，分母の総資産にその絶対値を加算している。 これは，「会計
戦略論」において利益剰余金がマイナスの場合における計算方法と同様に，利益剰余金  
だけでなく，その他包括利益累積額がマイナスになる場合には，本来その企業が保有して
いる資産，つまり，負の数となった利益剰余金やその他包括利益累積額（の絶対値）を   
総資産に加算した値によって，総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率を判断   
すべきだからである（碓氷, 2004a, p.31）(20)。
これらの式により算出した「長期収益力比率」，および，総資産利益剰余金・その他   
包括利益累積額比率を，クボタ（図表 1-10 および 1-11），パナソニック（図表 1-12 およ
び 1-13），Starwood Hotel & Resorts Worldwide, Inc. (21)（以下，スターウッド）（図表 1-14
                                                  
(19) 「｜その他包括利益累積額｜」とは，「その他包括利益累積額の絶対値」という意味で
ある。
(20) これは，「利益剰余金のマイナス分は，資本と資産を食いつぶす，つまり資本と資産を
減らすこととなるから，利益剰余金を差し引いた金額が現在の資産合計となる。 した
がって，現在の資産合計に，利益剰余金のマイナス分を足し算することによって，利
益剰余金を引き算する前の，元の資産合計に戻すのである」という，従来の「長期収
益力比率」の算出式と同様の計算方法である（碓氷, 2004a, p.31）。
(21) Starwood Hotel & Resorts Worldwide, Inc. は，「One of the world’s largest Hotel & 
Leisure Company」（世界最大のホテル・レジャー企業の 1 つ）であり，“St. Regis”，
“The Luxury Collection”， “W”， “Westin”， “Le Méridian”， “Sheraton”， “Four 
Points”， “Aloft”， “Element” といったブランドをもつ。 968 の施設，292,000 の客
室を有する。「We conduct our hotel and leisure business both directly and through 
our subsidiaries.」（これらホテル・レジャー事業について，直接または子会社を通し
て経営している）。2008 年の売上高（Revenue）は，5,907 百万ドル(US$)。（Starwood, 
2009）
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および 1-15），Marriott International, Inc. (22)（以下，マリオット）（図表 1-16 および 1-17）
を例に示す。
                                                  
(22) Marriott International, Inc. は，「1927 年，マリオット夫妻（J. ウィラードとアリス）
がワシントン DC に開いたドリンクスタンドから始まり」（同社 website 2009 年 10
月 5 日），現在では “Marriott”， “BVLGARI”， “The Ritz-Carlton” といったブラン
ドのホテルを持つ。 「more than 3,100 lodging properties in 66 countries and 
territories」（66 の国と地域に 3,100 を超える宿泊施設）を持つ一大ホテル企業である。
2008 年の売上高（Revenue）は，12,879 百万ドル(US$)。 （Marriott, 2009）
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図表 1-10： クボタの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（表）
（百万円） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
総資産 1,193,056 1,405,402 1,502,532 1,464,270 1,385,824
利益剰余金 290,187 323,116 376,815 423,927 452,791
その他包括利益累積額 27,507 86,769 86,247 31,177 -62,184
「長期収益力比率」 24.32% 22.99% 25.08% 28.95% 32.67%
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積 額
317,694 409,885 463,062 455,104 390,607
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
26.63% 29.16% 30.82% 31.08% 26.98%
出典：Kubota（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-11： クボタの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：Kubota（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
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図表 1-12： パナソニックの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（表）
（百万円） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
総資産 8,056,881 7,964,640 7,896,958 7,443,614 6,403,316
利益剰余金 2,461,071 2,575,890 2,737,024 2,948,065 2,479,416
その他包括利益累積額 -238,377 -26,119 107,097 -173,897 -594,377
「長期収益力比率」 30.55% 32.34% 34.66% 39.61% 38.72%
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積 額
2,222,694 2,549,771 2,844,121 2,774,168 1,885,039
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
26.79% 31.91% 36.02% 36.42% 26.94%
出典：Matsushita（2005; 2006; 2007; 2008），Panasonic（2009）より筆者作成
図表 1-13： パナソニックの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：Matsushita（2005; 2006; 2007; 2008），Panasonic（2009）より筆者作成
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図表 1-14： スターウッドの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（表）
（百万 US$） 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年
総資産 12,298 12,454 9,280 9,622 9,703
利益剰余金 -68 170 948 1,353 1,517
その他包括利益累積額 -255 -322 -228 -147 -391
「長期収益力比率」 -0.55% 1.37% 10.22% 14.06% 15.63%
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積 額
-323 -152 720 1,206 1,126
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
-2.56% -1.19% 7.57% 12.35% 11.16%
出典：Starwood（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-15： スターウッドの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：Starwood（2004; 2005; 2006; 2007; 2008）より筆者作成
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図表 1-16： マリオットの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（表）
（百万 US$） 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年
総資産 8,688 8,530 8,588 8,942 8,903
利益剰余金 1,951 2,500 2,860 3,332 3,565
その他包括利益累積額 9 -11 44 51 -15
「長期収益力比率」 22.51% 29.31% 33.30% 37.26% 40.04%
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積 額
1,960 2,489 2,904 3,383 3,550
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
22.61% 29.14% 33.81% 37.83% 39.81%
出典：Marriott（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-17： マリオットの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：Marriott（2004; 2005; 2006; 2007; 2008）より筆者作成
（第 1 章）
（吉岡 勉） 28
クボタでは 2009 年に，対前年比で，「長期収益力比率」は 3.72 ポイント向上（良化）
しているのに対し，総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率では 4.78 ポイント低下
（悪化）した。 その他の包括利益に含まれる項目のうち，外貨換算調整額で 51,789 百万
円，有価証券の未実現損益で 26,270 百万円の損失を計上している。 このことについてク
ボタ（2009b, p.5）は，
・円高に伴う外貨換算調整勘定の減少
・株価下落による有価証券未実現損益の減少
などを，その他の包括損益累計額の大幅な減少の理由としている。
パナソニックでは 2009 年に，対前年比で，「長期収益力比率」は 0.89 ポイントの低下
（悪化）にとどまるのに対し，総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率では 9.48
ポイント低下（悪化）した。 その他の包括利益に含まれる項目のうち，
・円高の影響などによる為替換算調整額の 1,128 億円減少
・有価証券未実現利益の 560 億 5 百万円減少
によるものと説明している（パナソニック, 2009b, p.31）。
この 2 社とも，有価証券未実現利益（損益）が少なからず総資産利益剰余金・その他   
包括利益累積額比率の低下に影響していることがわかる。 前述のとおり，評価が著しく
低下するような有形固定資産や無形資産を保有し続けるとの意思決定とそれに伴う資源
配分が，その他包括利益の低下を招いたことの典型例といえるだろう。
また，スターウッドでは，2008 年に，対前年比で，「長期収益力比率」は 1.57 ポイント
向上（良化）しているのに対し，総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率では 1.19
ポイント低下（悪化）した。 やはりその他の包括利益に含まれる項目のうち，為替換算  
調整額が 190 百万ドル減少したことが，その主要な要因である。
マリオットはこれら 3 社とは異なり，2008 年にはその他の包括利益が 66 百万ドル減少
したにもかかわらず，「長期収益力比率」と総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率
との間にほとんど差がない。 この点は，マリオットが相対的にその他包括利益累積額に
対し多額の利益剰余金を計上（つまり利益を蓄積）していることにその原因を見出すこと
ができる。 (23)
                                                  
(23) 現行の日本の会計基準における「評価・換算差額等」がその他包括利益累積額に相当
することから（菅野・海老原, 2009, p.66），この項目を用いて日本のホテル企業のう
ち上場企業を対象として章末資料（図表 1-29~36）に例示する。
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(3) 営業利益と「短期収益力」
a. 包括利益計算書では営業利益が表示されない
IFRS では，「最低限，包括利益計算書(24)には，当期に係る次の金額を表す科目を含め  
なければならない」とし，
(a) 収益
(b) 金融費用
(c) 持分法で会計処理されている関連会社及びジョイント・ベンチャーの純損益に  
対する持分
(d) 税金費用
(e) 次の単純合算額
① 非継続事業の税引後損益
② 非継続事業を構成する資産又は処分グループについて，除売却費用を差し引いた
公正価値での測定によって認識された利得又は損失の税引後金額
(f) 純損益
(g) 性質により分類されたその他の包括利益の各構成要素（(h)の金額を除く）
(h) 持分法で会計処理されている関連会社及びジョイント・ベンチャーのその他の包括
利益の持分
を挙げている（国際会計基準委員会財団他, 2009, pp.825~826）。
そこで，IFRS による包括利益計算書は，機能別もしくは性質別の分類により，包括  
利益計算書そのものか注記によって開示することになる(25)（黒川 ,2009, p.187）。 この
前提による包括利益計算書のイメージ図を，図表 1-18 に例示する。
                                                  
(24) 従来の「損益計算書」（Profit and Loss Statement または Income Statement）に対
応するものが，IFRS では「包括利益計算書」（Comprehensive Income Statement）
である（東川他, 2009, pp.16~17）。
(25) 「費用項目を機能別に分類している場合は，それに加えて減価償却費，償却費，人件
費を含む情報を追加で開示する必要がある」（黒川, 2009, p.187）。
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図表 1-18： 包括利益計算書イメージ図（損益計算部分）
機能別分類 性質別分類
売上高 ＸＸ . 売上高 ＸＸ
売上原価 （ＸＸ） その他の収益 ＸＸ
売上総利益 ＸＸ . 製品・仕掛品の増減 ＸＸ
その他の収益 ＸＸ . 原材料・消耗品費 ＸＸ
運送費 （ＸＸ） 退職給付費用 ＸＸ
広告宣伝費 （ＸＸ） 減価償却費・償却費 ＸＸ
その他の費用 （ＸＸ） その他の費用 ＸＸ
金融費用 （ＸＸ） 金融費用 ＸＸ ＸＸ
税引前当期純利益 税引前当期純利益 ＸＸ
出典：黒川（2009, p.187）
ここで重要な点として，従来の日本における損益計算書に表示されていた営業利益
（または営業損失）という項目が，IFRS では表示必須項目ではないことに着目を要する。
前述のとおり，「会計戦略論」における「短期収益力」は，
「短期収益力」＝ 営業利益＋受取利息・受取配当金－支払利息・社債利息等
との算式により，また，「短期収益力比率」は，
「短期収益力比率」＝
営業利益＋受取利息・受取配当金
－支払利息・社債利息等
×100
資産合計
との算式により算出していた（碓氷, 2004a, pp.63~64）。 そのため，IFRS に基づく包括
利益計算書では，これらの算式によって「短期収益力」および「短期収益力比率」を算出
できない可能性がある。
そこで本稿では，包括利益計算書（損益計算書）を元に営業利益を算出し，その値に  
基づく「総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率」を提示する。 この値を
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算出するための方法を，企業の実例に基づいて以下に提示する。
b. 包括利益計算書による総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率の算出
パナソニックの連結損益計算書（2005~2009 年）を図表 1-19 に例示する。
図表 1-19： パナソニックの連結損益計算書（抜粋）
（単位：百万円） 2005 2006 2007 2008 2009
売上高 8,713,636 8,894,329 9,108,170 9,068,928 7,765,507
売上原価 6,176,046 6,155,297 6,394,418 6,377,240 5,667,287
販売費及び
一般管理費
2,229,096 2,324,759 2,254,211 2,172,207 2,025,347
受取利息 (b) 19,490 28,216 30,553 34,371 23,477
受取配当金 (b) 5,383 6,567 7,597 10,317 11,486
厚生年金基金
代行返上益
(b) 31,509
その他の収益 (b) 82,819 147,399 114,545 70,460 52,709
支払利息 (a) 22,827 21,686 20,906 20,357 19,386
のれんの減損 (a) 30,496
営業権の評価減 (a) 3,559 50,050
その他の費用 (a) 174,396 153,407 121,690 179,279 523,793
税引前利益 246,913 371,312 439,144 434,993 ▲382,634
出典：松下電器産業（2006）, パナソニック（2009a）より筆者作成
図表 1-19 のとおり，従来の日本における損益計算書に表示されてきた営業利益，およ
び売上総利益，経常利益といった項目が表示されておらず，“利益”についていえば，   
税引前利益のみが表示されている。 そこで，表示されている項目を元に「短期収益力」，
および「短期収益力比率」を算出する場合，従来の碓氷（2004a; 2004b）による方法では，
簡便的には以下の式によるものとなるだろう。
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「短期収益力」 ＝ 売上高合計 － 売上原価 － 販売費及び一般管理費
＋ 受取利息 ＋ 受取配当金 － 支払利息
「短期収益力比率」 ＝
売上高合計 － 売上原価 － 販売費及び一般管理費
＋ 受取利息 ＋ 受取配当金 － 支払利息
資産合計
しかし，これらの式によって得られる解は，日本固有の利益概念ともいえる経常利益に
類似した考え方に基づく値といえる。 いわゆる“本業による利益”である営業利益に，  
利息および配当金を加減するものだからである。
そこで本稿が提示する総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率において
は，従来の会計基準における営業利益（いわゆる“本業による利益”）を用いるものとする。
営業利益は，企業が事業活動そのものによって生み出した利益であり，たとえ本業を営む
ために直接金融もしくは間接金融による資金調達が発生しそのための資本コスト（ここで
は利息や配当金を指す）を要するとしても，それは本業そのものとは一線を画してとらえ
るべきものと考えるからである。
しかし，IFRS において包括利益と当期純利益を最低限表示すべき項目と定めている
ことから，包括利益計算書には営業利益が表示されない可能性がある。 そこで，以下の 2
つの式のいずれかにより，営業利益を算出することが必要となる。
算出による営業利益＝ 税引前当期純利益
＋本業以外の支出（損失）(26) － 本業以外の収入（収益）(27)
算出による営業利益＝ 売上高合計 － 売上原価 － 販売費及び一般管理費(28)
                                                  
(26) 例：図表 1-19 の(a)に該当する項目
(27) 例：図表 1-19 の(b)に該当する項目
(28) 「販売費及び一般管理費」については，その構成要素である項目のとらえ方が，従来
の日本の基準と IFRS では大きく異なるものがある。 一例として，研究開発費は，従
来の日本の基準では「発生時に費用処理されるが，IFRS では一定の要件を満たす開発
費は資産計上される」（橋本, 2009, p.36）。 さらに，この「一定の要件」（橋本, 2009, 
p.36）については，「①使用または売却できるように無形資産を完成させることが技術
的に実行可能である，②無形資産を完成させ，さらに使用または売却するという意図
がある，③無形資産を使用または売却できる能力がある，④無形資産が可能性の高い
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いずれの式を用いるとしても，算出値は同じものとなるであろう。 しかし本稿では，
包括利益と当期純利益を最低限表示すべき項目として定めた IFRS の方針，および，税引
前当期純利益から本業以外の要因を取り除くという観点を勘案し，前者の式，すなわち，
算出による営業利益＝ 税引前当期純利益
＋ 本業以外の支出（損失）－本業以外の収入（収益）
を採用するものとする。
また，総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率については，「利益剰余
金」および「その他包括利益累積額」の正負によって（図表 1-20），以下の 4 つの式（①
～④）のいずれかにより計算される。 なお，誌面の都合上，個々の計算式への記述は割愛
するが，それぞれの計算式の右辺分母は期首期末の平均値である。
図表 1-20： 利益剰余金とその他包括利益累積額の正負
利益剰余金
正（プラス）の数 負（マイナス）の数
その他包括利益
累積額
正（プラス）の数 ①の式 ②の式
負（マイナス）の数 ③の式 ④の式
出典： 筆者作成
                                                                                                                                                    
将来の経済的便益を生み出す方法を説明できる，⑤無形資産の開発を完成させ，使用
または売却するために必要となる，適切な資源が利用可能である，⑥開発期間中の無
形資産に関する支出を信頼性をもって測定できる可能性がある」（伊澤, 2009, p.141）
という「6 つの条件をすべて満たしている場合には，開発活動から生じた無形資産を計
上すること」（伊澤, 2009, p.141）とされている。 これらの点を考慮すると，この公式
において単純に「販売費及び一般管理費」を減算するという方法が，従来の日本基準
によって実施されてきた会計との間での比較有用性を十分担保するものではないとい
うこともできるであろう。 このことは，本稿において採用した前者の式にも影響を及
ぼすことになりうる。 この点は今後の研究課題とし，この算式（およびこれに続く総
資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率の算式）の有用性を高めていき
たい。
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(a) 利益剰余金がプラス，その他包括利益累積額がプラス の場合
総 資 産 利 益 剰 余 金
その他包括利益累積額・営業利益比率
＝
算出による営業利益
総資産
(b) 利益剰余金がマイナス，その他包括利益累積額がプラス の場合
総 資 産 利 益 剰 余 金
その他包括利益累積額・営業利益比率
＝
算出による営業利益
総資産＋｜利益剰余金｜
(c) 利益剰余金がプラス，その他包括利益累積額がマイナス の場合
総 資 産 利 益 剰 余 金
その他包括利益累積額・営業利益比率
＝
算出による営業利益
総資産＋｜その他包括利益累積額｜
(d) 利益剰余金がマイナス，その他包括利益累積額がマイナス の場合
総 資 産 利 益 剰 余 金
その他包括利益累積額・営業利益比率
＝
算出による営業利益
総資産＋｜利益剰余金｜
＋｜その他包括利益累積額｜
これらの式により算出された営業利益と，総資産利益剰余金その他包括利益累積額・
営業利益比率と「短期収益力比率」との比較を，パナソニックにより例示する（図表 1-21
および 1-22）。
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図表 1-21： パナソニックの「短期収益力比率」と
総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率（表）
（百万円） 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度
総資産 8,056,881 7,964,640 7,896,958 7,443,614 6,403,316
利益剰余金 2,461,071 2,575,890 2,737,024 2,948,065 2,479,416
その他包括利益累積額 -238,377 -26,119 107,097 -173,897 -594,377
売上高 8,713,636 8,894,329 9,108,170 9,068,928 7,765,507
売上原価 6,176,046 6,155,297 6,394,418 6,377,240 5,667,287
販売費及び一般管理費 2,229,096 2,324,759 2,254,211 2,172,207 2,025,347
受取利息 19,490 28,216 30,553 34,371 23,477
受取配当金 5,383 6,567 7,597 10,317 11,486
厚生年金基金代行返上益 31,509
その他の収益 82,819 147,399 114,545 70,460 52,709
支払利息 22,827 21,686 20,906 20,357 19,386
営業権の評価減 50,050 30,496
その他の費用 177,955 153,407 121,690 179,279 523,793
税引前利益 246,913 371,312 439,144 434,993 -382,634
「短期収益力」 310,540 427,370 476,785 543,812 88,450
「短期収益力比率」 3.85% 5.37% 6.04% 7.31% 1.38%
算出による営業利益 308,494 414,273 459,541 519,481 72,873
総資産利益剰余金
その他包括利益累積額
・営業利益比率
3.72% 5.18% 5.82% 6.82% 1.04%
出典：Matsushita（2005; 2006; 2007; 2008），Panasonic（2009）より筆者作成
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図表 1-22： パナソニックの「短期収益力比率」と
総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率（グラフ）
出典：Matsushita（2005; 2006; 2007; 2008），Panasonic（2009）より筆者作成
次に，クボタ，および，スターウッド，マリオットについても例示する（クボタは図表
1-23 および 1-24，スターウッドは図表 1-25 および 1-26，マリオットは図表 1-27 および
1-28）。 ただし，これら 3 企業については営業利益を表示していることから，総資産利益
剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率の算出は容易である。
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図表 1-23： クボタの「短期収益力比率」と
総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率（表）
（百万円） 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度
総資産 1,193,056 1,405,402 1,502,532 1,464,270 1,385,824
その他包括利益累積額 27,507 86,769 86,247 31,177 -62,184
収益 994,483 1,065,736 1,127,456 1,154,574 1,107,482
営業利益 94,076 121,058 130,347 136,875 102,815
受取利息・受取配当金 1,942 2,807 3,283 4,472 4,822
支払利息 1,662 1,156 1,219 986 2,664
「短期収益力」 94,356 122,709 132,411 140,361 104,973
「短期収益力比率」 7.91% 8.73% 8.81% 9.59% 7.57%
営業利益 94,076 121,058 130,347 136,875 102,815
総資産利益剰余金
その他包括利益累積額
・営業利益比率
7.89% 8.61% 8.68% 9.35% 7.10%
出典：クボタ（2009a）より筆者作成
図表 1-24： クボタの「短期収益力比率」と
総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率（グラフ）
出典：クボタ（2009a）より筆者作成
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図表 1-25： スターウッドの「短期収益力比率」と
総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率（表）
（百万 US$） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
総資産 12,298 12,494 9,280 9,622 9,703
その他包括利益累積額 -255 -322 -228 -147 -391
収益 5,368 5,977 5,979 6,153 5,907
営業利益 653 822 839 858 619
利息収支 -254 -239 -215 -147 -207
「短期収益力」 399 583 624 711 412
「短期収益力比率」 3.24% 4.67% 6.72% 7.39% 4.25%
営業利益 653 822 839 858 619
総資産利益剰余金その他包括利益累積額
・営業利益比率
5.20% 6.41% 8.82% 8.78% 6.13%
出典：Starwood（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-26： スターウッドの「短期収益力比率」と
総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率（グラフ）
出典：Starwood（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
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図表 1-27： マリオットの「短期収益力比率」と
総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率（表）
（百万 US$） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
総資産 8,668 8,530 8,588 8,942 8,903
その他包括利益累積額 9 -11 44 51 -15
収益 10,099 11,550 12,160 12,990 12,879
営業利益 477 555 1,011 1,188 785
支払利息 -99 -106 -124 -184 -163
受取利息 146 79 45 38 39
「短期収益力」 524 528 932 1,042 661
「短期収益力比率」 6.05% 6.19% 10.85% 11.65% 7.42%
営業利益 477 555 1,011 1,188 785
総資産利益剰余金その他包括利益累積額
・営業利益比率
5.50% 6.50% 11.77% 13.29% 8.80%
出典：Marriott（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-28： マリオットの「短期収益力比率」と
総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率（グラフ）
出典：Marriott（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
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これら 4 社の共通点として，「短期収益力比率」と総資産利益剰余金その他包括利益  
累積額・営業利益比率は，その値に違いがあるものの，時系列で同様の変動を示すことが
わかる。
クボタとパナソニックでは，過去 5 年間における「短期収益力比率」と総資産利益剰余
金その他包括利益累積額・営業利益比率との間にみられる差は 1 ポイント以下である。
また，スターウッドでは最大で 2.10 ポイント，マリオットでは最大で 1.63 ポイントの  
差がみられるが，図表 1-22，および 1-24，1-26，1-28 で明らかなように，時系列年別の
変動状況が類似している。
これらより，「短期収益力比率」と総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益
比率との間には，さほど大きな違いはないといえる。 しかし，いわゆる本業の利益である
営業利益によって短期の収益力を把握する指標値であるという点，および，（前述の総資産
利益剰余金・その他包括利益累積額比率の場合と同様に）IFRS の導入における包括利益
概念を取り入れた指標値であるという点において，総資産利益剰余金その他包括利益累積
額・営業利益比率の意義を見出しうるのである。 (29)
4. むすびにかえて
第 1 章では，製造業のサンプルとしてクボタとパナソニック，非製造業からはホスピタ
リティ産業(30)の代表例ともいえるホテル産業のスターウッドとマリオットを例示してき
た。 そして，業種業態の違いにかかわらず，本稿において提示した会計戦略論における  
新たな指標値，すなわち，総資産利益剰余金・その他包括利益累積額，総資産利益剰余金・
その他包括利益累積額比率，算出による営業利益，総資産利益剰余金その他包括利益累積
額・営業利益比率が有用である，という点を示した。特に近い将来において，日本に IFRS
                                                  
(29) ただし，サンプルとして用いた企業が 4 社のみであり，業種業態も限定されているた
め，どちらの指標値がより有意であると結論づけるのは難しい。
(30) 「ホスピタリティ産業」については，「サービス産業の中でも特にホスピタリティとい
う補助的要素の強い産業群であり，製品の販売上において，重要な機能として直接顧
客と接することを行う産業である」（小沢, 1999, p.186）との定義がある。 また，「ホ
スピタリティ」について力石（2004, p.12）は，「思いやり，心遣い，親切心，誠実な
心，心からのおもてなし，という意味があり」，「物事を心，気持ちで受け止め，心，
気持ちから行動に移すこと」としている。 この説明に基づくならば，ホスピタリティ
産業とは，“思いやり，心遣い，親切心，誠実な心，心からのおもてなしを要する産業，
物事を心，気持ちで受け止め，心，気持ちから行動に移すことを求められる産業”と
いうことができる。
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が導入される見通しとなっているが，これら指標値は IFRS に対応するべく設計されて
いることから，今後も会計戦略論における KPI（Key Performance Indicator; 重要業績
評価指標）として活用することが可能である。
第 1 章ではまず，「会計戦略論」の先行研究をレビューし，経営戦略を駆使してある   
べき「目標短期収益力」の達成を可能とする企業体質を作り上げることが，「会計から考え
た経営戦略，すなわち会計戦略論である」ことを確認した（碓氷, 2004a, p.22）。
ついで，会計戦略論における新たな指標値として，総資産利益剰余金・その他包括利益
累積額，総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率，算出による営業利益，総資産   
利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率を提示した。 IFRS と従来の日本におけ
る会計基準との大きな相違点として包括利益があるが，この包括利益（および，その他の
包括利益，その他の包括利益累積額）を会計戦略論の指標値に取り込むことの意義を明確
にし，その視座において総資産利益剰余金・その他包括利益累積額と総資産利益剰余金・
その他包括利益累積額比率を定義した。 また，IFRS では営業利益の表示が義務づけられ
ていないことから，同項目の表示がない場合でも対応できるよう，算出による営業利益と
総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率を定義した。 さらに，この営業  
利益が当該企業にとっての本業によって生み出される利益を表すことから，この項目に
よって短期的な収益力を測るものとした。
これら新たな指標値については，従来の指標値，すなわち「長期収益力比率」，「短期  
収益力」，「短期収益力比率」との比較検討するため，4 社の数値を掲載した。 これらの  
検討により，各指標値の有用性をある程度は検証できたものと考える(31)。
日本への IFRS の導入は，金融庁（2009, p.13~16）によれば，その「任意適用の時期に
ついては，IFRS の国際的な広まりを踏まえると，企業及び市場の競争力強化の観点から，
できるだけ早期に容認することが考えられ，具体的には 2010 年 3 月期の年度の財務諸表
から IFRS の任意適用を認めることが適当」であるとされている(32)。 IFRS が日本にどの
ような形で導入されるにせよ，企業会計における基準が新たなものとなるのであるから，
                                                  
(31) 今後，さらなる検討と検証を要すると考える。
(32)「様々な考慮要素の状況次第で前後することがあり得ることに留意する必要があるが，
IFRS の強制適用の判断の時期については，とりあえず 2012 年を目途とすることが考
えられる」，「強制適用に当たっては，実務対応上必要な期間として，強制適用の判断
時期から少なくとも３年の準備期間が必要になるものと考えられる（すなわち 2012 年
に強制適用を判断する場合には，2015 年又は 2016 年に適用開始）」とされている（金
融庁, 2009, p.13~16）。
（第 1 章）
（吉岡 勉） 42
その基準に適合した会計情報の活用方法が検討されなければならない。 その点で第 1 章
は，従来研究されてきた会計戦略論を，新たな基準である IFRS に適合させたことに，  
その意義を見出しうると考える。
本章において提示した総資産利益剰余金・その他包括利益累積額，総資産利益剰余金・
その他包括利益累積額比率は，本稿全体のテーマである「ホスピタリティ戦略会計」にお
いて，財務的な視点における重要な業績指標値である。 詳細については後述するが，ホテ
ル産業において重要な役割を果たす“人”，また，“ホスピタリティ”に関する事柄に，多
大な影響を及ぼすからである。 (33)
参考資料
クボタ (2009a) 『ファクトブック 2009』.
クボタ (2009b) 『平成 21 年 3 月期 決算短信〔米国会計基準〕』.
松下電器産業 (2006) 『アニュアルレポート 2006』.
パナソニック (2009a) 『アニュアルレポート 2009』.
パナソニック (2009b) 『有価証券報告書』.
Kubota Corporation (2005~2009) FORM 20-F.
Marriott International Inc. (2004~2009) FORM 10-K.
Matsushita Electric Industrial Co., Ltd. (2005~8) FORM 20-F.
Panasonic Corporation (2009) FORM 20-F.
Starwood Hotel & Resorts Worldwide, Inc. (2004~9) FORM 10-K.
                                                  
(33) 本章における研究の今後に向けた課題としては，包括利益とキャッシュ・フローとの
関連性についての研究が必要であろう。 たとえば，その他包括利益累積額が巨額のマ
イナスで，それにより総資産がマイナスとなったとしても，キャッシュ・フロー計算
書には包括利益やその他包括利益累積額が影響を及ぼさないとすれば，事業を継続す
ることに何ら支障はないといえるかもしれない。
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章末資料：
日本のホテル企業の「長期収益力比率」と総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率
図表 1-29： カラカミ観光の「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：カラカミ観光（2007; 2008; 2009; 2010; 2011）より筆者作成
図表 1-30： 東海観光の「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：東海観光（2007; 2008; 2009; 2010; 2011）より筆者作成
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図表 1-31： ホテルニューグランドの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：ホテルニューグランド（2008; 2009; 2010; 2011; 2012）より筆者作成
図表 1-32： ロイヤルホテルの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：ロイヤルホテル（2007; 2008; 2009; 2010; 2011）より筆者作成
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図表 1-33： 京都ホテルの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：京都ホテル（2007; 2008; 2009; 2010; 2011）より筆者作成
図表 1-34： 帝国ホテルの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：帝国ホテル（2007; 2008; 2009; 2010; 2011）より筆者作成
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図表 1-35： 鴨川グランドホテルの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：鴨川グランドホテル（2007; 2008; 2009; 2010; 2011）より筆者作成
図表 1-36： 藤田観光の「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：藤田観光（2007; 2008; 2009; 2010; 2011）より筆者作成
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章末資料の参考資料
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第2章 日本のホテル産業における業績指標値の調査と含意(1)
1. はじめに・問題意識
第 2 章は，「キャパシティ制約型のサービス産業」（青木, 2006, p.148）の「典型である
（中略）ホテル産業」（青木, 2006, p.147）に焦点を当て，その業績指標値の調査より含意
を導き出すことを目的としている。
ホテル産業に特有な業績指標値の例として，ADR や RevPAR，客室稼働率がある。   
また，ホテルは客室，料飲，宴会，その他など，さまざまな部門によって構成されており，
それら部門別に収益が認識されている場合が多い。そこで，たとえば客室売上，料飲売上，
宴会売上といった売上高指標値は，ホテル産業特有の指標値といえる。
これら指標値を含め，同産業については，多くの研究者によって研究がすすめられて
いる。 また，これらの指標値は，既に理論が構築され，実務界において活用されている。
そこで本稿は，これら指標値とそれに関する理論の実証研究として，公表データに基づ
く統計的分析を試みるものである。 実際の数値に基づく実証分析により，これらの理論の
正当性の証明と，新たな知見の発見を試みるものである。
2. 先行研究
(1) レベニュー・マネジメント
前述した RevPAR，ADR，客室稼働率といった業績指標値が関連することから，レベニ
ュー・マネジメントに関する先行研究を挙げる。
a. レベニュー・マネジメントとは
レベニュー・マネジメント（イールド・マネジメント）(2)とは，「収益 (revenue or yield) 
                                                  
(1) 第 2 章は，吉岡（2011）に加筆したものである。
(2)レベニュー・マネジメントは，イールド・マネジメントとも呼ばれる。 その 2 つにつ
いて Sheryl E. Kimes 氏（米国コーネル大学教授）は，“yield management and revenue 
management are exactly the same.”（「イールド・マネジメントとレベニュー・マネジ
メントとは同じである」）としている（メールによる問い合わせへの回答にて； 2009
年 12 月 6 日）。 また，藤崎（2008, pp.318~319）はこの点で，「レベニューマネジメン
ト(RM)とイールドマネジメント(YM)は，基本的には同じものです。 RM という大きな
円の中に，ベースとして YM が存在し，考え方，サポートするシステムや各種ツール，
またリポートなどの周辺も含め，総合的な取り組みをパッケージしたものが RM と言え
るかと思います。 もしくは YM を起点としてその実行サイクルを RM とも言えます」
とし，基本的には同意の類似するものであるとの考えを示している。 本稿ではレベニ
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を最大化するために，適正な価格で，適正な収容量タイプを，顧客に割り当てるプロセス
である」(3)（Kimes, 2009, p.15）。
Huyton and Peters （1997, p.222）は，ホテル業界と航空業界に言及し，「飛行機では，
いったん離陸すると，空席分の収益は永遠に失われる。 ホテルにおける売れ残った客室も
同様である」(4)，「基本的なコンセプトは，需要が高い時期には収益を最大化するために  
ホテル客室への最も高い価格を設定し，低需要の時期には客室稼働率を高めるために客室
価格を設定すること」(5)と述べている。
さらにこの点について藤崎（2008, pp.321~322）は，
 航空業界もホテル業界も，在庫が利かないビジネスである
 航空機の座席数はあらかじめ決まっているため，需要が高まり予約が殺到するとしても
簡単に増やすことはできない
 ホテルもそれと似ており，たとえば客室が 500 室のホテルであれば，いかに多くの予約
問い合わせが入るとしても，501 室以上の予約を取ることはできない
 しかしその逆に，ある日の 1 席，1 室を売り残すとすると，その 1 席，1 室を在庫とし
て翌日以降に販売することはできない
 つまり，在庫を持ち越すことができず，その日に売り逃した 1 席，1 室を販売する機会
は二度とない
と説明している。 この説明から，限られた航空業界でもホテル産業においても，限られた
キャパシティのなかでいかに多く販売するかという視点，換言すれば，限られたキャパシ
ティがいかに多く稼働しているか，つまり稼働率という視点が必要であることがわかる。
これらの先行研究（Kimes, 2009; Huyton and Peters, 1997; 藤崎, 2008）より，レベニ
ュー・マネジメントには「（客室）価格」と「（客室）稼働率」という 2 つの要素が関係し，
収益の最大化のためにはその双方の適正さを要することがわかる。
                                                                                                                                                    
ュー・マネジメントとの用語を用いるものとする。
(3) “Yield management is the process of allocating the right type of capacity to the right 
kind of customer at the right price so as to maximize revenue or yield.” (Kimes, 2009, 
p.15)
(4) “In the case of an aircraft, once it has taken off, the revenue from unfilled seats is 
lost forever. The same is true of hotel rooms unsold on any given night.” (Huyton and 
Peters, 1997, p.222)
(5) “The basic concept is that during periods of high demand for hotel rooms the prices 
are set at the highest rate so as to maximize revenue. At times of lower demand the 
rates are set so as to encourage occupancy.” (Huyton and Peters, 1997, p.222)
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b. レベニュー・マネジメントの指標値
Orkin（1988, p.52）は，「基本的な収益の統計情報とは，企業の活動や政策を客室販売
による収益獲得に適用することの効果性を，直接的に測るものである」(6)と述べ，レベニ
ュー・マネジメントにおけるイールド（レベニュー）の公式を，
イールド Yield ＝
実現した収益 Revenue realized
潜在的な収益 Revenue potential
と示している。 この公式について Orkin（1988, p.52）は，「実現した収益：受け取った
現実の売上高」(7)，「潜在的な収益：100%の客室が定価で販売された場合の収益」(8)と   
している。
青木（2006, p.148）は，レベニュー・マネジメントについて「キャパシティ制約型の   
サービス産業(9)において広く普及している手法である」とし，Kimes（1997）に基づき  
「管理手法となるイールド（yield）とは，RevPATI（revenue per available time-based 
inventory; 利用可能時間として測定される在庫単位あたり収益）である」としている。
さらに，このイールドについては，製造業における歩留まりとは異なり，「RevPATI は  
金額で表される指標である」とし，その算式を，
RevPATI ＝
収益
＝
収益
×
利用された時間
利用可能な時間 利用された時間 利用可能な時間
としている（青木, 2006, p.148）。
この概念，つまり RevPATI は，「実務上は業界の特性にあわせて変形されている」   
（青木, 2007, p.204）。 たとえばホテル産業においては，平均販売単価 (ADR; Average 
Daily Room Rate) と稼働率 (Occupancy Ratio) （販売された客室数を利用可能な客室数
                                                  
(6) “The basic yield statistic is a straight forward measure of the effectiveness of 
practices and policies applied to generating revenue from room sales.” (Orkin, 1988, 
p.52)
(7) “realized revenue is: ‘actual sales receipts’” (Orkin, 1988, p.52)
(8) “potential revenue is: ‘income that could be secured if 100 per cent of available rooms 
are sold at full rack rate’” (Orkin, 1988, p.52)
(9) 青木（2006, p.147）はこれを「典型的には航空産業・ホテル産業などである」として
いる。
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で除したもの）との積である RevPAR (Revenue per available rooms) が用いられている。
ではなぜ，イールド（収益）を管理指標とするのであろうか。 その点で青木（2007, 
pp.204~205）が挙げた 2 つの理由のうち 1 つは，イールドの構成要素に関するものである
(10)。 すなわち，ホテルのようにキャパシティに制約がある場合，最大の販売可能数量が
キャパシティによる制約に基づいて決定される。 では，その制約下において，いかにして
収益を増大させることができるのであろうか。 収益の構成要素，すなわち
収益 ＝ 単価 × 数量
という算式の右辺を構成する 2 つの要素それぞれを増加させる，つまり，販売単価を   
高めるか，販売数量を増やすことになるのである。 ただ，この販売数量についていえば，
キャパシティすなわち最大の販売可能数量が所与であるホテル産業においては，キャパシ
ティの利用率，すなわち稼働率を高めることが，販売数量を増やすことになる（青木, 2007, 
pp.204~205）。
しかし，販売単価と販売数量は一般的に，二律背反の関係にあると考えられている。
そこで，その両方の要素，とくにホテル産業についていえば販売単価と販売数量的要素  
である稼働率という 2 つの要素によって構成されるイールドを管理指標として用いるので
ある。 こうすることで，単価と数量という 2 要素を「同時に追求することが可能になる」
としている（青木, 2007, pp.204~205）。
この RevPAR については，『宿泊産業統一会計基準 第 10 版』(11)にも，「RevPAR は，
客室稼働率と平均客室料金 [ADR] の 2 つの要因の影響を含んでいる」と説明されている
(12)。
さらに RevPAR を算出するための公式を The Hotel Association of New York City, Inc., 
(2006, p.188) は，
                                                  
(10) もう 1 つの理由は，「キャパシティ・コストの短期的な削減には限界があるから」とし
ている（青木, 2007, pp.204~205）。
(11) “Uniform System of Accounts for the Lodging Industry – 10th Revised Edition” (The 
Hotel Association of New York City, Inc., 2006)
(12) “RevPAR includes the influence of two factors – occupancy and overall average room 
rate.” (The Hotel Association of New York City, Inc., 2006, p.188)
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販売可能客室一室あたり客室売上高
RevPAR
＝
客室総売上 Total Room Revenue
販売可能客室数 Rooms Available(13)
と示している。
これらの先行研究（Orkin, 1988; 青木, 2006; 青木, 2007; Kimes, 1997; The Hotel 
Association of New York City, Inc., 2006）により，ホテル産業におけるレベニュー・マネ
ジメントでは，RevPAR という指標値が用いられることが示されている。
c. レベニュー・マネジメントの事例
阿部（2002, pp.241~254）は，あるホテルにおけるレベニュー・マネジメント・システ
ムの導入について，効果測定および評価を行っている。 図表 2-1 は，その結果（比較表）
である。
                                                  
(13) Rooms Available: “Total Room Inventory [Total number of guestrooms (keys) in a 
property whether available for sale or not.] – Total Rooms Not Available for Rent 
[Total of rooms that are ‘Seasonally Closed, Extended Closed, or used for 
Permanent House Use.’]” （販売可能客室数：客室総数［販売可能か否かを問わずホ
テルの客室〔キー〕総数］－販売不能客室総数［季節性の閉鎖客室数，長期にわたる
閉鎖客室数，長期自社利用の客室数］）(The Hotel Association of New York City, Inc., 
2006, pp.190~191)
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図表 2-1： 曜日別の客室稼働率および客室平均単価
2000 年と 2001 年の 6 月から 11 月までの 6 ヵ月における比較表
日曜 月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 平均
A 客室
稼働率
(%)
2000 85.9% 86.3% 90.4% 92.8% 88.8% 93.8% 96.1% 90.6%
2001 86.4% 82.0% 86.9% 87.6% 85.4% 90.5% 96.2% 87.9%
増減 0.5% –4.4% –3.5% –5.2% –3.4% –3.2% 0.1% –2.7%
B 客室
単価
（円）
2000 44,102 43,465 43,565 44,002 44,231 45,959 45,972 44,505
2001 46,379 45,327 45,448 45,795 46,449 48,095 49,908 46,864
増減 2,276 1,862 1,882 1,793 2,218 2,137 3,935 2,359
C 
イールド
(=A×B)
（円）
2000 37,889 37,520 39,395 40,836 39,261 43,089 44,194 40,312
2001 40,065 37,149 39,487 40,115 39,644 43,542 48,031 41,177
増減 2,176 –371 92 –721 383 453 3,837 865
平均との差 1,311 –1,236 –773 –1,586 –482 –412 2,972 0
出典：阿部（2002, p.252）
この結果について阿部（2002, p.252）は，2001 年におけるレベニュー・マネジメント・
システムの導入により，このホテルでは，
 全体的な客室稼働率は，2001 年 (87.9%) は 2000 年 (90.6%) と比較して 2.7%低下  
した
 日曜日の客室稼働率は 0.5%の上昇した
 客室単価については，土曜日は，2001 年（49,908 円）が 2000 年（45,972 円）に比べ
大幅に上昇した（プラス 3,935 円）
 結果として，土曜日（3,837 円），日曜日（2,176 円）のイールドの対前年比の増加は，
平均増加額（865 円）に比べて，それぞれ 1,311 円，2,972 円上回った
 これを単純に 1 年間に換算して計算する（一年間 52 週，客室数 178 室として計算する）
と，日曜日に 1,200 万円分，土曜日には 2,800 万円分の合計 4,000 万円の効果があった
計算になる
としている。
この事例では，レベニュー・マネジメントの有効性が明らかであるが，本稿において  
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着目すべき点は，効果測定において用いた指標値である。 図表 2-1 では「C イールド」
として示されたこの指標値は，「客室稼働率×客室単価」で算出されている（阿部, 2002, 
p.252）。
前述の RevPAR を算出する公式 (The Hotel Association of New York City, Inc., 2006, 
p.188) を「稼働客室数」という変数で分解すると，青木（2007, p.204）が示すように，
以下の数式となる。
販売可能客室 1 室あたり
客室売上高 RevPAR
＝
客室総売上 Total Room Revenue
販売可能客室数 Rooms Available(14)
＝
稼動客室数
Rooms Occupied
×
客室総売上
Total Room Revenue
販売可能客室数
Rooms Available
稼動客室数
Rooms Occupied
＝
客室稼働率
Occupancy %
×
販売した客室 1 室あたり
客室売上高 ADR
よって，図表 2-1 において阿部（2002, p.252）が「C イールド」として示した効果測定
のための指標値は，RevPAR であるといえる。
このように，レベニュー・マネジメントの成果は，RevPAR によって測定されるので  
ある。 これを換言すれば，レベニュー・マネジメントは，RevPAR を高めるための手法
ということができる。
この点に関連し，田代（2004, p.16）は，ホスピタリティ産業における価格設定の問題
について，レベニュー・マネジメントにより「同じプロダクトを価格を変えて販売する  
ことが可能であるため，複数の販売チャネルが同時に存在し，それらをコントロールする
ことが可能であると言われている」と論じている(15)。 図表 2-1 の「B 客室単価」を曜日
別に見ると，休前日（金曜日と土曜日）には他の曜日より高い客室単価となっている。   
このように客室単価を調整しつつ，客室稼働率を高い値で維持することが，レベニュー・
                                                  
(14) “Total room Inventory less Total Rooms Not Available for Rent.” （総客室数から総販
売不能客室を引いた客室の数）（The Hotel Association of New York City, Inc., 2006, 
p.191）。
(15) 「価格は」レベニュー・マネジメント「だけで設定されるのではない」とも記してい
る（田代, 2004, p.16）。
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マネジメントの役割である。 (16)
d. レベニュー・マネジメントの先行研究による問題意識
これらの先行研究から，レベニュー・マネジメントの理論的背景を知ることができる。
建物や客室というキャパシティに一定の限界があるホテル産業において，いかに収益を
増加させるかについて，2 つの視点（ADR，客室利用率）に着目すべきであり，これら 2
つから導き出される RevPAR という指標値の増大を目的とするものということである。
極端な例ではあるが，仮に ADR を高めることにのみ着目し，ADR を 2 倍（の価格）に   
設定するとしても，その結果として客室稼働率が 2 分の 1 未満になってしまうとすれば，
RevPAR は減少してしまうのである。 また，客室稼働率のみに着目し，客室稼働率を 2
倍に高めるための方法として ADR を 2 分の 1 未満（の価格）にしてしまうのであれば，
やはり RevPAR は減少するのである。
では，レベニュー・マネジメントにおいて重視される RevPAR は，本当に収益の大きさ
を表す指標値といえるのだろうか。 理論的スキームが確立された分野であるが，その実証
を試みることが，本稿の目指すところである。 実際に営業しているホテルの売上高（全体
的，および部門別）や ADR，RevPAR，客室稼働率といった計数の分析が，この点で有意
義であると考えるのである。
(2) 業界動向・業績・営業収入構成
a. 世界的な業界動向
ホテル産業の業績動向に関する世界的な調査結果（Kimes, 2010, p.8）は，世界中に  
おけるホテル産業の業績悪化（前年比）を示している（図表 2-2）。
                                                  
(16) 一方で Kimes（1997, p.10）は，「未解決の問題点」(Unresolved Issues)として，「イ
ールド・マネジメントの効果の測定は，さらなる研究を要する」(Measurement of yield 
management performance still needs additional research.)と述べ，「いくつかの実験
が行われるとしても，マネージャーは，収益の増加がイールド・マネジメントによっ
てもたらされたのか，他の要因によるものなのかが分からない」(Few controlled 
experiments have been performed, so managers do not know if revenue 
improvement occurred because of yield management or because of other factors.)と
している。 ホテル業に限らずどの業界・業種，また企業においても，実行する戦術や
具体的アクションプランが 1 つだけということはなく，複数の事柄を同時に進めるの
が通常である。 つまり，あるホテルが緻密なレベニュー・マネジメントを実施すると
しても，それが主な要因となって収益が増加したのか，同じ時期に行われた他のアク
ションなどの要因によってもたらされたものなのかは，厳密に測定する方法がないと
いえるだろう。
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図表 2-2： 世界地域別ホテル業績
出典：Kimes（2010, p.8）より作成
このグラフ（図表 2-2）より，世界的にホテル産業における業績が悪化の傾向にある  
ことがわかる。
b. 国内の業界動向
日本の宿泊産業について帝国データバンク（2010, p.2）は，2008 年の市場規模に   
ついて，
 ホテルが前年比 5.0%減の 1 兆 380 億円
 旅館が前年比 6.0%減の 1 兆 7,610 億円
 旅館の市場規模はピークの 1991 年からほぼ半減（ホテルへの業態転換と中小旅館の  
廃業・倒産などの理由により）
 ホテルの市場規模は，2008 年は 5 年ぶりに減少
としている。
また，2010 年の展望について帝国データバンク（2010, p.3）は，「全体的な値崩れと  
付加サービス合戦で消耗戦へ」とのタイトルのもと，
 景気回復が進まず，2010 年も業界の見通しは明るくない
 2007 年をピークとした外資系ホテルのオープンラッシュが過ぎ，不況のなかで設備投資
の源となるファンドからの資金流入や，M&A 物件が減少している
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 建設計画自体の中止発表も相次ぐ
 ホテルは継続的なリノベーションが必要な業態だが，しばらくこの状態は続くもよう
 利用客が料金にシビアになり，ホテル・旅館の宿泊料金の大幅な値崩れと付加サービス
合戦が進んでいる
 これらの状況により，これからも消耗戦のなかで難しい舵取りを強いられることになり
そう
といった予測を立てている。
c. 営業収入構成
The Hotel Association of New York City, Inc. (2006, pp.35~36) における部門別の損益
計算集計方法は，“Summary Operating Statement”（要約営業報告書）では，“Revenue”
（売上）の構成要素を，
 “Rooms”（客室）
 “Food and Beverage”（料理及び飲料）
 “Other Operated Departments”（その他の営業部門）(17)
 “Rentals and Other Income”（賃貸料及びその他の収益）
としている。
鈴木・大庭（2008, p.155）は，「ホテル経営の収入構成」について，「宿泊部門，料飲    
部門，その他・付帯部門に大別される。 料飲部門収入は，宴会，食堂，バー，ラウンジか
ら構成される」と説明し，さらに「ホーワス・インターナショナルの 2002 年度版の調査
資料」に言及し，収入構成における日米の比較を行い，「わが国のホテル経営は，いかに  
料飲収入に依存しているか，料飲が重要な部門であることが理解できる」と日本のホテル
産業の特徴を示している（図表 2-3）。
                                                  
(17) “Other Operated Departments” については， “Revenue from any other department 
included in property operations – for example, telecommunications, a golf course, 
spa, or parking garage – is included”（通信，ゴルフコース，スパ，駐車場など，これ
ら［客室，料理及び飲料; 筆者付記］以外からの収益が含まれる）と説明している (The 
Hotel Association of New York City, Inc., 2006, p.36)。
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図表 2-3： 日米の収入構成比較
日本 米国 欧州
客室収入 約 29% 約 64% －
料飲収入 約 60% － 約 37%
出典： 鈴木・大庭（2008, p.155）より筆者作成
これらの先行研究（The Hotel Association of New York City, Inc., 2006; 鈴木・大庭, 
2008）より，ホテル産業における部門別損益計算集計では，宴会部門からの収益は料飲部
門に含めていることと，その料飲部門の収益が日本のホテル産業にとって大きな位置を
占めていることがわかる。
d. 業界動向・業績・営業収入構成の先行研究による問題意識
これらの先行研究から，および，本稿の「はじめに」に言及した「ホテルの売上高は 9.5%
減。 マイナス幅は前回調査より 6.2 ポイント拡大」との新聞記事（日経ＭＪ；日経流通  
新聞, 2010 年 11 月 17 日）より，ホテル産業の業績悪化が明白である。
ホテル産業の戦略会計を研究する筆者は，この分野の研究により，ホテル産業への貢献
が可能なのではないかと考える。 特に鈴木・大庭（2008）の営業収入構成についての   
先行研究は，本研究への示唆を与えるものではないかと考えるのである。
3. 調査方法
(1) 用語定義
本稿における用語を，次のように定義する。
・ 総売上 ................. 年間総売上高
・ 客室売上 ............. 客室部門による売上高
・ FB+BQ 売上 ....... 料飲部門および宴会部門による売上高
・ その他売上 .......... 客室部門，料飲部門，宴会部門以外による売上高
・ RevPAR .............. 販売可能客室 1 室あたり客室売上高
・ ADR .................... 販売した客室 1 室あたり客室売上高
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(2) 使用データ
『週刊ホテルレストラン』の「総売上高から見た日本のベスト 300 ホテル」（石渡, 2005a; 
2006a; 2007a; 2008a; 2009a），ならびに，「客室売上効率から見た日本のベスト 300 ホテ
ル」（石渡, 2005b; 2006b; 2007b; 2008b; 2009b）に掲載されたデータを使用した（図表 2-4）。
図表 2-4： 使用データの説明 〔2008 年度分の例〕
① 調査方法 オータパブリケイションズ社発行『日本ホテル年鑑 2009 年版』に掲載さ
れたホテル約 2000 軒にアンケート用紙を郵送。 回収したアンケート結
果を基本とし，随時電話サーベイを実施。
② 調査実施時期 9 月中旬 ～ 10 月中旬
③ 回答数 577 ホテル （有効回答 441，数字非公開・その他 136）
④ 調査対象 企業単位ではなく，事業所（ホテル）単位。
出典：石渡（2009a, p.37）より作成
このうち，各年度において「総売上高ベスト 300 ホテル」，「1 日当たりの実質客室単価
[ADR] ベスト 300 ホテル」，「1 日当たりの客室売上高 [RevPAR] ベスト 300 ホテル」の
すべてに掲載され，かつ，総売上，客室売上，料飲売上，宴会売上，その他売上，ADR，
RevPAR，客室数，客室稼働率のすべてが掲載されているホテルのデータに限定した  
（全項目の相関関係を分析対象とするため）。 なお，料飲売上と宴会売上が合計値として
掲載されているケースが多いため，また，先行研究（The Hotel Association of New York 
City, Inc., 2006; 鈴木・大庭, 2008）に整合させるため，本稿では FB+BQ 売上（料飲宴会
売上）として双方（料飲売上と宴会売上）を加算したデータを分析に用いた。
4. 調査結果
(1) 業績指標値間の相関係数
図表 2-5 は，前述の使用データを用いた分析による各計数（項目）間の相関係数である
(18)。
                                                  
(18) 使用した software: PASW Statistics 18.
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図表 2-5： 日本のベスト 300 ホテルにおける業績指標値間の相関係数（2004~2008 年度）
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
①総売上 1
②
客室売上
2008 年度
2007
2006
2005
2004
.846**
.878**
.878**
.882**
.889**
1
③
FB+BQ
売上
2008 年度
2007
2006
2005
2004
.942**
.958**
.959**
.953**
.941**
.697**
.763**
.766**
.773**
.773**
1
④
その他
売上
2008 年度
2007
2006
2005
2004
.936**
.950**
.950**
.922**
.888**
.709**
.772**
.769**
.740**
.719**
.824**
.863**
.867**
.808**
.724**
1
⑤
RevPAR
2008 年度
2007
2006
2005
2004
.450**
.467**
.491**
.513**
.501**
.649**
.649**
.661**
.674**
.660**
.343**
.378**
.410**
.428**
.419**
.326**
.364**
.385**
.389**
.355**
1
⑥
ADR
2008 年度
2007
2006
2005
2004
.407**
.465**
.481**
.483**
.476**
.516**
.591**
.602**
.598**
.604**
.320**
.386**
.408**
.412**
.406**
.334**
.386**
.399**
.383**
.345**
.861**
.932**
.934**
.909**
.913**
1
⑦
客室数
2008 年度
2007
2006
2005
2004
.841**
.815**
.816**
.828**
.836**
.890**
.892**
.889**
.888**
.898**
.723**
.714**
.715**
.729**
.743**
.741**
.733**
.740**
.726**
.685**
.301**
.316**
.330**
.355**
.348**
.220**
.277**
.294**
.300**
.307**
1
⑧
客室
稼働率
2008 年度
2007
2006
2005
2004
.100
.024
.042
.075
.094
.268**
.170*
.174**
.188**
.182**
.056
-.016
.010
.035
.057
.008 
-.032 
-.019 
.026 
.051 
.293**
.216**
.231**
.258**
.270**
-.184**
-.122
-.102
-.137*
-.129*
.192**
.128
.114
.131*
.134*
1
** 1%水準で有意    * 5%水準で有意
出典：石渡（2009a; 2009b; 2008a; 2008b; 2007a; 2007b; 2006a; 2006b; 2005a; 2005b）より作成
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(2) ADR と客室稼働率によるクラスタ分析
図表 2-6 は，前述の使用データのうち，2008 年度分を用いた分析による，ADR と客室
稼働率の散布図，およびクラスタ分析（最遠隣法）によるグルーピングの結果である(19)。
図表 2-6： 散布図（ADR×客室稼働率）（2008 年度）
出典：石渡（2009a; 2009b）より作成
図表 2-7 は，図表 2-6 に示した 4 つのグループ（Group#1 ~ Group#4）について，それ
ぞれの特徴（ADR の高低，客室稼働率の高低）と，ADR，客室稼働率，RevPAR の平均
値と中央値を示したものである。
                                                  
(19) 使用した software: PASW Statistics 18.
Group#1
Group#3
Group#4
Group#2
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図表 2-7： ADR と客室稼働率による分類
ADR
低い 高い
客室
稼働率
高い
Group#2 (n=161)
平均値 中央値
ADR 11,283 10,627
客室稼働率 75.3% 75.0%
RevPAR 8,491 8,134
Group#1 (n=28)
平均値 中央値
ADR 22,958 21,954
客室稼働率 75.4% 76.4%
RevPAR 17,345 16,885
低い
Group#3 (n=20)
平均値 中央値
ADR 14,762 13,648
客室稼働率 49.2% 51.2%
RevPAR 7,224 6,753
Group#4 (n=3)
平均値 中央値
ADR 32,655 32,817
客室稼働率 40.8% 43.2%
RevPAR 13,276 14,346
出典：石渡（2009a; 2009b）より作成
(3) 客室売上と料飲・宴会売上
図表 2-8 は，前述の使用データを用いた分析による，各年における「総売上に占める客
室売上」，「総売上に占める FB+BQ 売上」，「総売上に占めるその他売上」の各割合である。
図表 2-8： 日本のベスト 300 ホテルにおける総売上の構成比（2004~2008 年度）
各ホテルの構成比の平均(20)
客室売上率 FB+BQ 売上率 その他売上率
客室売上
÷総売上
（FB+BQ 売上）
÷総売上
その他売上
÷総売上
2008 年度 31.91 % 44.49 % 23.25 %
2007 年度 32.32 % 42.93 % 24.71 %
2006 年度 32.33 % 44.00 % 23.45 %
2005 年度 32.55 % 45.11 % 22.38 %
2004 年度 29.77 % 49.77 % 20.47 %
出典：石渡（2009a; 2008a; 2007a; 2006a; 2005a）より作成
                                                  
(20) この図表の作成に際しては，まず各ホテルの客室売上率，FB+BQ 売上率，その他売上
率を算出し，そのうえでその算出値の平均値を示した。 よって，各年度における客室
売上率，FB+BQ 売上率，その他売上率の合計は 100%にならない。
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5. 調査結果による含意
(1) レベニュー・マネジメントにおける RevPAR の有用性
図表 2-5 によれば，RevPAR（⑤）と ADR（⑥）の，客室売上（②）との相関係数に着
目すると，この 5 年間のデータいずれにおいても，RevPAR のほうが，相関係数が（若干
ではあるが）高いことがわかる(21)。 さらに，客室稼働率（⑧）と客室売上（②）との    
間の相関係数に着目すると，それら 2 つの間の相関関係が低いことが分かる。
最近の調査（清水・庵谷, 2010, p.14）によれば，日本のホテルのうち 98.6%が，客室   
稼働率を最重要指標値としている。 しかし，客室稼働率（⑧）と客室売上（②）との間の
相関関係によれば，そのこと（客室稼働率を最重要指標値とすること）が最良の方法なの
かどうかについて，疑問を抱かざるを得ない。
図表 2-6 および 2-7 における Group#2 と Group#1 の比較が，この点を示す好例といえ
よう。 すなわち，客室稼働率の平均値ならびに中央値には両グループ間に大きな差はない
が，ADR の違いによって，Group#1 の RevPAR が，Group#2 のそれより高くなっている。
すなわち，Group#2 に属するホテルでは，ADR を高めるための施策により，RevPAR を
高めることができるといえるだろう(22)。
                                                  
(21) ホテルのタイプ（ハイクラス，ビジネスなど）によるこの傾向の違いを分析するための
情報が，使用データには含まれていない。 参考として，各年度における ADR の中央
値を基準とし，「ADR が中央値より大きい」，「ADR が中央値以下」とのグルーピング
による，RevPAR（⑤）と ADR（⑥）の，客室売上（②）との相関係数は，次のとお
りであり，図表 2-5 と同様にこの 5 年間のデータいずれにおいても，RevPAR のほう
が，相関係数が（若干ではあるが）高いことがわかる
② ⑤ ⑥
②客室売上 1
⑤RevPAR
2008 年度
2007
2006
2005
2004
ADR が中央値
より大きい 以下
.548**
.537**
.549**
.582**
.580**
.575**
.517**
.580**
.433**
.315**
1
⑥ADR
2008 年度
2007
2006
2005
2004
ADR が中央値
より大きい 以下
.343**
.452**
.463**
.466**
.499**
.415**
.362**
.420**
.329**
.236*
ADR が中央値
より大きい 以下
.761**
.887**
.896**
.848**
.874**
.663**
.708**
.587**
.630**
.722**
1
** 1%水準で有意    * 5%水準で有意
出典：石渡（2009a; 2009b; 2008a; 2008b; 2007a; 2007b; 2006a; 2006b; 2005a; 2005b）より作成
(22) 各ホテルがどのような施策を採るかは，そのホテルの経営理念や経営戦略に基づく意思
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図表 2-6 および 2-7 における Group#4 は，特異な要素を含んでいるといえる。 という
のも，Group#4 に含まれるあるホテルでは，ADR は高いながらも極端に客室稼働率が  
低いため，RevPAR もさほど高いわけではない。 しかしこのホテルは，いわゆる“会員
制ホテル”であり，宿泊時に発生する客室売上の他に，会費収入や管理費収入がある。   
よって，客室稼働率や ADR，RevPAR といった業績指標値では測定できない形により収益
を獲得しているのである(23)。
図表 2-6 および 2-7 における Group#3 は，Group#1 と比較すれば，ADR と客室稼働率
が共に低く，そのため RevPAR も低いというグループである。 このグループでは当然の
ことながら，客室売上の増加のためには，ADR と客室稼働率の双方を高める必要があると
いえる。
ADR と客室稼働率とは，いわゆる二律背反の関係にあるといえる（青木 , 2007, 
pp.204~205）。 すなわち，ADR を高めようとして客室の宿泊料金を高く設定すれば客室
稼働率は低下しやすくなり，客室稼働率を高めるためには客室の宿泊料金を下げる必要が
あることから ADR が低下する。 この典型的な例はホテルにおける企業等との法人契約で
あり，個人客に提示している客室料金と比べて大幅なディスカウントを行っているので
ある。 もしこの状況で客室稼働率を最重要指標値としてそれのみに着目するのであれば，
RevPAR の向上は見込めないということになろう。 客室稼働率の向上は，いわば“通過
的な”，すなわち RevPAR 向上に向けた施策の初期段階のものということができるのでは
ないだろうか。
このように，レベニュー・マネジメントにおける代表的指標値とされてきた RevPAR の
有用性の高さは，ADR と客室稼働率という 2 つの，ホテル産業にとって重要な指標値の
両側面を包含する指標値であり，その双方をマネジメントすることにより高めることが
可能な指標値であるという点から，見てとることができる。
ADR は，販売“した”客室の平均単価を把握するための指標値である。 よって，販売
                                                                                                                                                    
決定を要する事項である。 よって，他の箇所を含め，本稿に論述する事柄は，すべて
のホテルに一様にあてはまるもではない。 例としてあるホテルでは，客室料金の大幅
な値下げによらずして，客室稼働率が常に 100%に近い状態である。 このホテルでは
徹底的な経営合理化とコストダウンにより安価での販売を方針としているため，前述
の「ADR を高めるための施策により，RevPAR を高めることができる」との指摘があ
てはまらないかもしれない。
(23) このホテルの場合であっても，高い ADR のままで客室稼働率をさらに高めることがで
るとすれば，RevPAR の向上および客室売上の増加を見込めることは，いうまでもな
い。
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価格に関わる戦略の立案と実行や，販売価格の全体的な把握には有意義といえるだろう。
しかし，ホテルにおける客室売上をホテル全体として把握し，収益拡大に向けた戦略の  
立案や実行に活かすためには，販売可能客室総数を元とする RevPAR のほうが，有意と
いえるのであろう。 この点で石渡（2007b, p.37）は，「これまでどちらかと言えば，ADR
の方が RevPAR よりも注目されてきた感があるが，ADR と客室稼働率の両方の性格を  
併せ持った，つまり双方をバランスよく上げなければ高めることができない RevPAR にも，
今後はより注目していきたい」としている。
ホテルは建物および客室という固定資産をベースとしたビジネススタイルである以上，
それら固定資産の稼働率（≒客室稼働率）に着目するのは有意義であるといえるだろう。
ホテル産業は「在庫を保有できないビジネス」といわれている（Huyton and Peters, 1997, 
p.222）。 つまり，売り逃した客室は，その日の売上を確保できないだけではなく，翌日
にその分を繰り越す（翌日まで在庫する）ことができないのである。 また，客室稼働率は
ホテルに勤務する人だけではなく，ステークホルダーにとっても理解しやすい指標値で
ある(24)。
では，客室稼働率を最重要視すべき指標値とすることが，はたしてホテルの業績にとっ
て本当に有意義であるといえるのだろうか。 少なくとも客室売上やレベニュー・マネジメ
ントの観点からすれば，そうとはいえないことをデータが物語っているといえるだろう。
前述のとおり多くの研究者が，RevPAR の有意性について研究してきた。 本稿はそれ
を実際のデータに基づき証明したことに，その意義を見出しうるであろう。 RevPAR は，
優れた指標値となりうる。 客室一室あたりの平均販売価格（つまり ADR）に客室稼働率
を乗じた値である RevPAR は，そのホテルのビジネス実態を有意に表すものとなりうる
からである(25)。
(2) 総売上と料飲・宴会売上，総売上とその他売上げとの有意相関
本稿において分析の対象とした「日本のベスト 300 ホテル」（石渡, 2005a; 2005b; 2006a; 
                                                  
(24) 実際のところ，夕刻や夜にホテルを（外から）見れば，客室の照明の具合によって，お
おまかにではあるがそのホテルの客室稼働率を把握できる。 この点は投資家にとって
も同様であり，客室稼働率の低いホテルであれば，いくら他の分野で多くの収益を確
保しているとしても，投資対象としては疑問を抱かざるを得ないとのことである（ホ
テルへの投資をビジネスとしている金融機関担当者からのヒアリングにより）。
(25) ただし，前述の金融機関担当者は，客室稼働率が高いという要素だけで投資先として適
切と判断するわけではなく，だからといって RevPAR のみにより判断するわけではな
いと述べていたことを付記する。
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2006b; 2007a; 2007b; 2008a; 2008b; 2009a; 2009b）(26)では，総売上に占める料飲・宴会
部門の売上（FB+BQ 売上率）が他の 2 つの売上率（客室売上率，その他売上率）より    
高く，40%~50%である（図表 2-8）(27)。 さらに，料飲・宴会部門の売上（FB+BQ 売上
［③］）と総売上（①）との相関係数は，他の 2 つの売上（客室売上［②］，その他売上［④］）
と総売上との間の相関係数より高い（図表 2-5）。 このことから，総売上と料飲・宴会   
部門の売上との間には，密接な関係があると考えられる。
この点で，特に地方都市におけるホテル活用の実態について，「第 14 回 ホスピタリテ
ィ教育シンポジウム」（2010 年 8 月 25 日，財団法人日本ホテル教育センター主催）で   
語られたことは興味深く，また関連する事柄だと考えられる。
というのも，地方都市におけるホテルとは，地域のランドマークであり，（敢えて誤解
を恐れずに言葉を用いるとすれば）寄り合いの場ともなっているのである。 つまり，何ら
かのイベントにおいて会食の機会を設けるとすれば，その地域のホテルを利用するという
のが一般的であるというのである。 このことから，日本のホテルにおける FB+BQ 売上の
高さの一因を垣間見ることができるだろう。 日本においてホテルは，FB+BQ 売上を主要
な収入源としているのであり，それは地域社会住民のライフスタイルに組み込まれたもの
とも言い得るのである。
また，企業が何らかのイベントやパーティーにおいてホテルを利用するというケースが
多いのは，よく知られているところである。 前述の「第 14 回 ホスピタリティ教育シン
ポジウム」においてある企業（ホテル利用者側）の MICE 担当者は次のように語っていた。
「当社では毎年，報奨の目的で同社の営業担当者を集めたパーティーをホテルで
開催している。 しかし，その内容について，さらなる要望をホテルに提言したい。
というのも，画一的な内容（ビュッフェ・スタイル，お決まりの［代わり映えの   
しない］メニュー）では参加者の印象に残らず，何のインパクトもない。 よって
報奨という目的が達成されない。 ちょっとした工夫で参加者にメモライズされ，
そのことがきっかけとなり，ホテルは企業あるいは参加者をリピート顧客として
獲得することにつながるはずである」。
                                                  
(26) 「日本のベスト 300 ホテル」との記事名ではあるが，文字通り“日本のベスト 300 ホ
テル”ではない（これらの記事には回答のあったホテルのデータのみが掲載されてい
る）。 一例として，2008 年度分のデータとして用いたホテル名を，文末に列記する。
(27) 本稿における使用データのなかには，FB+BQ 売上率が 80.68%というホテルすら存在
する。
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こういった FB+BQ 売上の増加に向けた各ホテルのアクションが，さらなるホテル産業
の発展をもたらすのではないかと（期待を込めて）考えるのである。
6. むすびにかえて
(1) RevPAR の有用性について
前述のとおり，ホテル産業においては，「ADR の方が RevPAR よりも注目されてきた  
感が」あり（石渡, 2007b, p.37），日本のホテルのうち 98.6%が，客室稼働率を最重要指標
値としている（清水・庵谷, 2010, p.14）。 しかし，本稿における実証研究の結果，特に   
客室稼働率については最重要指標値とする理由は見当たらず，むしろこれまで重視されて
きた「ADR と客室稼働率の両方の性格を併せ持った，つまり双方をバランスよく上げなけ
れば高めることができない RevPAR」（石渡, 2007b, p.37）が，これにとって代わるべきで
あると考える(28)。
ADR と客室稼働率の両方を勘案する，すなわち RevPAR に着目することが重要である
とのインプリケーションは，本稿全体のテーマである「ホスピタリティ戦略会計」におい
て，財務的な視点，また，顧客の視点に関係する重要な業績指標値となり得る。 詳細につ
いては後述するが，ホテルビジネスにおいてとうぜん不可欠といえる客室部門の収益に関
するものだからであり，それらが顧客の視点に影響を受けるものだからである。
(2) FB+BQ 売上高の増加について
前述のとおり，FB+BQ 売上と総売上との相関関係が高く，総売上に占める FB+BQ  
売上の割合（FB+BQ 売上率）も高いということから，総売上と料飲・宴会部門の売上と
の間には，密接な関係があると考えられる。 このことは，FB+BQ 売上を増加させること
こそ，これからのホテル産業にとって，生き残りに向けた KFS (Key Factor for Success) 
となり得る。
この点で「MICE」（国土交通省観光庁, 2010, p.90; 吉岡, 2010, p.17）は，ホテル産業
が着目する分野である。 ホテルにおいて開催する MICE の誘致・開催により，客室売上
はもちろんのこと，MICE 関係者（主催者および参加者）によるホテル内レストランの  
                                                  
(28) 「バランスよく」という点については，筆者によるホテル実務家へのインタビューに
おいても同様の回答が得られた。 詳しくは，第 5 章に論述する。
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利用やパーティー開催といった，FB+BQ 売上の獲得を見込めるからである(29)。 (30)
                                                  
(29) MICE については，第 3 章に詳述する。
(30) 本章における研究の今後に向けた課題としては，例えば，RevPAR と客室売上，ADR
と客室売上の間の相関関係の特徴についての分析が挙げられる。 また，ホテル産業の
セグメンテーション分析（ランク別，用途別，立地条件，ターゲット顧客層など）も
挙げられる。日本におけるホテル産業と他の国や地域における同産業との比較分析も
有意義であると考える。 例えば，日本において FB+BQ 売上率は，3 つの売上率（客
室売上率，FB+BQ 売上率，その他売上率; 図表 2-8 参照）のなかで最も高い。 しか
し，他の国や地域では異なる特徴があると考えられる（図表 2-3 参照）。
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分析対象としたホテル（2008 年度分の例）（順不同）
ＪＡＬリゾートシーホークホテル福岡，ＪＲタワーホテル日航札幌，アグネスホテルアンドア
パートメンツ東京，アルカディア市ヶ谷（私学会館），ウェスティンナゴヤキャッスル，ウェ
スティンホテル淡路，エクシブ伊豆，エクシブ京都八瀬離宮，エクシブ軽井沢，エクシブ山中
湖，エクシブ初島クラブ，エクシブ淡路島，エクシブ鳥羽アネックス，エクシブ那須白河，エ
クシブ白浜アネックス，エクシブ琵琶湖，エクシブ浜名湖，エクシブ鳴門，エクシブ蓼科，オ
ークラアカデミアパークホテル，オークラアクトシティホテル浜松，オークラ千葉ホテル，キ
ャッスルプラザ，グランド・ハイアット・福岡，ザ・クレストホテル柏，ザ・ナハテラス，ザ・
ビーチタワー沖縄，ザ・ブセナテラス，サンルートプラザ東京，シーサイドホテル芝弥生，シ
ーサイドホテル舞子ビラ神戸，ステーションホテル小倉，セラヴィリゾート泉郷アルティア鳥
羽，セラヴィリゾート泉郷ネオオリエンタルリゾート小豆島，セラヴィリゾート泉郷清里高原
ホテル，セルリアンタワー東急ホテル，ソラリア西鉄ホテル，タラサ志摩ホテル＆リゾート，
チサンホテル浜松町，ニューオータニイン東京，ノボテル甲子園，ノボテル札幌，ハートンホ
テル心斎橋，ハートンホテル東品川，はいむるぶし，ハイランドリゾートホテル＆スパ，パレ
スホテル，パレスホテル大宮，パレスホテル箱根，パレスホテル立川，パンパシフィック横浜
ベイホテル東急，ひだホテルプラザ，フォーシーズンズホテル椿山荘東京，ホテル「ホップイ
ン」アミング，ホテルＪＡＬシティ宮崎，ホテルＪＡＬシティ四谷東京，ホテルＪＡＬシティ
松山，ホテルアソシア高山リゾート，ホテルアソシア静岡，ホテルアソシア豊橋，ホテルアソ
シア名古屋ターミナル，ホテルイースト２１東京，ホテルオークラ札幌，ホテルオークラ新潟，
ホテルオークラ神戸，ホテルオークラ東京，ホテルオークラ東京ベイ，ホテルオークラ福岡，
ホテルグランヴィア岡山，ホテルグランヴィア京都，ホテルグランヴィア広島，ホテルグラン
ヴィア大阪，ホテルグランヴィア和歌山，ホテルグランドパレス，ホテルグランパシフィック
ＬｅＤＡＩＢＡ，ホテルサンルートニュー札幌，ホテルサンルートプラザ新宿，ホテルサンル
ート広島，ホテルサンルート高田馬場，ホテルサンルート上田，ホテルサンルート長野，ホテ
ルサンルート東新宿，ホテルサンルート品川シーサイド，ホテルシティコート，ホテルニュー
オウミ，ホテルニューオータニ，ホテルニューオータニ熊本，ホテルニューオータニ大阪，ホ
テルニューオータニ博多，ホテルニューオータニ幕張，ホテルニューグランド，ホテルブエナ
ビスタ，ホテルブライトンシティ京都山科，ホテルプラザ神戸，ホテルフランクス，ホテルブ
リーズベイマリーナ，ホテルプリヴェ静岡ステーション，ホテルメッツ武蔵境，ホテルメトロ
ポリタン，ホテルメトロポリタンエドモント，ホテルメトロポリタン山形，ホテルメトロポリ
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タン盛岡，ホテルメトロポリタン盛岡ＮＥＷＷＩＮＧ，ホテルメトロポリタン仙台，ホテルゆ
がふいんおきなわ，ホテルラフォーレ修善寺，ホテルラフォーレ新大阪，ホテルラフォーレ東
京，ホテルリステル新宿，ホテルリステル猪苗代ウイングタワー，ホテルロイヤルオリオン，
ホテルロイヤルヒル福知山，ホテルローズガーデン新宿，ホテル機山館，ホテル京阪京都，ホ
テル阪急インターナショナル，ホテル森の風鶯宿，ホテル青森，ホテル竹園芦屋，ホテル東日
本宇都宮，ホテル日航金沢，ホテル日航熊本，ホテル日航新潟，ホテル日航倉敷，ホテル日航
大阪，ホテル日航東京，ホテル日航姫路，ホテル日航福岡，ホテル日航豊橋，ホリデイ・イン
京都，メルキュールホテル成田，ヤマハリゾートつま恋，リーガロイヤルホテル，リーガロイ
ヤルホテル京都，リーガロイヤルホテル広島，リーガロイヤルホテル小倉，リーガロイヤルホ
テル新居浜，リーガロイヤルホテル東京，ルネッサンスリゾートオキナワ，ルネッサンスリゾ
ートナルト，ロイヤルパークイン名古屋，ロイヤルパークホテル，ロイヤルパーク汐留タワー，
ローズホテル横浜，ロワジールホテル旭川，ロワジールホテル厚木，ロワジールホテル長崎，
伊丹シティホテル，伊豆今井浜東急リゾート，伊良湖ガーデンホテル，伊良湖ビューホテル，
浦安ブライトンホテル，浦和ロイヤルパインズホテル，横浜ベイシェラトンホテル＆タワーズ，
横浜ロイヤルパークホテル，沖縄かりゆしビーチリゾートオーシャンスパ，観音崎京急ホテル，
岐阜グランドホテル，吉祥寺第一ホテル，宮古島東急リゾート，宮崎観光ホテル，京王プラザ
ホテル，京王プラザホテル札幌，京王プラザホテル多摩，京王プラザホテル八王子，京都セン
チュリーホテル，京都タワーホテル，京都タワーホテルアネックス，京都ブライトンホテル，
京都ホテルオークラ，京都第２タワーホテル，京都東急ホテル，金沢エクセルホテル東急，熊
本ホテルキャッスル，広島サンプラザ，甲府富士屋ホテル，高山グリーンホテル，山の上ホテ
ル，秋田キャッスルホテル，渋谷エクセルホテル東急，小田急箱根ハイランドホテル，城山観
光ホテル，神戸ベイシェラトンホテル＆タワーズ，神戸ポートピアホテル，晴海グランドホテ
ル，西鉄グランドホテル，千里阪急ホテル，浅草ビューホテル，大阪新阪急ホテル，大阪第一
ホテル，第一ホテル東京，中野サンプラザ，帝国ホテル大阪，東京グランドホテル，東京ドー
ムホテル，東京ベイコート倶楽部ホテル＆スパリゾート，東京ベイホテル東急，東京ベイ舞浜
ホテル，湯本富士屋ホテル，南の美ら花ホテルミヤヒラ，日光金谷ホテル，八甲田ホテル，八
重洲富士屋ホテル，琵琶湖ホテル，富士ビューホテル，富士屋ホテル，宝塚ホテル，北ビワコ
ホテル・グラツィエ，名古屋マリオットアソシアホテル，名古屋東急ホテル，名鉄グランドホ
テル，名鉄犬山ホテル
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第3章 MICE ビジネスにおける会計に関する考察
～「コラボレーション型パターンにおける管理会計」を基軸として～(1)
1. はじめに
(1) MICE とは
MICE とは，「企業等の会議 (Meeting)，企業等の行う報奨・研修旅行（インセンティブ
旅行） (Incentive Travel)，国際機関・団体，学会等が行う国際会議 (Convention)，イベ
ント，展示会・見本市 (Event/Exhibition)」のことであり，「多くの集客交流が見込まれ
るビジネスイベントなどの総称」である（観光庁 website）(2)。 （図表 3-1）
図表 3-1： MICE とは
Meeting 主にグローバル展開している企業等の会議，社員の研修等
<例> 海外投資家向け金融セミナ
ー，グループ企業の役員会議 等
Incentive
(Travel)
企業が従業員の表彰や研修などの
目的で実施する旅行，優良顧客を対
象とする旅行など。 企業報奨・研
修旅行とも呼ばれる。
<例> 営業成績の優秀者に対し，
本社役員によるレセプション，
表彰式等を行う。
Convention 国際団体，学会，協会が主催する国際会議，総会，学術会議 等
<例> 九州・沖縄サミット，国際解
剖学学会，アジア心身医学会 等
Event / 
Exhibition
文化・スポーツイベント，展示会・
見本市
<例> 東京国際映画祭，世界陸上競
技選手権大会，アジアバスケッ
トボールリーグ，東京モーター
ショー，国際宝飾展，F1，サッ
カーワールドカップ 等
出典：観光庁（2011）より筆者作成
                                                  
(1) 第 3 章は，日本社会関連会計学会第 23 回全国大会の研究報告に加筆したものである。
(2) University of Nevada Las Vegas の website は，
Meetings: It is designed to bring from 15 to 10,000 people together for the purpose 
of exchanging information. It is normally held in a commercial venue space.
Incentives: It is a trip that is planned by a company to reward their employees for 
outstanding service, productivity or sales performance.
Conventions: A gathering (often international) of people to meet and discuss similar 
issues and activities in a large setting.
Exhibitions: An event designed to bring together people in the specific industry or 
closely related industry to come together to showcase their products and/or 
service to a group of attendees.  
と説明している （http://www.unlv.edu.sg/mice/whatismice.html , 2010 年 10 月 9 日
閲覧）。
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(2) 目的・問題意識
MICE は，MICE サービス・プロバイダー(3)にとって，ボランティア活動ではなくビジ
ネスである。 ということは，MICE サービス・プロバイダーは，そこから収益を獲得し，
結果として利益を生み出さなければならない。 つまり，MICE ビジネスには企業会計的
視点が必須であるといえよう。 第 3 章はこの点について，「コラボレーション型パターン
における管理会計」に依拠して考察する。
なお，筆者は研究対象をホテル産業としているため，本稿は MICE サービス・プロバイ
ダーとしてのホテル，とりわけイベントホールやレストラン，客室といった，MICE 開催
に要する施設がひと通り揃っているホテルにおける MICE 開催を中心に考察するもの
である。
また，本稿が「コラボレーション型パターンにおける管理会計」を基軸とする理由は，
この点にある。 すなわち，ホテルにおいて MICE を開催するためには，多くの部署間に
おけるコラボレーションが不可欠である。 たとえていうなら，ある部署が極端に儲かり高
評価を獲得し，他の部署が損をして低評価を受ける，といったことがあってはならないの
である。 筆者が実施したインタビュー調査において，MICE の誘致・開催に積極的に取
り組んでいるホテルの総支配人は，「MICE を統括する部署が必要だと思うし，既存の部
署が一致協力できる体制を構築することが不可欠」と回答している。 その点で，「コラボ
レーション型パターンにおける管理会計」は適切といえよう。
MICE に関しては，国内・国外を問わず様々な観点による研究が進められている。    
しかし，（少なくとも筆者が調査した範囲において）MICE を会計的アプローチにより  
研究した先行研究は見いだせない。
前述のとおり MICE がビジネスである以上，会計的視点は不可欠なものといえよう。
本稿は，この点，すなわち「会計的視点による MICE ビジネスの研究」の必要性に対する
認識に，その端を発するものである。
本稿が，MICE ビジネスに取り組むホテル企業に役立てば幸甚である。
                                                  
(3) MICE を誘致したり，MICE 開催のために会場や宿泊場所，食事などを提供する側を
意味する。
（第 3 章）
（吉岡 勉） 73
2. 先行研究レビュー
(1) MICE
a. 日本国政府の取り組み
観光庁の主宰により，2009 年（平成 21 年）3 月から 6 月にかけて計 4 回にわたり，   
「国際交流拡大のための MICE 推進方策検討会」が開催され，この検討会の報告書として，
同年 7 月，「MICE 推進アクションプラン」が取りまとめられた（観光庁, 2009）。 その  
「はじめに」の項で，日本の MICE 推進の必要性等について以下の点が示されている。
 観光立国推進基本法（平成 19 年 1 月施行）に基づき，政府は「観光立国推進基本   
計画」を策定した（平成 19 年 6 月 29 日閣議決定）。 この計画の中の基本的な目標の
一つとして，「我が国における国際会議の開催件数を平成 23 年までに 5 割以上増やす
ことを目標とし，アジアにおける最大の開催国を目指す」ことが示された(4)。
 シンガポール，韓国等のアジア内の誘致競合国や米国，豪州等では，国際会議のみ  
ならず MICE 全般の振興に積極的に取り組んでいる。
 観光庁としても国際会議だけではなく MICE 全般を推進していく必要がある。
MICE ビジネスの有識者への筆者によるインタビューにおいて，インタビュイーは
「MICE は輸出ビジネス」と回答した。 すなわち，MICE といういわば商材を諸外国へ
販売することで，インバウンド（訪日外国人）客が増加し，それにより日本経済へのプラ
スの効果がもたらされるというのである。この点を勘案するならば，日本国政府が MICE
を推進する理由が明らかといえよう。 アジア圏内における MICE 誘致は，シンガポール
など複数の国々に遅れをとっているという現状において，政府および観光庁が積極的に
アクションを起こしだしたものと考えられる。
b. 先行研究
MICE は国家レベルの要請であるにもかかわらず，MICE ビジネスに関する会計的アプ
ローチによる先行研究は見いだせない。 しかし，MICE そのものに関する先行研究は  
多数存在するため，そのいくつかを取りあげる。
Pearlman (2008, p.96) は Professional Convention Management Association 
Education Foundation (2007) を引用し，「MICE 市場は多くのステークホルダーを擁し
                                                  
(4) 「基本的な目標」として示された点について竹原（2010, p.49）は，「2006 年 9 月にわ
が国 MICE 施策のエポックとも言える大きな動きがあった。 即ち，安部総理（当時）
の所信表明演説において」この「方針が明らかにされた」としている。
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ている。 コンベンション＆ビジターズ・ビューロー，コンベンションセンター，労働者  
組合，貿易協会，ホテル，ミーティングプランナー，レストラン，観光スポット，そして
行き先となる都市などである」(5)としている。
Pearlman and Mollere (2009, p.150) は，「MICE 産業に関する学術的な研究は，1980
年代の半ばに，業界全体の研究のもとに始まった」(6)としている。
Pizam (1991, p.109) は，「大会・会議ビジネスは，観光産業において急速に，最大の  
セグメントになっている。 毎年世界中では数百万人が大会・会議に参加しており，数十億
ドルをこれらの会合を成功させるために要するサービスや製品に支払っている」(7)とし，
MICE ビジネスの観光産業において占める位置を明らかにしている。
これらの先行研究より，MICE ビジネスは，多くのステークホルダーに影響を及ぼす  
ビジネスであること，すでに今から 30 年も前に研究が始まっていること，そして，ビッ
グ・ビジネスとしての潜在力を有していることがわかる。
佐々木（2011, p.121）は，アジア諸国における MICE 誘致について論じ，日本がアジ
ア諸国との比較で，MICE に関する取り組みが遅れている点を指摘している。 この点は
データ（図表 3-2）からも明らかであり，MICE の一部である国際会議の開催件数におい
て，2004 年には日本，シンガポール，中国，韓国といったアジア諸国の中で 2 位に位置
していた日本であるが，2006 年にはこれら 4 国の中では最下位になった。しかしその後，
国際的にも高い順位を回復し，前述の 4 カ国のなかではシンガポールに次いで 2 位の位置
を保っている。
                                                  
(5) “The MICE market has many stakeholders, including, but not limited to, 
convention and visitors bureaus (CVBs), convention centers, labor unions, trade 
associations, hotels meeting planners, restaurants, travel attractions, and whole 
destination cities.” (Pearlman, 2008, p.96)
(6) “The wealth of academic research regarding the MICE industry began in the 
mid-1980s and built upon industry-wide research”. (Pearlman and Mollere, 2009, 
p.150)
(7) “Convention and Conference businesses are quickly becoming one of the largest 
segments of the tourism industry. Each year hundreds of millions of people are 
attending conferences, conventions and congresses throughout the world and 
spending billions of dollars on products and services that are necessary for the 
success of these meetings.” (Pizam, 1991, p.109)
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図表 3-2： 国別国際会議の開催件数
括弧内：順位，
数値 ：件数
2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
アメリカ (1) 1713 (1) 1605 (1) 894 (1) 1114 (1) 1079 (1) 1085
シンガポール (22) 172 (15) 226 (10) 298 (4) 466 (3) 637 (2) 689
フランス (2) 850 (2) 859 (2) 634 (2) 598 (2) 797 (2) 632
ドイツ (3) 705 (3) 616 (3) 434 (3) 523 (6) 440 (4) 555
日本 (14) 285 (14) 259 (18) 166 (5) 448 (4) 575 (5) 538
ベルギー (8) 421 (9) 382 (12) 239 (11) 307 (9) 383 (6) 470
オランダ (9) 353 (7) 429 (4) 391 (6) 423 (7) 428 (7) 458
オーストリア (12) 329 (8) 395 (5) 382 (9) 366 (11) 315 (8) 421
イタリア (5) 552 (5) 571 (9) 324 (7) 414 (8) 413 (9) 391
スペイン (6) 509 (6) 498 (6) 362 (8) 393 (5) 467 (10) 365
韓国 (21) 196 (17) 223 (16) 185 (15) 268 (12) 293 (11) 347
イギリス (4) 556 (3) 625 (7) 350 (10) 327 (10) 349 (11) 347
スイス (7) 426 (10) 361 (11) 288 (12) 284 (16) 232 (13) 336
スウェーデン (17) 213 (16) 224 (17) 176 (19) 183 (24) 124 (14) 246
カナダ (11) 343 (12) 327 (13) 230 (13) 275 (15) 267 (15) 229
オーストラリア (13) 318 (13) 269 (15) 202 (14) 272 (14) 273 (16) 227
中国（香港・マカオ含）* (10) 347 (11) 352 (14) 204 (16) 255 (13) 278 (17) 225
チェコ (30) 147 (21) 179 (24) 105 (29) 97 (29) 103 (18) 199
ポルトガル (18) 205 (22) 176 (20) 118 (18) 188 (19) 159 (19) 194
* 2004 年の中国の値は，香港は含むがマカオを含まない（マカオの件数が不明のため）。
出典：日本政府観光局（2010, p.14）より筆者作成
このデータより，いったん後塵を拝することになった国際会議開催件数であるが，2006
年以降回復の傾向にあり，少なくとも 2009 年まではアジア諸国のなかで 2 位の位置を  
維持していることがわかる。
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朝倉（2009, pp.19~20）は，MICE を「明確な目的を持った，関心を同じくする人々が
集まり，交流すること」と定義し，MICE 参加者の特徴として，
 滞在日数が長い
 消費金額が多い
 国際会議や展示会等で開催周期が固定している場合は需要の先読みが可能になる
（将来の需要を確保できる）
 観光需要に比べ外部環境の影響を受けにくい（例えば，学会は定期的に開催される）
といった，「開催地にとってのメリット」を挙げている。
特に，MICE 参加者の消費金額については，日本交通公社が作成した表（図表 3-3）に
より，MICE 参加者と一般観光客の平均消費額の違いを，鳥取県の例で示している（朝倉, 
2009, p.19）。
図表 3-3： 一般観光客と MICE 参加者の平均消費額（鳥取県の例）
（単位：円）
宿泊客 日帰り客
一般観光客 MICE 参加者 一般観光客 MICE 参加者
宿泊費 12,141 17,025 － －
交通費 5,045 4,593 3,161 3,714
飲食費 3,827 11,160 2,536 3,444
土産物代等 3,542 8,772 2,417 4,917
観光･娯楽その他 － 13,960 － 4,167
合 計 24,555 55,510 8,114 16,242
出典：朝倉（2009, p.19）より筆者作成
図表 3-3 によれば，一般観光客に比べて MICE 参加者は，宿泊客，日帰り客の別を問わ
ず，約 2 倍の額を消費していることがわかる。 この例は，MICE による，MICE サービ
ス・プロバイダーを含め，開催地にもたらされる経済的なインパクトの大きさを物語る  
ものといえよう(8)。
                                                  
(8) これらの他にも，Falk and Pizam (1991)，McCartny (2008)，Lara and Har (2008)
などの先行研究がある。
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(2) 「コラボレーション型パターン」における管理会計
木村（2003）は，「企業内の関係性のパターン」と「企業間の関係性のパターン」に    
ついて論じ，このうち「企業内の関係性のパターン」については「分断型パターン」と   
「チームプレー型パターン」に，およびそれらが経営環境が変化することによって変化  
した「コラボレーション型パターン」(9)に分類し，それぞれのパターンに適合するマネジ
メント手法と管理会計について考察している(10)。 とくに「企業内のコラボレーション型
パターン」については，従業員の個々が有するナレッジを活用して組織的に知識の創造を
行う相互作用であり，従業員個々が個人的に知識を創造することに対する支援と，その  
個人的知識創造が組織的知識創造に発展するような「場」の提供が必要であることを論じ，
そのような「「場」における従業員の関係性のパターン」を「企業内のコラボレーション型
パターン」としている（木村, 2003, p.103）。
さらに，知識創造を生みだし得るコラボレーションを促進するための管理会計を，  
「ナレッジ・マネジメントのための管理会計」と指摘し，その具体例として，「参加型予算
および原価企画」や「ABC〔活動基準原価計算〕や BSC〔バランスト・スコアカード〕」
を挙げ，ている（木村, 2003, pp.133~134; 亀甲括弧内書き筆者挿入）。
また，「企業内のコラボレーション型パターン」における組織的知識創造の前提を，  
「組織メンバーへのエンパワーメント」としたうえで，Schuster et al. (1993)，Case (1995)，
伊藤（1998）が「管理会計情報の共有がエンパワーメントにとって有用である」と述べて
いる点に触れ，コストや利益についての情報が共有されることによって初めて，エンパワ
ーメントされた組織メンバーが顧客価値創造プロセスを適切に構築できるとしている。
（木村, 2003, pp.134~135）。
これらの点から，「企業内のコラボレーション型パターン」は，個人として，また組織
としての知識（ナレッジ）を創造するために形成される「場」（環境，機会）であり，知識
創造を促進するために管理会計情報の共有や参加型予算，原価企画，ABC や BSC といっ
た具体的手法が有益であること，さらに，適切なエンパワーメントが必要条件であること
がわかる。
                                                  
(9) 本稿において「コラボレーション型パターン」および「企業内のコラボレーション型
パターン」についてカギ括弧（「～～」）を付して記す場合，木村（2003）の引用であ
る。
(10) 「企業間の関係性のパターン」についても同様に，マネジメント手法や管理会計につ
いて論じている（木村, 2003）。
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3. 「コラボレーション型パターン」における管理会計の MICE ビジネスへの適用
(1) 「コラボレーション型パターン」における管理会計手法
前述のとおり木村（2003）は，「企業内の関係性のパターン」を「分断型パターン」，   
「チームプレー型パターン」，「コラボレーション型パターン」に分類し，それぞれのパタ
ーンに適合するマネジメント手法と管理会計を示した。 このうち「チームプレー型パター
ン」については「参加型予算と原価企画」を，「コラボレーション型パターン」については
「ナレッジ・マネジメントのための管理会計」や「知識創造を生み出す仕掛けとしての  
管理会計」を挙げ，「チームプレー型パターン」で挙げた参加型予算や原価企画は，企業内
におけるコラボレーションを促進し，「組織的知識創造を生み出す仕掛けとして機能する
ことが期待される」としている。 さらに「企業内のコラボレーション型パターン」におい
て組織的知識創造が促進されるための前提として「組織メンバーへのエンパワーメント」
を，「ナレッジ・マネジメントのツールとなりうるような管理会計手法として OBM〔Open 
Book Management〕や BSC」を，「組織的知識創造のツールとなりうるような管理会計  
手法として ABC，Accounting Talk，原価企画」を挙げている（木村, 2003, pp.134,178;   
亀甲括弧書き筆者挿入）。 以下，これら「コラボレーション型パターン」における管理会
計手法のうち，いくつかを用いて，MICE ビジネスへの適用を検討する。
(2) MICE ビジネスへの適用例
a. 原価企画
「原価企画の基本的思考」は，木村（2003, p.57）によれば，
目標原価 ＝ 予想販売価格 － 目標利益
で表しうる。 すなわち，あらかじめ目標原価を定め，その目標原価を達成するために，
VE（Value Engineering; 価値工学）などを用いるというものである。
ホテル業界有識者へのインタビューにおいて，中村裕氏(11)は，「日本のホテルはサービ
スありき。 顧客志向にこだわりすぎて，ふたを開けてみたら残った利益はこれしかない，
                                                  
(11) 株式会社ロイヤルパークホテルズアンドリゾーツ顧問。 前・日本ホテル協会会長，前・
ロイヤルパークホテル総支配人。
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という見方をする。 本来は見方が逆である。 利益を出すために何をするか，という着眼
が大切である」と述べている。
MICE サービス・プロバイダーとしてのホテルにおいても，収益および利益の獲得は  
必須である。 そのためには，会計的に見れば原価に分類されるサービス全体は，開催する
ホテルにとっては“目標利益を達成するために目標原価の範囲内で最善を尽くす”という
考え方が不可欠といえよう。
原価企画に関連し，“利益をいくら獲得する必要があるか”という着眼，その視点から
派生する“いくら原価をかけることが可能か”という視点，さらに VE の視点による   
“原価を抑え同等の機能を提供することによる価値の向上”と“原価を同等にしてより  
良い機能を提供することによる価値の向上”といった視点が，MICE を含めホテル産業に
求められる重要事項ということができる。
b. エンパワーメントとアカウンタビリティ
木村（2003, p.134）は「企業内のコラボレーション型パターンにおいて組織的知識創造
が行われる前提」として「エンパワーメント」を挙げている。 企業では，エンパワーメン
トされた個々によるコラボレーションが，組織的知識創造の元となるというのである  
（木村, 2003, p.105）。
また，エンパワーメントと「責任」との関連について，「責任を伴わないエンパワー   
メントは本当の意味でのエンパワーメントではない」とし，「組織メンバーを組織的知識
創造にコミットさせるようなエンパワーメントには責任が付帯する」と指摘している
（木村, 2003, pp.135~136）。
そこで，アカウンタビリティ(12)が重要となるのである。 「アカウンタビリティの履行
が主体間のパワーバランスに影響すること」について國部（1999, p.124）は，「情報開示
に対して見返りや保護がないところでは，情報を開示することは，開示以前のパワー関係
を前提とすれば，エージェント（受託者＝情報提供者）のパワーを相対的に減じさせる  
ことになり，その反対にプリンシパル（委託者＝情報受信者）のパワーを増加させること
になる」としている。 この点を，ある国際会議があるホテル（MICE サービス・プロバ
イダー）で開催される場合を例にとり適用するとすれば，そのホテルの当該国際会議の  
                                                  
(12) 「アカウンタビリティ」について國部（1999, p.119）は，青柳（1998, p.145）を引用
しつつ，「アカウンタビリティは「説明責任」のみならず「説明能力」という意味も包
含しており，「能力の伸張が責任の範囲を拡大する」」としている。
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責任者とメンバーすべて（エージェント）が，所属するホテル（プリンシパル）に対する
アカウンタビリティを負うのである。
このパワーバランスを勘案すると，メンバー側のパワーが低下するため，メンバーに
対する負荷の大きなマネジメントスタイルに思えるかもしれない。 しかし，チームワーク
型パターンの延長ともいえる「コラボレーション型パターン」のメンバー，すなわち自ら
積極的に努力し「質の高いチームワーク」を形成するメンバーにとって，これはモチベー
ションを高めるマネジメントといえるだろう（木村, 2003, pp.19, 105~106）。 すなわち，
自らに付与された権限を存分に発揮して，その成果に対する責任をまた自らが負うからで
ある。「企業内のコラボレーション型パターン」におけるエンパワーメントとアカウンタ
ビリティとは，付与された権限によってもたらされた「結果についての説明責任」，および，
その権限による「行為についての説明責任」といえよう（木村, 2003, p.136）。
ホテルにおける MICE ビジネスを「コラボレーション型パターン」によってマネジメン
トする場合，MICE 責任者とメンバーすべてがエンパワーメントされ，かつアカウンタビ
リティを負うことが適切といえよう。 つまり，エンパワーメントされたメンバー個々が
そのホテル（組織）としての知識（ナレッジ）創造し，その行為について説明責任を負う
のである。
これらの点を，図表 3-4 に図示する。
図表 3-4： 「コラボレーション型パターン」による MICE ビジネス
出典：木村（2003）を参考に筆者作成
エンパワーメント，管理会計情報の
共有，「場」の提供，モチベート
アカウンタビリティ
MICE ビジネスの
成功に向けた知識
組織的
知識創造
ホテル
企業
（プリンシパル
）
MICE
責任者
MICE
メンバー
部署
ａ
部署
ｂ
部署
ｚ…
（エージェント）
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さらに，前述の原価企画の項と関連させて考えるに，「目標原価」の達成と「目標利益」
の実現を「結果についての説明責任」にあてはめるならば，その結果が報酬に連動する  
べきことは明白といえよう。 そして，報酬がメンバーのモチベーションにつながるとの点
を否定することはできない。
これらの点から，エンパワーメントとアカウンタビリティによるマネジメントは，MICE
サービス・プロバイダーとしてのビジネスにおいても功を奏すると言い得るのである。
4. むすびにかえて
本稿では，MICE サービス・プロバイダーとしてのホテルビジネスにおいて，「コラボ
レーション型パターンにおける管理会計」（木村, 2003）の有用性と役割を考察してきた。
MICE ビジネスに取り組むホテル企業にとって，「原価企画」や「エンパワーメントと   
アカウンタビリティ」といった「コラボレーション型パターンにおける管理会計」（木村, 
2003）の実践は，円滑に MICE ビジネスを推進するうえで有益なものであると考え   
られる(13)。 (14)
                                                  
(13) 無論，これらは MICE ビジネスのみならず，多くのビジネスにとって有益であろう。
(14) 本章における研究の今後に向けた課題としては，たとえば「企業間の関係性のパター
ン」における「コラボレーション型パターン」（木村, 2003）の MICE ビジネスへの
適用が挙げられる。 というのも，本稿ではホテルにおける MICE 開催を念頭におい
てきたが，MICE についてはホテルに限らず各種コンベンション施設，イベント会場
などにおいて開催されており，複数の企業が協働するケースが多いからである。また，
本稿における理論展開の実証研究は，もし MICE ビジネスに取り組んでいるホテル企
業の協力を得られるのであれば，是非とも実施したいところである。
（第 4 章）
（吉岡 勉） 82
第4章 「宿泊産業統一会計基準（ユニフォーム・システム; USALI）」がもたら
すベネフィットに関する考察(1)
1. はじめに
「宿泊産業統一会計基準」(2)（以下，USALI(3)とする）については，国内外を問わず   
多くの研究が行われている。 そのうちの多くは，USALI の特徴や有用性について，「比較
可能性の向上」を挙げている。 しかし筆者は，この点に若干の疑問を抱くのである。    
というのも，USALI により計算される数値情報は，その多くが管理会計に類するもので
あるため，その多くについて知ることのできる人は少数に限定されるのではないか，つま
り，比較可能性があるとしても，実際に比較することは，多くの人にとって事実上不可能
なのではないかと考えるのである。
そこで第 4 章では，USALI がもたらす別のベネフィットがあるのではないかとの着想
のもと，ホテル業界有識者へのインタビュー調査を行うことで，この点を明らかにしたい
と考える。 特に本稿は，ホテル業界における人材流動性の高さに着目し，このパースペク
ティブによるベネフィットを探るものである。
ビジネスがボーダレスとなった今日，日本のホテル業界が成長・発展し，そこに働く  
ホテリエがグローバルに活躍することが，同業界の将来への明るい兆しとなるだろう。
本稿がその点で役立てば幸いである。
2. USALI とは
USALI とは，米国において制定された “Uniform System of Accounts for Lodging 
Industry” の通称である。 財団法人日本ホテル協会の会長（当時）である中村裕氏は，  
「米国では，ニューヨーク市ホテル協会が 1926 年に『ホテル統一会計システム（通称   
ユニホーム・システム）』を発売以来，10 回の改訂をし今日に至っています」（The Hotel 
Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳 p.ⅱ）としている。
近年，外国系ホテルの日本（特に都市部）への進出が目立っている。 これら「日本で
                                                  
(1) 第 4 章は，日本国際観光学会 2011 年 4 月例会の研究報告に加筆したものである。
(2) “Uniform System of Accounts for Lodging Industry” を筆者が直訳した。 一般的には
「統一ホテル会計基準」や「米国ホテル会計基準」などと訳されている。 本稿では，
英語原文の意味を尊重するため，仲谷（2003）が言及した「宿泊産業統一会計基準」
と称し，その略称を「ユニフォーム・システム」(USALI)とする。
(3) “USALI”は，”Uniform System of Accounts for Lodging Industry”の略語である。
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営業している外国系のホテルで運営委託方式を採用している場合，ホテル営業に関しては，
この会計基準への準拠が求められることが多い」（The Hotel Association of New York City, 
Inc., 2006, 邦訳 p.ⅳ）。 グローバル・メガ・ホテルチェーンが台頭している昨今，もはや
USALI をグローバル・スタンダードと呼んでも過言ではないのである。
3. 問題意識
USALI について解説する文献が多数発刊されている。 そのうちの多くは，ホテルが
USALI を導入することの意義やベネフィットについて，統一された基準を用いるため他の
ホテルとの比較が容易になるという点を挙げている。 一例として Dalbor and Chatfield
（2005, pp.34~35（括弧書き筆者挿入））は USALI の「数多くの利点」のひとつとして，
「（複数の）施設（ホテル）間の比較を容易にする」(4)を挙げている。
USALI には，財務会計分野と管理会計分野の 2 つが含まれている。 最新版（第 10 版）
（The Hotel Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳）に占めるボリュームを比較
すると，財務会計分野に関する記述が 36 ページ，管理会計分野に関する記述が 227 ペー
ジと，圧倒的に管理会計分野に重点がおかれているのがわかる。
財務会計分野の情報は「株主などの投資者，銀行などの債権者，仕入先・得意先などの
取引先，税務当局などの企業外部の利害関係者〔中略〕に対して，当該企業の経済活動   
および経済事象を財務諸表などの財務情報（これを外部財務情報という）を用いて報告  
する」（広瀬, 2009, p.4;  亀甲括弧書き筆者挿入）ものである。 つまり，端的にいえば，
財務会計分野の情報は一般に開示されうるものである。 しかし，もう一方の管理会計は，
「企業内部の経営者のために，戦略の策定と実行を支援するとともに，経営上の意思決定
と業績評価を目的とする」ものであり，企業外部への報告ではなく「内部報告を行う」   
会計である（櫻井, 2009, p.12）。つまり，管理会計情報は一般に開示されるものではない。
また，例えばグローバル展開しているホテル・チェーンであるとしても，自チェーン内
のホテルにおける管理会計情報を把握しているのはごく一部の従業員であり，そこで働く
すべての人に対して開示されているわけではない。 このことから，前述の「比較を容易に
する」（Dalbor and Chatfield, 2005, pp.34~35）という点については，若干の疑問を抱か
ざるを得ないのである。つまり，この点を略して「比較可能性の向上」と称するとすれば，
                                                  
(4) “The Uniform System of Accounts for hotels is a standardized income statement 
that provides the hospitality industry with numerous advantages.”, “It allows 
easier comparison between properties.” (Dalbor and Chatfield, 2005, pp.34~35)
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USALI の真の意義として比較可能性の向上を挙げるには，たとえば「同一ホテル・チェー
ン内において」や「USALI に基づく会計情報を入手可能なごく限られた人にとって」と  
いった制約事項を要するのではないかと考えるのである(5)。
そこで，USALI の役立ちについて“他の何か”を明らかにすることが，本研究の目的で
ある。 既に多くのホテルにおいて導入されている USALI であるが，その導入によって  
ホテルおよびホテル産業全体にもたらされるベネフィットがどのようなものであるか，
また，ホテル産業の業界特性を勘案したうえで，USALI がもたらすベネフィットとはどの
ようなものかを明らかにし，単に文献研究による理論構築のみならず，ホテル産業におけ
る著名人や業界関係者へのフィールド・サーベイを通して，この点を明らかにすることが
本研究の目的である。
4. 先行研究
山口（2002, pp.30~31）は，日本の宿泊産業の特徴と USALI について，
 一泊二食という料金プランが多く，客室部門と料飲部門の売上と費用を合算で集計する
場合が多く，「部門別損益計算書のシステムが確立されていない」
 このような会計制度では，赤字部門を見出すことが難しくなる
 USALI は，世界中のホテル企業が導入し，「国際的にも認められたホテル企業会計基準
として使用」されている
としている。
また Potter （2002, pp.102~104）は USALI の重要性について，
 「比較可能性を確保することができる」とし，一企業が複数のホテルを有している場合
の比較可能性の向上というメリットがある
 「マネジメント契約」における「報酬の計算」について，「基本報酬については収益の
何パーセントという計算」，「成果連動型報酬については GOP (Gross Operating Profit(6)
                                                  
(5) この点に関連し，井上（1995, pp.150~151）は USALI の目的として，「ホテル相互間
やホテルグループ間における比較を可能化する」を挙げ，ここにいう「比較」につい
て，「過去の成果，同業他社あるいは同様な営業を行っているグループ企業間に合わせ
たデータと比較すること」と述べ，さらに，USALI により規定された用語が，USALI
を導入しているホテル企業の間では「同じ内容を意味している」ことになると説明し
ている。 本稿は，USALI のもたらすベネフィットとして「比較可能性の向上」を否定
するものではない。
(6) 「営業総利益」または「総営業利益」のことで，「部門総利益から総配賦不能費用を差
し引いて計算される」（The Hotel Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳 p.41）。
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の何パーセントという計算」となり，「GOP や純利益 (Net Income) の定義はこの会計
基準に従って計算する」
 「マネジメント契約」における「パフォーマンス・クローズ」について，「成績の良否
をどのように判断するかについてもこの会計基準に基づく」
としている。
では，USALI の導入状況は，どのようなものであろうか。 Kwansa and Schmidgall
による調査結果（1999）より米国における USALI の導入状況を，清水・庵谷（2010）の
調査により日本における USALI の導入状況を知ることができる（図表 4-1）。
図表 4-1： 日米の USALI 導入状況
米国 日本
USALI を活用
している
完全に 12%
(14/112)
USALI を採用しているホテル
の数は，若干の修正を加えて
使用しているホテルも含める
18.6%
(13/70)
ほとんどだが
全てではない
66%
(74/112)
まったく活用していない 10%
(12/112)
日本の会計基準を全面的に
採用しているホテル
74.3%
(52/70)
活用されているかどうか知らない 10%
出典： Kwansa and Schmidgall（1999），清水・庵谷（2010）(7)より筆者作成
中村（2010, p.68）は実務家の立場で，USALI がホテル・マネジメントにとって不可欠
な知識であり，さらにその USALI に基づく「部門別管理会計」をも不可欠なものとして
挙げている。 また，USALI について「ホテルビジネスにおける計数管理や資産計上の  
方針を定めた会計規則」とし，さらにこの USALI が日本に入ってきてすでに半世紀近く
が経過しているにもかかわらず，なぜ日本には定着しなかったかという点について，「税制
                                                                                                                                                    
なお，「配賦不能営業費用」とは，「ホテル全体に配分することが適当であると考えら
れる費用」であり，「「一般管理」，「販売及びマーケティング」，「施設運営・維持」及
び「水道光熱費」の 4 つの分類に区分される」（The Hotel Association of New York City, 
Inc., 2006, 邦訳 p.41）。
(7) 「回答の中には，財務会計目的では日本の会計基準を採用しているが，管理会計目的
では USALI に情報を変換して使用しているとのホテルもみられた」（清水・庵谷, 2010, 
p.10）。
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の問題や親会社との関係など，独自の経理システムがあったためである」と日本における
USALI の現状を示している。 そして，「大切なのは，先に述べたように部門別管理会計の
徹底だ。 なぜなら，物差しが同じなので，他のホテルとの比較ができる。 自分たちの   
ホテルの優れている部分，劣っている点が，はっきりわかる」と，USALI の意義を経験  
から示している(8)。 (9)
これらの先行研究により，USALI がグローバル・スタンダードとして利用されている
こと，しかし日本には定着していないことがわかる。 日米間の会計基準や税制の違い，  
料金プランの違いなどがその理由といえるだろう(10)。
5. ホテル産業の現状
(1) ホテルの経営形態
ホテルには，直営，フランチャイズ (FC)，マネジメント契約 (MC)，リースに代表され
るさまざまな経営形態がある。 以下，ホテル産業に特徴的な MC について説明する。
Eyster（1988, 邦訳 p.5）は MC について，次のように説明している。
 資産オーナーは施設の運営及び管理に関し全責任を負う代理人（雇用者）としてオペレ
ーター（ホテル企業）を採用する
 この代理人としてオペレーターは，オーナーになり代わって施設運営から上がる収入
から全ての事業経費を支払い，マネジメント・フィーを受け取り，残金についてはオー
ナーへ送金する
 オーナーは土地，建物，家具，設備，備品及び運転資金等，宿泊施設全般を提供し，   
当該プロジェクトに関する全ての法律上及び金融上の責任を負う
                                                  
(8) 中村氏は著書のなかで，「私はこれ(USALI)をヒルトンでの 25 年間のうちに身につけ
た。 支配人，総支配人の時には毎月，このシステムに則ったリポートを提出し，本社
とのやり取りを進めていたのだ」，「それだけによくわかるのだが，ユニフォームシス
テムは，チェーンでなければ学ぶことができない」，「インディペンデントのホテルが
独自に学ぶのは不可能に近い。 ならば協会が，その手伝いをすべきではないか」，  
「会員ホテルの役員や総支配人，幹部社員等の能力・資質向上をめざしたホテル・  
マネジメント養成プログラム，トップセミナー，幹部育成セミナーなどを実施して  
いる。 ここで学び，国内ホテルで，さらに海外のホテルでも立派な総支配人として  
活躍できるホテルマンを育てることが，われわれの夢でもある」（中村 , 2010, 
pp.205~206；括弧書き筆者挿入）と述べている。
(9) これらの他にも，仲谷（2003），川脇（2005），海老池（2002），品田（1980）などに
先行研究を見出すことができる。
(10) 吉岡（2011）は日本のホテル産業の特徴として，料飲宴会売上の占める割合の高さを
挙げている。 この点にも日米ホテル産業間に違いがあり，USALI が定着しない理由と
いえるかもしれない。
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さらに，ここにいうマネジメント・フィーについては，売上の 2.5~4.5%と，利益の 5~10%
の合計とされている（Eyster, 1988, 邦訳 pp.26~27）（図表 4-2）。
図表 4-2： MC におけるマネジメント・フィー
総収入のうち 営業総利益のうち
代表的独立系オペレーター 2.5%~3.5% ＋ 5~8%
代表的チェーン・オペレーター 3%~4.5% ＋ 10%
出典： Eyster （1988, 邦訳 pp.26~27）より筆者作成
この売上および利益は，USALI に基づく計算（計上）方法によるのが一般的である。   
すなわち，とくに利益についていえば，財務会計にいう営業利益や当期純利益といった  
項目ではなく，USALI の定める「営業総利益」（あるいは「総営業利益」）(GOP; Gross
Operational Profit) を用いるのが一般的である。
この点で USALI は，必要不可欠な会計基準であるといえる。 すなわち，資産オーナー
とホテル企業が MC を締結する際，さらには，業績悪化に伴う契約解除の基準を定める際
に，USALI に基づく会計数値を用いるからである。
さらに USALI は，ホテルを構成する各部門（客室・料飲・賃料その他）の収支状況を
1 つの基準のもとに把握できるため，オーナー企業にとっては自社が所有するホテルの
比較を容易に行うことができるという点で，有用といえる。
なお，これらの経営形態を図示すると，図表 4-3 のとおりである。
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図表 4-3： ホテルの経営形態とリスク負担
リース契約 マネジメント契約
(MC)
フランチャイズ
(FC)
直営
不動産 資産オーナー 資産オーナー 資産オーナー 資産オーナー
損益の帰属 ホテル企業 資産オーナー 資産オーナー 資産オーナー
従業員 ホテル企業 資産オーナー 資産オーナー 資産オーナー
人事・運営権 ホテル企業 ホテル企業 資産オーナー 資産オーナー
ブランド・ノウハウ ホテル企業 ホテル企業 ホテル企業 資産オーナー
例
ザ・リッツカー
ルトン東京
パークハイ
アット東京
フォーシーズ
ンズ椿山荘 帝国ホテル
出典： 並木他（2008, p.36）より筆者作成
日本においては，チェーン展開していないホテルに直営形態が多い。 しかし，グロー
バル・メガ・チェーンと呼ばれるホテル企業では，いわゆる「持たざる経営」（つまり，   
リース契約，MC，FC など）が多い。 一例として世界最大規模のインターコンチネンタ
ル・ホテル・グループでは，直営以外の形態が全ホテルのうち 99%以上（4,476 軒のうち
16 軒のみ；2010 年 3 月 31 日現在）である(11)。 また，日本においては，鉄道企業や不動
産企業が資産オーナーであるケースが多くみられる。 たとえば，ザ・リッツ・カールトン
大阪は阪神電気鉄道が資産オーナーである。 このように，一概にホテルといっても，ホテ
ル企業が資産を所有しているケースばかりではなく，そのため，資産オーナーとの間で様々
な契約が締結されることになる。
(2) ホテル業界の人材流動性
ホテル業界は，そこで働く人材の流動性（入職，離職）の割合が高いことで知られて  
いる。 厚生労働省の調査（平成 21 年雇用動向調査）によれば，入職については「宿泊業，
                                                  
(11) 大屋了三氏（IHG・ANA・ホテルグループジャパン 最高執行責任者 COO）の講演「激
動の時代－最近のホテル業界の動き－」（2010 年 7 月 28 日。 主催：日本国際観光学
会「ツーリズム・フォーラム」事務局）より。
資産オーナー
ホテル企業 リスク大
リスク大
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飲食サービス業が 121 万人と最も多く」，「33.2％と最も高」いことが，また，離職につい
ては「宿泊業，飲食サービス業が 117 万人」であり，「32.1％と最も高」いことが示され
ている（厚生労働省, 2010）（図表 4-4）。
図表 4-4： 産業別入職率・離職率
出典： 厚生労働省（2010）をもとに筆者作成
この点に関連し五十嵐（2009, p.50）は，「人事に関して最も問題であると思われている
ものは，日本ホテル協会加盟ホテル，全日本シティホテル連盟加盟ホテル共に，「優秀な  
正社員の雇用確保が難しい」こと」，「それは，両団体加盟ホテル合計では 4 割を超える」
との調査結果を示している(12)。
6. USALI によるベネフィットと役割
USALI の比較可能性という特徴は，①同一チェーン内において比較分析を行う場合，
②ホテル側から買収や支援を（ファンド，金融機関，企業等へ）依頼する場合に，その   
ファンド等が今まで蓄えてきた他ホテルの USALI 情報と比較する場合，③流動する人材
                                                  
(12)日本ホテル協会加盟ホテルでは 43.6%，全日本シティホテル連盟加盟ホテルでは 39.2%，
両団体加盟ホテル合計では 41.5%であったとしている（五十嵐, 2009, p.51）。
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がこれまで勤務してきたホテルの USALI 情報と新たに勤務するホテルの USALI 情報を
比較する場合，などに限定されると考えられる。 なぜなら，一般的に，管理会計情報は  
公表されないことが前提だからである。 では，USALI のもたらすベネフィットは，他に
もあるのだろうか。
ホテル産業における人材流動性の高さと前段の③に着目すると，その問いに対する解と
なり得るであろう事柄を導き出すことができると考える。 つまり，人材流動性が高い業界
であり，ある人の転職に際して旧勤務先ホテルと新勤務先ホテルが共に USALI を導入  
している場合に，新勤務先ホテルの現状把握や業務の分析に要する時間や労力，コスト，
さらに，USALI そのものについての習得に要する時間・労力・コストを節約（短縮）でき
るであろう。 その結果として，人材育成コストの低下や顧客満足度，従業員満足度の向上
につながると考えられるのである。
7. インタビュー調査
これまで論述してきた事柄とそれに関連する事柄について，ホテル産業有識者へのイン
タビュー調査を実施した。 その概要と，本稿にとくに関連する点について，以下に詳述  
する。
(1) インタビュー実施要領(13)
図表 4-5 のとおり，インタビューを実施した。
図表 4-5： ホテル産業有識者へのインタビュー
日時・場所 インタビュイー 略歴（歴任を含む）
1 2011 年 1 月 13 日
14:00~15:15 （75 分）
日本ホテル教育センター
根木良友氏 日本ホテル教育センター事業部長
シェラトン・マウイ マネージャー
2 2011 年 1 月 13 日
16:00~17:00 （60 分）
ロイヤルパークホテル
中村裕氏 ロイヤルパークホテルズアンドリゾーツ顧問
ロイヤルパークホテル総支配人
日本ホテル協会会長
出典： 筆者作成
                                                  
(13) 各位の略歴は，インタビュー実施当時のものである。
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(2) インタビュー質問項目
以下の質問項目における半構造化インタビューを実施した。 なお，お話しいただいた
事柄の公表については，両氏にご了解いただいている。
① ホテル業界では，他社（他ホテル）の管理会計情報を容易に入手できるのか
② USALI の，人材の“即戦力化”という役立ち
③ 日本における USALI 普及の障害
④ USALI が「部門別会計」を超える優れた点
⑤ 日本における USALI 導入の促進に要する事柄
⑥ USALI，およびホテル産業に関し，学界に期待すること
※本稿ではこのうち「②USALI の，人材の“即戦力化”という役立ち」についてのみ   
詳述し，その他の項目に対する回答の概略は脚注に記す(14)。
(3) インタビュー結果
「②USALI の，人材の“即戦力化”という役立ち」についての問いに対し，以下の回答
を得られた。 この問いは，ある人（とくにマネージャー人材）がホテル（USALI 導入   
ホテル）で勤務していて，他ホテル（USALI 導入ホテル）へ異動もしくは転職する場合に，
いわゆる即戦略として新たに勤務するホテルで活躍できるのではないか，そのためのリー
ドタイムが短いのではないか，USALI 導入のベネフィットとしてその点があるのではない
か，という意味である。
 この点が，かなり大きな位置を占める
 他ホテルに移った場合，初日に概要を，3~7 日数字を見ればそのホテルのすべてを
理解できる
 異動当日からオペレーションの分析が可能である
 日本人 GM が海外で活躍する事例が稀少なのは，この点が理由である（USALI  
                                                  
(14) ①：「宿泊部門の平均客室単価，客室稼働率ぐらいは，地域ごとに交換されている」
「USALI の浸透度が低く，共有する情報がないのが現状」，③：「どんぶり勘定の文化」
「最初の着眼点が“利益”or“サービス”の違い」，④：「責任と権限をしっかり区分け
した組織形態・組織運営と連動すべき」「USALI に基づく分析は，ホテル経営に不可欠
なはず」，⑤：「“利益を出すために”との着眼が必要であり，その意識が薄いから USALI
を理解しようとしないし，理解の必要性を認識しない」，⑥：「大学卒業者には，専門
学校卒業者以上に，学んでおいてもらいたいことがある（マーケティング，会計，人
事，育成など）」「“あたりまえの視点”でホテル業界に切り込んでもらいたい」，など
であった。
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導入ホテルが少ないため，日本人 GM が海外で活躍する事例が希少である）
 外資系ホテルが日本に進出してきた時にマネージャーとして入ったのは外資系
出身者ばかり
 文化風習の違いもあるが，外資系ホテルは日本人マネージャーを求めていない
 外資系ホテルはオペレーションの基礎が USALI で構築されているから
8. むすびにかえて
(1) インタビューの考察
USALI の導入により，他ホテル（USALI 導入ホテル）での勤務経験を有するマネージ
ャー人材が新たに入社した場合，いわゆる即戦力となりやすいのではないかとの仮説は，
ホテル業界有識者からの回答により間違いではないといえると考える。 同一システムに
よりマネジメントが行われているのであるから，当然といえるだろう。 前述の厚生労働省
の調査では，ホテル業界の人材流動性の高さが示されており，マネージャー人材に焦点を
あてるとしても，この調査結果と同様の人材流動性がみられると類推できる。 ということ
は，この点，すなわち USALI 導入が人材の即戦力化に役立つとの点は，USALI 導入の  
ベネフィットといえるのではないだろうか。
この点が強調されている先行研究は，筆者による調査の範囲内では希少である。 そこ
で，この点をもって，USALI 導入の動機づけの一部となりうるのではないかと考える次第
である。
ヒルトンホテルが日本へ進出した 1963 年には，日本のホテル産業に USALI が登場した
ことになる。 しかし，調査（清水・庵谷, 2010）によれば，日本での導入事例は少ない。
この現状の理由については，経営環境，雇用環境の違いや法令等の違い，料金プランの  
しくみの違いなどを挙げることができるだろう。
USALI 導入の有無について，その良否を本稿において論ずることは控える。 しかし，
ホテル産業をグローバル視点で見るときに，まさにグローバル・スタンダードとなって  
いる USALI の導入は，日本のホテル産業が成長・発展するために着眼すべき要素といえ
るのではないだろうか。
これまでの日本の経営環境を勘案すると，企業外部（他ホテル）から優秀な，かつ実績
のあるマネージャー人材を自ホテルのマネージャーに抜擢して雇用するという，いわゆる
ヘッド・ハンティングのような雇用習慣は稀であろう。「今いわれている日本的経営」は，
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「労使関係 (labor – management relations) 面における終身雇用制 (life time 
employment system)，年功制（年功序列型賃金），年功制的昇進制度 (promotion – by – age 
industry)，企業内福利厚生施設 (welfare facilities within industry)，企業内組合 (labor 
union within industry, enterprise labor union)」（欧陽他, 1995, p.10）などを特徴とし  
発展してきたのであり，自社内で育成した優秀な人材をマネージャーのポジションに就け
ることが一般的である。
しかし今後，ホテル業界が日本において一産業としての地位を確立するために，また，
海外のホテル産業と伍して成長・発展していくためには，グローバライゼイションの方向
性を強めることが求められるのではないだろうか。 そのためには，ホテル業界における
グローバル・スタンダードともいえる USALI の導入により，他ホテルから有能な人材を
受け入れることと，自ホテルの有能な人材がグローバルに活躍できる機会を創出すること
が必要なのではないかと考えるのである。
ホテル業界には，人材流動性の高さという特徴がある。 この点を強みとするためにも，
統一された会計基準である USALI の存在とその導入は，欠かせないものではないかと  
考える次第である。 (15)
                                                  
(15) 本章における研究の今後に向けた課題としては，USALI を導入しているホテルにもた
らされたメリットとデメリットが実態としてどのようなものであるかを明らかにする
ことが挙げられる。 さらに，USALI を導入していないホテルについても，なぜ導入
しないのか，導入によるメリット・デメリットについてどのように考えているかに  
ついての検討も，挙げることができる。 また，USALI を日本において導入するうえ
での障壁となる点が，いくつもある。 例えば中村（2010, p.70）が述べるとおり税法
との兼ね合い，長谷川（2011, pp.227, 229）が指摘する「売上高構成比に占める宴会
部門の割合がアメリカのホテルと比較して高い」点や「宿泊と食事を一体として提供
している場合が多い」という料金体系の違い，日米間の雇用環境の相違を含めた企業
経営を取り巻くビジネス環境全般（欧陽他, 1995 など）といった問題である。 これ
らの点についても，さらなる調査研究を要すると考える。 本稿では，人材流動性の  
観点を中心に論じてきたが，他の観点による研究も当然のことながら必要である。
一例として，日本と，USALI が作成・改訂されている米国では，人事施策など経営  
環境が大きく異なる。 このことが，日本の USALI 導入に及ぼす影響や障壁になって
いるとの意見がある。 こういった点について，視点を変えた研究も，今後の課題で  
ある。
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第5章 ホテル産業における収益拡大戦略
～ ホスピタリティ－レベニュー・サイクルの構築 ～(1)
1. はじめに
第 5 章は，日本のホテル産業において働くサービス・パーソンが提供するサービスの，
収益拡大への貢献のプロセスを明示する。これにより，サービス・パーソンが，ビジネス・
パーソンとしての意識を持ち，収益獲得意識を高めることを目的とする。 さらに，欧米  
諸国において産業クラスタとして確立されているにもかかわらず日本においては観光産業
の一部として位置づけられているホテル業が，日本でも産業クラスタとして確立される
べく提言を行うものである。
この点で，ホスピタリティ産業の一部といえるホテル産業において，レベニュー・マネ
ジメントとの呼称で知られる収益管理手法に着目し，このホスピタリティから収益獲得
拡大にいたるプロセスを，「戦略マップ」（Kaplan and Norton, 2004），および「サービス・
プロフィット・チェーン」（Heskett et al., 1994）に依拠して見出すことを試みるもので
ある。
2. 研究の目的・問題意識
本研究は，ホテルにおいて提供されるサービスがいかに収益拡大に貢献するかという点
について，そのプロセスを明示することで，日本のホテル産業において働くサービス・  
パーソンに収益獲得意識を醸成し，ビジネス・パーソンとしての意識を高めることを目的
としている。 そして，そのための示唆を，「管理会計の役割」ならびに「管理会計がもた
らすベネフィット」を考察しつつ，「戦略管理会計」（あるいは「戦略的管理会計」）（淺田
他, 2011; 新江, 2005; 西山, 2009 など）に見出すことを，その目的としている。
とくに昨今のホテル産業にみられる収益の低下という状況は，ホテルに限らずどの業種
業態の企業経営においてであっても共通的二大テーマともいえるであろう「収益の拡大」
と「コスト削減」のうち，まずは「収益の拡大」に主眼をおくことの必要性を認識させる。
また，ホテルには客室のほか，レストラン，宴会，婚礼といった，様々な収益獲得の源泉
があるが，ホテル産業に着目する研究として，まずは客室部門に注目することは必然と  
                                                  
(1) 第 5 章は，日本原価計算研究学会・日本管理会計学会 2011 年度 第 1 回 リサーチ   
セミナーの研究報告に加筆したものである。
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いえるだろう。 第 2 章に示したとおり，日本のホテル産業での客室部門の売上は，    
ホテル全体のうち約 32%，料飲部門と宴会部門が 45%，その他部門が 23%であり（2008
年度のデータ），売上構成比のみに着目するならば，料飲部門と宴会部門のほうが大きいの
は事実である。 しかし，客室あってのホテルであることには疑問の余地のないところで
ある。 また，客室（宿泊）部門の増収は，それ以外の部門にも影響が大きい（堀口, 2009, 
p.10）。 つまり，宿泊客によるレストランの利用など，他部門での収益が付随するから  
である。
そこで本研究は，まず客室部門の収益獲得に着目する。 そして，いわゆるミドル   
レベル（つまり管理者層）において客室収益拡大のプロセスを認識したうえで，そのプロ
セスを実践する，および現場レベルに実践させることは重要であり，そのプロセスの共通
枠組みの存在には意義があるのではないだろうか。 本稿はこの点で，「戦略マップ」
（Kaplan and Norton, 2004），および「サービス・プロフィット・チェーン」（Heskett et 
al., 1994）に基づく共通枠組みが適切ではないかと考えるのである。
3. 先行研究
(1) バランスト・スコアカードと戦略マップ
「バランスト・スコアカード」は，Kaplan and Norton (1992) により紹介された。
Kaplan and Norton (1992) では業績測定システムとして位置づけられているが，後に
Kaplan and Norton (1993) ではマネジメント・システムとして紹介されている（大島, 
2003, p.65）。 「財務の視点 (financial perspective)」，「顧客の視点 (customer 
perspective)」，「社内ビジネスの視点 (internal business perspective)」あるいは「社内  
ビジネス・プロセスの視点 (internal business process perspective)」，そして「イノベー
ションと学習の視点 (innovation and learning perspective)」あるいは「学習と成長の  
視点 (learning and growth perspective)」の 4 つの視点を基本的枠組みの構成要素とし，
後述する「戦略マップ」とともに用いることで「ビジョンと戦略の効果的な策定と実行を
確保」し，「経営の品質向上に資するなどの経営目的に役立てられる戦略的マネジメント・
システム」である（櫻井, 2009, p255）。
さらに「戦略マップ」については，Kaplan and Norton (2000) により，「戦略とプロセ
スを伝達するツール，そしてその実行を助けるシステム」（Kaplan and Norton, 2000,   
邦訳 p.29）として，また，「バランスト・スコアカードに記入された項目を記入し，因果
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関係を示すリンク上にはめ込み，期待する成果とそれをもたらす要因とがわかりやすく
結びつけられている」図として紹介された（Kaplan and Norton, 2000, 邦訳 p.32）。
この「戦略マップ」の実例として鈴木（2011, pp.209~215）は，統計的手法による分析
の結果として描いた「都市近郊型リゾートホテルの収益性向上プログラム」におけるバラ
ンスト・スコアカードと戦略マップを示した。 図表 5-1 はそのうちの戦略マップである。
図表 5-1： 都市近郊型リゾートホテルの収益性向上プログラムの戦略マップ
出典： 鈴木（2011, p.213）
財務の視点
顧客の視点
社内ビジネス・
プロセスの視点
学習と成長の
視点
目標利益 25 億円
売上高  350 億円
戦略目標：収益性向上
営業コスト低減 サービス・
コスト低減
ホテル利用回数
の増加
販売単価の
上昇
リピート顧客
の増加
顧客
ロイヤルティ
ブランド・
イメージ
アットホームな
サービス
効果的なコミュ
ニケーション
サービス品質
の向上
手際のよい
サービス
顧客情報の
活用
プロセスの
簡素化
従業員
ロイヤルティ
適切な採用 能力開発理念への共感
戦略目標：
顧客との信頼関係の強化
戦略目標：
サービス品質の向上
戦略目標：
従業員ロイヤルティの向上
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図表 5-1 の「財務の視点」には「販売単価の上昇」と「ホテル利用回数の増加」がマッ
ピングされており，これはホテルにおける収益向上に向けた施策として一般的なものと
いえよう。 後述するレベニュー・マネジメントにおいても，これに似た視点が重視されて
おり，図表 5-1 から，同ホテルがレベニュー・マネジメントの観点を戦略に置いている  
ことが想定できる。
(2) サービス・プロフィット・チェーン
Heskett et al. （1994, 邦訳 p.5）によれば「サービス・プロフィット・チェーン」とは，
「収益性，顧客のロイヤリティ，社員の満足，従業員のロイヤリティ，そして生産性の   
それぞれを関係づけるものである」（図表 5-2）。
図表 5-2： サービス・プロフィット・チェーンの流れ
出典： Heskett et al.（1994, 邦訳 p.7）
図表 5-2 からわかるように，「サービス・プロフィット・チェーン」とは，その名称どお
り，サービスがいかに利益に結びつくかを表したものであり，サービス業の多くを調査  
従業員
生産性
顧客
ロイヤリ
ティ
売上と
成長
収益性
顧客
満足
顧客
サービス
品質
従業員
定着率
従業員
満足
内部
サービス
品質
業務戦略と
サービス提供システム
職場設計
職務設計
従業員の選抜と育成
従業員の報酬と認知
顧客サービス用のツール
サービス・
コンセプト
顧客にとって
の便益
標的顧客の
ニーズに適合
するサービス
の設計と提供
顧客維持率
反復購買
新規顧客の紹介
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したうえでこの論を展開しているのである。
これら先行研究において示した 2 つ（バランスト・スコアカードと戦略マップ，サービ
ス・プロフィット・チェーン）の構成要素には，多くの類似性を見ることができる。 そこ
でこれら 2 つを参考にしつつ作成した，ホテル産業における戦略マップ（初版）を，以降
に示すことにする。
4. 客室収益拡大プロセスの検討
(1) 着眼点の整理
a. サービス業の特徴
ホテル産業を含むサービス業の特徴として，
 生産物が無形であること
 生産と消費の同時性と生産物の品質の事後測定が不可能であること
 生産物が生産者自身の要因の影響を受けやすい
という点を挙げることができる（清水, 2001, p.65）。これらの特徴により清水（2001, p.65）
は，サービス業においては「マネジメントコントロール・システムを構築するのが難しい」
としつつも，顧客満足を獲得するためには「顧客と直接接する従業員に焦点を合わせて，
顧客の満足を企業の競争的優位に確実に組み込んでいくためのマネジメントコントロー
ル・システムを構築することが不可欠」としている。 つまり，櫻井（2009, p.158）が   
「組織目的の達成のために，資源を効果的かつ効率的に取得・利用することを経営者が  
確保するプロセス」とする「マネジメント・コントロール」のための仕組み（システム）
構築を必要としているのである。
b. レベニュー・マネジメント
レベニュー・マネジメントとは第 2 章でも述べたとおり，「収益 (revenue or yield) を
最大化するために，適正な価格で，適正な収容量タイプを，顧客に割り当てるプロセスで」
（Kimes, 2009, p.15）あり，「キャパシティ制約型のサービス産業において広く普及して
いる手法である」（青木, 2006, p.148）。 また，レベニュー・マネジメントにおいては，
「RevPAR（Revenue per available rooms：利用可能客室あたり収益）」という指標値が
用いられている（青木, 2007, p.204）。
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RevPAR とは，
《式 1》 RevPAR ＝
客室総売上高
販売可能客室数
との公式で算出できる(2)。 またこの公式は，
《式 2》 RevPAR ＝
客室総売上高
×
稼働客室数
稼働客室数 販売可能客室数
ADR 客室稼働率
との式に分解できる。
RevPAR 算出の公式に類似する経営分析の指標値の公式として，総資本利益率を挙げる
ことができるだろう。 総資本利益率は，
《式 3》 総資本利益率 ＝
利益
総資本
で算出できる。 またこの公式は，
《式 4》 総資本利益率 ＝
利益
×
売上高
売上高 総資本
売上高利益率 総資本回転率
との式に分解できる。
                                                  
(2) 第 5 章では，一般的に経営分析指標の公式によくみられる「× 100」との表記を割愛
する。
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この点，すなわち右辺を 2 つの要素に分解できるという点において，RevPAR の公式  
との類似点ということができる。 しかし，相違点として，《式 2》の客室稼働率と《式 4》
の総資本回転率がある。 すなわち，《式 2》は「稼働客室数÷販売可能客室数」という   
物量的数値の除算であり「百分率 (%)」表示する値であるのに対し，《式 4》は「売上高÷
総資本」という金銭的数値の除算であり「回」という単位で表示する値であるという点で
ある。 もちろん，《式 2》における分子と分母の「客室数」を金額によって表記すること
は不可能ではないだろうが，これは物量的数値（すなわち客室数とその百分率）で表す  
ことがより妥当といえる値だろう。 さらに，《式 2》の ADR と《式 4》の売上高利益率に
ついても，《式 2》は「客室総売上高÷稼働客室数」という金銭的数値と物量的数値の除算
であり「金額」表示する値であるのに対し，《式 4》は「利益÷売上高」という金銭的数値
の除算であり「百分率 (%)」で表示する値であるという点は相違している。 ただし，   
《式 2》の ADR と《式 4》の売上高利益率については，双方とも金銭的数値を要素に含ん
でいるという共通点がある。
そこで本稿では，いったん「客室稼働率」を「顧客の視点」に配置し，これを「顧客の
視点」における KPI とする。 なおこれは，「客室稼働率」は「“顧客”によるホテル（の
客室）の利用数（利用回数）の増加により増加する値」と換言できるからでもある。なお，
RevPAR と ADR については，金額で表示する値であることから「財務の視点」における
KPI とした。
(2) レベニュー・マネジメントを勘案した客室収益拡大プロセスの検討
ホテルに限らずどの産業，どの企業においても，収益の獲得と拡大を望むものといえよ
う。 そこで本稿では，まずはホテル産業における収益拡大プロセスの共通枠組みを，  
「戦略マップ」 (Kaplan and Norton, 2004) に依拠して構築することを試みる。
さらに，ホテル産業における収益拡大に向けた手法として，レベニュー・マネジメント
が一般的である。 レベニュー･マネジメントそのものの実践には情報システムを駆使した
ローデータの収集と緻密な分析の技術が必要となるが，ここでは技術について論ずるので
はなく，多くのホテルが着目すべきレベニュー・マネジメントの指標値の構成要素，すな
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わち「平均客室単価」（ADR）と「客室稼働率」(3)，そしてその積である RevPAR に着目
しつつ，「戦略マップ」を構築するものとする。
これまでの筆者の研究，およびホテル産業有識者との意見交換などにより得た知識に
基づき，本研究の前段として筆者が独自に作成した「ホテル産業における収益拡大に向け
た戦略マップ」が，図表 5-3 である。
                                                  
(3) 平均客室単価 (ADR) と客室稼働率がホテル産業において重視されていることは周知
の事実である。 またそれは，国の内外を問わない。 一例として筆者による中国・   
上海でのインタビューにおいて，新錦江大酒店 (Jin Jiang Tower Hotel) 総支配人の
陸栄華氏（2009 年 10 月 29 日実施），および，明城大酒店 (Supreme Tower Hotel)   
マネージャーの Melissa Ni 氏は，「重視している指標値は何か」との問いに対し，
「平均客室単価」と「客室稼働率」と答えた。
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図表 5-3： ホテル産業における収益拡大に向けた戦略マップ(4)
出典：櫻井（2005），鈴木（2011）を参考に筆者作成
(3) インタビュー実施
前述の図表 5-3 をもとに，筆者はホテル産業有識者（実務経験者・研究者など）への   
インタビュー（非構造化インタビュー）を行った（図表 5-4）。 インタビューの目的は，
定性的手法ではあるがこの図（図表 5-3）の検証と，有効性やフィージビリティの確認で
                                                  
(4) 図表中の「Occ.」は，「客室稼働率」(Occupancy ratio) の略である。
サービス・クォリティ
RevPAR up
ADR keep (up)
Occ. up
客室売上高 up
固定費 down
GOP up
企業価値 up
コーポレート・
レピュテーション
財務の視点
新たな顧客の獲得
顧客の定着
顧客満足顧客の視点
高品質なサービス内部プロセス
の視点
ホスピタリティの涵養
評価制度 従業員満足組織構築 …学習と成長
の視点
総資産利益剰余金・
その他包括利益累積額
比率 up
新商品・新サービス
（例：MICE）
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ある。 なお，お話しいただいた事柄の公表については，各位にご了解いただいている。
図表 5-4： ホテル産業有識者へのインタビュー
日時・場所 インタビュイー 略歴（歴任を含む）
1 2011 年 8 月 13 日
9:30~11:15 （105 分）
某レストラン
根木 良友 氏 玉川大学 准教授
シェラトン・マウイ マネージャー
富士屋ホテル
2 2011 年 8 月 23 日
14:00~15:30 （90 分）
日本ホテル教育センター
村瀬 孝 氏 日本ホテル教育センター
キャピトル東急ホテル
3 2011 年 8 月 30 日
16:00~17:00 （60 分）
ロイヤルパークホテル
中村 裕 氏 ロイヤルパークホテルズアンド
リゾーツ顧問
ロイヤルパークホテル総支配人
日本ホテル協会会長
4 2011 年 9 月 2 日
19:00~20:00 （60 分）
ザ・リッツ・カールトン大阪
新 雅登 氏 ザ・リッツ・カールトン大阪
ゲストリレーションズ宿泊部門
スーパーバイザー
5 2011 年 9 月 5 日
18:00~19:00 （60 分）
某専門学校
（匿名） 某専門学校 専門講師
ホリディ・ヴィラ・スバン
マネージャー
6 2011 年 9 月 8 日
18:00~19:15 （75 分）
グランドプリンスホテル
高輪
徳永 清久 氏 プリンスホテル執行役員
ザ・プリンスさくらタワー東京，
グランドプリンスホテル高輪，
グランドプリンスホテル新高輪，
品川プリンスホテル 統括支配人
三宅 康晴 氏 ザ・プリンスさくらタワー東京，
グランドプリンスホテル高輪，
グランドプリンスホテル新高輪，
品川プリンスホテル 予約支配人
7 2012 年 2 月 3 日
10:00~11:30 （90 分）
Royal Orchid 
Guam Hotel
Mr. Mani Moinzadeh Royal Orchid Guam Hotel
General Manager
Pacific Island Club Guam
Marketing Director
8 2012 年 2 月 4 日
15:00~16:00 （50 分）
Royal Orchid 
Guam Hotel
Dr. Karri Perez Assistant Professor of
University of Guam
Director of 
Human Resource Department
of Westin Guam
シェラトン・グランデ・オーシャン
リゾート 人事部長
（次頁へつづく）
（第 5 章）
（吉岡 勉） 104
日時・場所 インタビュイー 略歴（歴任を含む）
9 2012 年 2 月 6 日
8:45~9:30 （45 分）
Antonio B. Won Pat 
Guam International 
Airport
Mr. Norman Aguilar Department Chair of
Tourism and Hospitality,
Guam Community College
10 2012 年 2 月 17 日
10:00~13:00 （180 分）
東京國際飯店（台北）
徐 銀樹 氏 東京國際飯店 董事/總經理
京都商務旅館 董事/總經理
中華民國旅館商業同業公會
全國聯合會  理事長
11 2012 年 4 月 7 日
13:30~14:30 （60 分）
産業能率大学
樺澤 絵美 氏 ザ・プリンスさくらタワー東京
出典：筆者作成
(4) インタビュー結果の整理
インタビューによりヒアリングできた事柄のうち代表的なものを，3 つのグループに
整理する。
a. 要素間の連関性
以下の内容は，提示した図（図表 5-3）に示した各要素の間の連関性を指摘するもの  
である。
<1> ［従業員満足→高品質なサービス］という関係が成立するはず。
<2> ［従業員満足→顧客満足］という関係が成立するはず。
<3> 「顧客満足」ではなく「顧客の定着」を重要課題とするべき。
<4> 従業員の満足と定着は高品質な人的サービスを提供するために不可欠な要素
である。
<5> 何のための収益（売上）増，利益剰余金増なのかが明確でなければ，従業員の  
モチベータにならない。また，収益増や利益増は最終目的ではない。この点で，
レピュテーションという要素がカギになる（株主視点のみならず，広義のレピュ
テーション）。
<6> 地域社会への貢献という要素は不可欠である。 ホテルは地域のランドマーク的
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な存在であり，地域社会との関係性強化は欠かせない。 この点は，その「地域
への来客数を増やす」という点で前項と共通する。
<7> Occ.が伸び悩んでいるときに，徹底したサービスレベルの向上に取り組み，その
結果として Occ.が回復した。 その後，ADR の up が可能になった。
b. 不足している要素
以下の内容は，提示した図に加えるべき要素に関する指摘，および，明確化すべき要素
に関する指摘である。
<1> リノベーションに向けた利益の蓄積は不可欠である。
<2> ハードウェア（建物，設備等）によるサービス品質と，ソフトウェア（人的サー
ビス）によるサービス品質が存在し，それぞれが重要な役割を果たす。
<3> ソフトウェアは，顧客との接点であることから，より重要な要素である。
<4> ハードウェアは，従業員にとって労働環境を意味することから，お客様の満足と
定着のみならず，従業員の満足と定着に向けて，リノベーションの実施とその
ための蓄積（利益留保）は不可欠要素である。
<5> この図に示されていない「お客様と従業員とのコミュニケーション」と，それに
よる「お客様ニーズの把握」，「お客様ニーズの充足（実現）」が大切であり，   
そのフローが収益獲得の源泉となる。
<6> 理念に共感し，サービスの提供によりお客様に満足いただくことを願うスタッフ
の採用（人選）が重要である。
<7> ADR を数百円 up したら，確実に Occ.が下がったという実例がある。
<8> 人材の採用という観点が，出発点として必要なのではないか。
c. 活用時
以下の内容は，提示した図を実務において活用する場面に関する指摘である。
<1> ユニフォーム・システム（宿泊産業統一会計基準）に基づくマネジメントにより，
この図における重視すべき点を把握できる。
<2> 平均客室単価(ADR)と客室稼働率は，一概に二律背反の関係といえるものでは
ない。 ADR の低下は，既存のロイヤル・カスタマーを失う可能性を高める。
<3> 現場への権限移譲はモチベーション維持向上の源泉となっている。
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<4> リピーター獲得ビジネスであるが，サービス提供についてはいわゆる「一発勝負」
「ぶっつけ本番」であるため，いかに顧客満足を高め「再び利用したい」と感じ
てもらえるかが大切である。 その満足が定着を生み，単価と稼働率を良化し，
売上高向上への原点である。
<5> 客室稼働率を増やすには，同じパイのなかでのシェア（パーセンテージ）を増や
すか，パイそのものを増やす（地域への流入量）しか方法がない。 その両方を
考慮する必要がある。
<6> ホスピタリティやサービスを重視するとともに，収益や利益を重視することも大
切である。 これら 2 つは，どちらを優先するというものではない。 よって，こ
の 2 者の間のバランスを保つことが重要である（このバランスを欠いたために，
サービスレベルが低下し，収益や利益の獲得に苦労しているホテルを，いくつも
目にしてきた）。
5. ホスピタリティ－レベニュー・サイクル
インタビューにより多くのご意見やご指摘を頂き，それらを反映したものが，図表 5-5
である。
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図表 5-5： ホスピタリティ－レベニュー・サイクル
※ 図中の「(1)」や「(1) a」は，以下の説明箇所の項番を示すものである。
出典：櫻井（2005），鈴木（2011），Heskett et al.（1994）等を参考に筆者作成
まずタイトルを「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」とした点については，これ
はインタビュイーからの指摘とともに，「サービス・リエンジニアリング研究会」（財団  
法人産業経理協会）における議論に端を発するものである。 というのも，当初は“ホテル
各社に共通する戦略マップ”という枠組みの構築を試みていたが，「そもそも各社共通の
従業員満足RevPAR up
ADR up
Occ. up
人材採用
職場設計
職務設計
報酬・認知
顧客サービス
用ツールの
構築・充実化
内部サービス品質
・・・
従業員の定着
（従業員ロイヤリティ）
(1) ホスピタリティ涵養(4) 財務
(2) 内部プロセス(3) 顧客
物的サービス
人的サービス
例： 顧客との
コミュニケーション
提供するサービス
の高品質化
・・・
新商品・
新サービス
例： ＭＩＣＥ
従業員の
生産性向上
地域への貢献
顧客満足
顧客の定着・
顧客ロイヤリティ
ブランド認知
新顧客の獲得
レピュテーション
客室売上高 ｕｐ
ＧＯＰ ｕｐ
利益剰余金
選抜・育成
(1) a
(1) b
(1) c
(2) a
(2) b
(2) c
(3) a
(3) b
(3) c
(3) d
(3) d
(3) e
(4) a
(4) b
(4) c
(4) d
(5) a
(5) b
(5) c
(5) d
(5) e
(2) a
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戦略」という点に対して疑問視するとの指摘があり，さらにその指摘に筆者が賛同した  
ためである。 経営戦略は企業ごとに異なるものであり，共通のものは戦略と呼べないのは
当然であろう。
この議論を経たうえでのホテル産業有識者へのインタビューにおいて，この図に示され
た流れ（因果関係）の認識は必要であり，この一連の関連性を理解する（させる）ことは
肝要との意見を受け，この図が示すとおり，ホスピタリティ涵養から GOP，そしてまた  
ホスピタリティ涵養へとつながる関係性を表すものとした。
以下，図表 5-5 における各要素間の関係について論述するが，これはインタビュイーの
発言をまとめ，さらに筆者の考察を付したものである。 (5)
(1) ホスピタリティ涵養の視点
ホスピタリティ産業の代表格として，ホテル産業を挙げることができる（福永・鈴木, 
1996, p.4; 徳江, 2011, p.28）。 すると，ホテル産業において「ホスピタリティ涵養」は，
戦略マップにおける「学習と成長」に相当するといえよう。 すなわち，ホスピタリティは
ホテルにおいて提供するサービスの基礎だからである。
a. 内部サービス品質
内部サービス品質の部分に列挙した要素は，Heskett et al.（1994）による「サービス・
プロフィット・チェーン」の「内部サービス品質」に関する論点である。 これらの論点が
ホスピタリティ涵養に資する（または不可欠である）との指摘をインタビュイー全員から
受けた。
また，これらの要素を適用ならびに活用するのは，あるいは，これらの要素を構築する
のは，採用し，勤務する人材である。 これらの要素がホテルごと，企業ごとに異なること
は当然であるため，そのホテル・企業ごとの内部サービス品質に適合する（しうる）人材
を採用することは不可欠といえる。
さらに，人材の採用に関連し，第 4 章で述べた「宿泊産業統一会計基準」（ユニフォー
ム・システム; USALI）のもたらすベネフィットは，着目すべき点といえるだろう。 すな
わち，人材流動性の高いホテル産業において，とくにマネージャー人材の採用に関して  
                                                  
(5) インタビュイーを明記していない箇所は，当該記述の明記可否に関する確認ができな
かったか，あるいは明記するべきではないと筆者が判断したものである。
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いえば，USALI の果たす役割は大きいといえる。
b. 内部サービス品質 ⇒ 従業員満足
内部サービス品質として挙げた職務設計，職場設計，報酬・認知などの要素は，従業員
満足に資するものといえる。 というのも，あるインタビュイー（徳永氏）は，「すべての
従業員を希望どおりの部署やポジションに割り当てることは不可能だが，希望どおりで
あるかどうかに関わらず，割り当てた役割（やポジション）に従業員が満足するよう仕向
けるのがマネージャーおよびゼネラルマネージャーの役目である」と指摘した。 つまり，
ホテルビジネスにおいて不可欠であるホスピタリティを涵養するために職場や職務を設計
し，評価・報酬制度を構築するといった事柄の必要性を論じているのである。
つまり，ホスピタリティ涵養という視点で内部サービス品質を向上することは，従業員
の満足度を高めることに資するといえよう。
また，「現場への権限移譲はモチベーション維持向上の源泉」というインタビュイーに
よる指摘は，内部サービス品質が従業員満足を生みだす好例といえよう。 とくに職務設計
において適切な権限委譲が行われることにより，従業員はサービス業によくいわれる  
「真実の瞬間」(the moment of truth)（Carlzon, 1985）において適切な顧客サービスを  
提供できるだろう。 そして，権限を委譲されている従業員としては，自らの裁量で顧客  
へのサービスを提供できることにより，満足度合いを高めることになるといえる。
c. 従業員満足 ⇒ 従業員の定着（従業員ロイヤリティ）
あるインタビュイー（徳永氏）は，ホテルにおける従業員の定着がいかに大切であるか
を指摘した。 たとえばドアやベルといった，顧客に早いタイミングで接するサービス・  
パーソンが変わるだけで，そのホテルのサービスレベルが低下するというのである。また，
別のインタビュイーはこの点に関連し，サービス・パーソンが顧客を連れていく，すなわ
ち，あるサービス・パーソンが他のホテルに異動もしくは転職した場合，そのサービス・
パーソンに対して好印象を抱いている顧客が異動先（もしくは転職先）へ流れていくこと
は，稀ではないと指摘した。
これは当を得た指摘といえる。 というのも，あるインタビュイーによれば，特にロイ
ヤル・カスタマーといわれるロイヤリティの高い顧客の場合，サービス・パーソンに個人
名を呼ばれるなど，ある種の特別扱いを受けることを期待するというのである。 リピート
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利用の回数が多い顧客であれば，これは当然といえるだろう。
しかし，従業員の定着度合いの悪化によりサービス・パーソンが変わることで，このよ
うないわゆる特別扱いを提供することが難しくなるものである。 そこで，このようなロイ
ヤル・カスタマーが期待するサービス（この場合，ある種の特別扱い）を受けられなく   
なるのである。 それがサービスレベルの低下につながり，ひいてはそのロイヤル・カスタ
マーを失うことになりかねない。
もちろん，ジョブ・ローテーション等の理由でサービス・パーソンが変わることがある
ことは言うまでもない。しかし，当項の論点である「従業員の定着（従業員ロイヤリティ）」
についていえば，いかに従業員満足度を高め，従業員がそのホテルに定着するか，つまり
いかに従業員がその職場であるホテルに対してロイヤリティを高めるかは重要な点といえ
よう。
この点で，「従業員満足度は，従業員の定着に正の相関がある。 よって，従業員満足度
を高めることは，従業員ロイヤリティを高め，そのことでサービスレベルを向上すること
は必須」とのインタビュイー（根木氏）の指摘は正しいといえるだろう。
(2) 内部プロセスの視点
a. 従業員満足 ⇒ 従業員の生産性向上 ⇒ 提供するサービスの高品質化
ホテル産業における従業員の生産性は，しばしば議論される点である。 労働集約型と
いえるホテル産業において，Input となる従業員の労働から得られるリターンの割合が
著しく低いというのである。
しかし，同量の Input から生み出される Output が多くなれば，生産性が向上すること
は当然である。 そこで問題となるのは，何を Output とみなすかという点であろう。   
もちろんビジネスである以上，第一義的には利益（や収益）を挙げるべきなのは当然で  
ある。 しかし，「内部プロセスの視点」の枠に限定するならば，利益（や収益）ではなく，
定量的測定の難しい点ではあるが，Output を「顧客へ提供するサービス」と定義する   
ことがベターなのではないだろうか。
では，従業員満足は生産性の向上，すなわち，提供するサービスの高品質化をもたらす
のであろうか。 インタビュイー（村瀬氏，徳永氏，根木氏）の「ハードウェアは，従業員
にとって労働環境を意味する」という指摘，および，「従業員の満足と定着は，高品質な  
人的サービスを提供するために不可欠な要素」という指摘が，この二者の関係を示すと  
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いえよう。 すなわち，職場環境のうち大きな要素であるハードウェア（建物，FFE; 
Furniture Fixture Equipment など）により満足を得られている従業員は，高品質な人的
サービスを提供し得る，つまり生産性が高まるというわけである。
このように捉えた結果，「従業員満足 ⇒ 従業員の生産性向上」，そして，従業員の生産
性向上 ⇒ 提供するサービスの高品質化」のアローが描かれることになる。
b. 従業員の定着（従業員ロイヤリティ） ⇒ 提供するサービスの高品質化
「従業員満足 ⇒ 従業員の定着（従業員ロイヤリティ）」の項にも論述したが，提供  
するサービスを高品質化するために，従業員の定着は欠かすことができないといえよう。
この点は，インタビュイー（村瀬氏，徳永氏，根木氏）が指摘した，「従業員の満足と定着
は，高品質な人的サービスを提供するために不可欠」との声と整合している。
さらに，顧客へ提供するサービスを高品質化するために不可欠なのが，顧客とのコミュ
ニケーションであるとの指摘が，インタビュイー（中村氏）からなされた。 顧客ニーズを
把握し，把握したニーズを充足するために，顧客とのコミュニケーションは不可欠だと  
いうのである。
この点で，インタビュイー（中村氏）は，具体的な実例を挙げて説明した。
一例として，お客様がホテルに到着したとき，あるいはチェックインを終えて
客室へ向かうときなどに，この「顧客とのコミュニケーション」が重要なのです。
というのも最近は，キャリーバッグをお使いになるお客様が増えています。
そのようなお客様は，ベルボーイ（ベルガール）がご自分のキャリーバッグを  
運ぶことを快く感じない場合が少なくありません。 現に，キャリーバッグの場合
はご自身で運ぶことを好まれるお客様が多いのです。
しかし，当然ながら，キャリーバッグであってもベルボーイ（ベルガール）が
荷物を運んでくれると期待するお客様もおられます。 そこで，ベルボーイ（ベル
ガール）としては，目の前におられるお客様がどちらを希望しておられるかを  
知る必要があります。 そのために，お客様とのコミュニケーション，より具体的
にいえば，タイミングのよい「お声がけ」が必要となるのです。 黙って目の前の
お客様を見ているだけでは，そのお客様のニーズを知ることはできません。
また，筆者自身のホテル滞在の経験も，この点を示すものといえよう。
筆者が宿泊したあるホテルでは，フロント，ベル，ルームサービス，ターン   
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ダウン，プール・ジム，ゲストリレーションズといった，筆者が滞在している間
に接したすべてのスタッフが，事あるごとに，「他になにかお手伝いできることが
ありますか？」，「他にお困りのことはございませんか？」といった具合に，顧客
ニーズを徹底的に知ろうと務めていた。 この点について同ホテルの方に話を  
伺ったところ，「すべてのお客様に対して“パーフェクト”を提供するため」，  
「私たちは，例えていうなら，5 段階評価で，すべてのお客様から常に 5 の評価
を頂かなければならない」との回答を得られた。
いずれの実例をみても，顧客ニーズを把握し充足するために，顧客とのコミュニケーシ
ョンが不可欠であることがわかる。
では，顧客とのコミュニケーションは，何を源泉として生み出されるのであろうか。
「お客様に快適に過ごしていただきたい」との気持ち(6)は当然のことながら，従業員ロイ
ヤリティもその源泉といえるのではないだろうか。 というのも，逆説的に，ロイヤリティ
の低い従業員が，自らの勤務先であるホテルにおいて，顧客ニーズを把握・充足しようと
積極的に行動できるだろうかと考えるときに，この答えが明らかになるだろう。
さらに，新商品・新サービスの提供も，サービスの高品質化を構成する要素といえる  
だろう。 一例として第 3 章に述べた MICE についていえば，ある企業の MICE（特に
incentive）担当者が述べた「ありきたりのサービス」ではなく，工夫をこらした，しかし
コストが増加するわけではないサービスの提供は，顧客ニーズに基づくものであると  
いえる。 この MICE 担当者は，「ホテルでのパーティーで，どこにでもあるような立食  
ビュッフェ形式の，ありきたりなメニューでは，incentive としての効果が薄れてしまう。
あるとき，ビュッフェの品数を減らし，代わりに寿司職人が目の前で寿司を握る寿司スタ
ンドを設けたところ，大人気となった。 ネタの種類は極力絞り込んだが，それでも行列が
絶えなかった」と実例を紹介した。
このような取り組みには，ホテル内（つまり企業内）における部署を横断したコラボ  
レーションが不可欠といえよう。 この企業内コラボレーションを推進するための会計に
ついては，第 3 章のとおりである。 すなわち，MICE サービス・プロバイダーとしての
ホテルにおいて MICE を開催するためには，多部門の間におけるコラボレーションが不可
欠である。 そこで，とくに原価企画やエンパワーメントとアカウンタビリティといった点
に基づく「コラボレーション型パターン」による MICE ビジネスへの着眼は，顧客への  
                                                  
(6) これを「ホスピタリティ」と呼ぶこともできるだろう。
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サービス品質をより良いものとするために有用である。
では，MICE のような新商品・新サービスは，どのように生み出されるのであろうか。
もちろん顧客ニーズにその源泉を見出すべきであることは，いうまでもない。 ではどう
すれば顧客ニーズを把握できるのであろうか。 ここに，従業員の定着の意義があると  
いえる。 すなわち，定着している従業員は，そのホテルにおける顧客ニーズを，長期間に
わたる顧客とのコミュニケーションや経験により蓄えられた暗黙知は，その時々の顧客
ニーズを把握するために役立つといえるだろう。 この，マニュアル化することが不可能と
いいうる暗黙知を新たな従業員に共有していくことは，非常に困難を極めるからである
（徳江, 2011, p.188）。
c. 提供するサービスの高品質化 ⇒ 地域への貢献
ホテルが提供するサービスの対象は，その顧客に限定されるわけではない。 「企業  
としてのホテル」ととらえるならば，ホテルにとって，地域社会への貢献を欠くことが  
できないであろう。
この点で，あるインタビュイーからは，「地域社会との関係性の強化」を要するとの  
指摘がある。 ホテルが地域のランドマークとしての役割を担っていると考えるならば，
これは当然のことといえよう。 さらにあるインタビュイー（徳永氏）は，「地域のみなさ
まとうまくやっていかなければ，ホテルビジネスは続けられない」との見解を示した。   
ホテルへの来客者が増加することは，その地域への一時的な流入者数が増えることを意味
するため，地域社会との良質な関係性の構築は不可欠だというのである。
地域への貢献という点についての好例として，「お祭り（盆踊り大会）」を開催している
ホテルがある。 地域の方々が自由に参加し，そのホテルの従業員が接客にあたるというの
である。もちろんこのようなイベントの開催により，そのホテルに足を運ぶ機会を増やし，
ひいては何らかの形で顧客となることを望んでいるという考えがあるかもしれない。しか
しこの事例は，地域への貢献の一例といえるだろう。
では，ホテルが提供するサービスの高品質化は，どのように地域社会に貢献するだろう
か。 この事例を例にとり逆説的に考えることで，この問いに対する答えを導き出すことが
できるだろう。 つまり，たとえホテルで「お祭り」を開催し，地域の方々が自由に参加   
できる機会とするとしても，そこで提供されるサービスの品質が低いものであるとすれば，
はたして「お祭り」への来場者は次回の「お祭り」の機会にそのホテルへ足を運ぶだろう
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か，さらに，「お祭り」への来場者がそのホテルの顧客となるだろうかと考えるならば，  
高品質なサービスを地域社会に対しても提供することの必要性を理解できるのである。
つまり，高品質なサービスが地域社会へ提供されることは不可欠なのである。
(3) 顧客の視点
a. 提供するサービスの高品質化 ⇒ 顧客満足
ホテルによって顧客へ提供されるサービスが高品質化されることにより，顧客満足度が
向上することになるというのは，当然のことといえよう。 しかし，「このサービスを提供
すれば顧客は満足するだろう」とのシーズ思考に基づくサービス提供では，この関係は  
成立しない。 その根底にはホスピタリティ，すなわち顧客が望み，顧客が喜び，顧客が  
満足するサービスを提供するとの姿勢が必要といえよう。
「顧客満足」について Kotler et al. （2003, 邦訳 p.11）は，「製品の購買者が実際に   
知覚する価値と，期待した価値との差」と定義しており，「製品の価値が期待を下回れば，
購買者は不満を覚える。 価値と期待が一致すれば，購買者は満足する。 価値が期待を  
上回れば，購買者は喜ぶ」とし，さらに「提供できる価値だけを顧客に約束し，約束した
以上の価値を提供することで顧客を喜ばせるのが，賢い企業のやり方である」としている。
また，Looy et al. （2003, 邦訳 p. 83）は「顧客満足」を，「企業，製品，もしくはサー
ビスに対する顧客の期待と，それらの達成度に対する顧客の近くの差によって生じる感情」
と定義し，「知覚した達成度が期待に合致する。 もしくは期待を上回るものであれば顧客
は満足するが，そうでなければ不満を覚える。 だからこそ，企業は顧客の期待を正しく  
コントロールし，企業が何を提供しようとしているかを顧客に正しく理解させなければ
ならない」としている。
つまり，「顧客の期待」が，まず着眼すべき点なのである。 顧客に何を期待させ，その
うえで，顧客が何を期待しているのかを理解し，提供するサービスが少なくともその期待
と一致する，さらにその期待を上回ることにより，顧客満足が生み出されるのである。
また，第 3 章にも述べた MICE は，近年注目されニーズが高まっている分野であり，  
これはホテルにとって新商品・新サービスということができる。 顧客ニーズとしては，  
ホテルにおける MICE の開催は，宿泊や料飲，会議といった MICE に要するサービスを
一カ所で受けられるという魅力がある。 また，ホテルにとって別のステークホルダーで
ある地域社会の視点に立てば，ホテルでの MICE 開催により，その地域への潜在顧客流入
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量が増えることになり，地域経済の活性化につながるとの側面を持つ。 さらに別のステー
クホルダーである国・政府レベルの視点に立つならば，海外からの MICE 顧客を迎える
ことにより，大きな経済効果と外貨獲得，さらには税収増のチャンスを得ることになる。
このように捉えることで，「提供するサービスの高品質化 ⇒ 顧客満足」のアローが  
描かれることとなる。
b. 顧客満足 ⇒ 顧客の定着・顧客ロイヤリティ
「ホテル産業はリピーター獲得ビジネスである」と，インタビュイー全員が回答して
いる。 つまり，一度利用した顧客が再び利用することにより，さらに再利用の回数を増や
し，長期にわたって利用してもらうことが，ホテル産業にとって不可欠であるというので
ある。 端的にいえば，これは顧客ロイヤリティを高めることといえよう。
では，顧客ロイヤリティとは何であろうか。 Looy et al. （2003, 邦訳 p. 83）は「顧客
ロイヤリティ」を，「企業とその製品もしくはサービスに対して肯定的な態度を持った顧客
の行動であり，長期にわたる積極的な購買パターン（反復購入，購入頻度，財布のシェア
といった指標によって測定される）が特徴として見られる」としている。
顧客満足と顧客ロイヤリティの関係について，Heskett et al. （1997, 邦訳 p.112）は，
図表 5-6 を示している。
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図表 5-6： 顧客満足と顧客ロイヤリティの関係
出典：Heskett et al.（1997, 邦訳 p.112）
Heskett et al.（1997, 邦訳 p.112）は図表 5-6 における「伝道者」（満足度とロイヤリテ
ィが共に高い顧客），伝道者に近い顧客，そして「テロリスト」に位置する顧客が「もっと
も重要な」顧客グループであるとしている。 「伝道者」のグループに属する顧客は，いわ
ゆるクチコミの発信により，自然と営業員（あるいは宣伝部員）の役割を果たしてくれる，
ホテルにとっての資産ともいえる貴重な顧客である。 であれば，図表 5-6 において「伝道
者」に近い位置にいる顧客をいかに「伝道者」に変えるかという点について，重視する   
必要があるのは当然といえよう。 その一方で，「テロリスト」に属する顧客は，「不満な  
だけでなく，それを他人に言い触らす」，「それも多数の他人に言い触らす」（Heskett et al., 
1997, 邦訳 p.112）と，その危険性を述べて，「テロリスト」を「黙らせることには，大き
な意味がある」としている。 これらより，ロイヤリティの高い顧客の獲得，換言すれば  
顧客ロイヤリティを高めることの重要性を知ることができる。
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c. ブランド認知 ⇒ 新顧客の獲得
アメリカ・マーケティング協会は「ブランド」を「個別の売り手もしくは売り手集団の
商品やサービスを識別させ，競合他社の商品やサービスから差別化するための名称，言葉，
記号，シンボル，デザイン，あるいはそれらを組み合わせたもの」(7)と定義している（Kotler 
and Keller, 2006, 邦訳 p.340）。 また，その役割について Kotler and Keller（2006, 邦訳
pp.340~341）は，「消費者の生活が複雑化して忙しくなり，時間に追われるようになるに
つれ，意思決定を簡単にし，リスクを軽減するブランドの能力は貴重なものとなる」とし
ている。 さらに，Kotler et al.（2003, 邦訳 p.235）は，「ブランドは売り手の製品やサー
ビスを明確化し，競合他社の製品やサービスとの差別化を図る」とし，ブランド名やブラ
ンドマークについては「ブランドの一部分」としている。
つまり，ホテル産業におけるブランドとは，いわば「このブランドであればこういう  
サービスが提供される」と識別（判断）するためのもの，ということができよう。よって，
ブランドには，プラスの影響を及ぼすものもあれば，その逆にマイナスの影響を及ぼして
しまうものもあるということになる。
これらより，強固なブランド，つまり，正の影響力が大きいブランドが形成されること
で，顧客（当項についていえば潜在的顧客）の選択に影響を及ぼし，自ホテルの利用に   
つながる，という関係が存在するといえよう。
d. 顧客の定着・顧客ロイヤリティ ⇒ 客室稼働率(Occ.) up，平均客室単価(ADR) up
ロイヤリティの高い顧客は，Looy et al. （2003, 邦訳 p. 83）が指摘するとおり反復  
購買や購買頻度がその特徴であることから，再びそのホテルを利用し，その結果として  
客室稼働率 (Occupancy Ratio) が高まることになる。 このことからも，顧客ロイヤリ  
ティを高めることの必要性を理解できるだろう。
さらに平均客室単価 (ADR) についていえば，あるインタビュイーは，「高いロイヤリ
ティを有する顧客は，売価（つまり客室単価）を下げることで，ロイヤリティが低下する」
との声を発している。 というのも，自らの経験から，平均客室単価と客層には相関関係が
あり，平均客室単価を低下させることで，そのホテルの客層が，それまでロイヤル・カス
タマーであった顧客とは合わない客層になってしまうというのである。 このことから，
                                                  
(7) “A name, term, design, symbol, or any other feature that identifies one seller's 
good or service as distinct from those of other sellers.” (American Marketing 
Association – website)
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高いロイヤリティをもつ顧客を引き続きロイヤル・カスタマーとしていくためには，単価
の“下げ幅”や“下限”に配慮が必要であることがわかる。 またこの点は，逆説的に考え
るならば，高いロイヤリティをもつ顧客の存在は，ある程度以上の低価格競争には加わら
なくても，適切な価格設定により平均客室単価を保つことができることを意味する。
これらの点より，顧客ロイヤリティを高めることの必要性を理解することができる。
e. 新顧客の獲得 ⇒ 客室稼働率(Occ.) up
新規顧客を獲得することが客室稼働率の上昇をもたらすことは，いうまでもない。   
客室利用客の増加は客室稼働率の増加を意味するからである。
前述のとおり新顧客の獲得がブランド認知によってもたらされるとの点を考えるなら
ば，その顧客は「このブランドであればこういうサービスが提供される」と識別のもとに
そのホテルを初めて利用しているといえよう。 ということは，その新規顧客の期待を  
充たし，可能であればその期待レベル以上のリターンが顧客にもたらされることが望まし
いことは，いうまでもない。
さらに，ホテル産業がリピーター獲得ビジネスである以上，その新規顧客がリピート
購買し，ゆくゆくはロイヤル・カスタマーになることを望むのは当然といえよう。 という
ことは，前述のとおり単に顧客が満足するだけではなく，顧客がそのホテルにおける経験
について感動するようなサービスの提供が求められることになる。
なお，前項 d.との共通項目として客室稼働率(Occ.)がある。 この点であるインタビュイ
ー（匿名）は実例を提示しつつ，「客室稼働率を過度に重視することは，失敗につながり  
やすい」と指摘した。 というのも，客室稼働率が 100%に近い数字となった時にこそ注意
を要し，実態として利益が出ていなかったというケースを経験したというのである。   
つまり，そうとう低い客室単価（および ADR）で客室を販売した結果として客室稼働率が
高まった事例であり，利益を生み出さず，かえって損失となったというのである。 もちろ
んこの状態に対してはすぐに改善を指示したとのことではあるが，本稿第 2 章における
問題提起，すなわち，日本において多くのホテルが客室稼働率を最重要指標値としている
（清水・庵谷, 2010, p.14）という現状への警鐘となり得る指摘であろう。
この点で同じインタビュイーは「バランス」を強調した。 つまり，ADR と客室稼働率
のバランスをよく考慮することで，ADR のみ，あるいは客室稼働率のみを高めるというの
ではなく，それら 2 つの要素の積である RevPAR を高めることができ，さらには GOP な
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どの利益を得ることが可能となるというのである。 この指摘は，自明の理ともとらえられ
ることではあるが，日本におけるホテル産業の実態との間に差異が見られる点ともいえる
だろう。
(4) 財務の視点(8)
ホテル産業がビジネスとして成り立つためには，当然のことながら財務的要素について
の考慮は不可欠といえる。 本稿ではこの点で，財務的側面における「収益」に着目する。
a. RevPAR up ⇒ 客室売上高 up
RevPAR の上昇が客室売上高の上昇をもたらすことは，当然といえる。
客室売上高とは「一般に客室や特別室を賃貸することから生じる」収益である（The 
Hotel Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳 p.46）。
第 2 章にも示したとおり，日本のホテル産業では「これまでどちらかと言えば，ADR
の方がRevPAR よりも注目されてきた感がある」（石渡, 2007b, p.37）。しかし石渡（2007b, 
p.37）によれば，RevPAR は「ADR と客室稼働率の両方の性格を併せ持った，つまり双方
をバランスよく上げなければ高めることができない」指標値であり，それゆえに「今後は
より注目していきたい」としている。
この点は，先に詳述した RevPAR の公式によっても明らかといえるだろう。 というの
も，RevPAR は「販売可能客室数」，つまりそのホテルにおける（販売可能な）すべての
客室数を分母として算出される指標値であり，ホテル産業の特徴ともいえる「在庫調整が
利かない」（藤崎, 2008, pp.321~322）という点に即したものといえるからである。
またこの点は，ごく簡単な「単価×数量＝売上」という公式に基づいて検討することで
理解できる。 平均客室単価を「単価」，客室稼働率を「数量」と当てはめることで得られ
る，「売上」に該当する RevPAR を高めることは，ホテル産業における喫緊の課題なので
ある。 さらには，第 2 章で述べたとおり，RevPAR と客室売上の間には有意な相関関係
                                                  
(8) 客室稼働率 (occ.) および平均客室単価 (ADR) と RevPAR との間の関係性について
は，「戦略マップ」において図示される因果関係とは異なり，論理的関係，つまり，   
客室稼働率か平均客室単価が上昇すれば，“必ず”RevPAR が上昇するという関係に
ある。 これは，客室稼働率 (Occ.) と平均客室単価 (ADR) は RevPAR の構成要素で
あり，RevPAR からみて客室稼働率 (Occ.) の増加と平均客室単価 (ADR) の増加は，
RevPAR を高めるための事前尺度とはいえないからである。 よって本稿では，客室
稼働率 (Occ.) と RevPAR，平均客室単価(ADR)と RevPAR との間の関係については
詳述しないものとする。
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があることからも，RevPAR の up が客室売上高 up に影響を及ぼすことを理解できる。
b. 客室売上高 up ⇒ GOP up
GOP（Gross Operational Profit; 営業総利益）は，部門利益（売上から部門費用を減算）
から配賦不能営業費用（一般管理，販売・マーケティング，施設運営・維持，水道光熱費）
を減算した利益であり，ホテル産業に特有ともいえる利益概念である（The Hotel 
Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳 pp.39~41）。
GOP の構成要素は当然のことながら売上と費用である。 よって，本稿が対象とする  
客室部門における売上高（客室売上高）の増加は，GOP の増加に貢献することになる   
だろう。 無論これには，客室部門における費用が売上高の増加分を超えないという前提が
必要である。 しかし，客室売上の増加に伴う費用の増分の大半が変動費であることから，
客室部門においては売上の増加が GOP の増加をもたらすと考えられる（The Hotel 
Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳 pp.44~45）。
c. GOP up ⇒ 利益剰余金
GOP の増加は，利益（の一部分）の蓄積である利益剰余金の増加に関係する(9)。 利益
剰余金の元となる当期純利益と GOP は意を異にする利益であるが，GOP の増加は当期
純利益の増加をもたらすことは疑いがない(10)。
そこで，ホテル経営において GOP が重視されている現状を鑑みるときに，「ホスピタリ
ティ－レベニュー・サイクル」において GOP から利益剰余金へのアローをマッピング  
することが，有用性を高めるものとなると考える。 なおこの点については，インタビュ  
イー（Mr. Aguilar）より「GOP が（起点として利益剰余金へのアローが）マッピング   
されていることで，ホテル産業特有のものとして理解しやすくなる」とのコメントを受け
ている。 (11)
                                                  
(9) 利益剰余金は創業以来の純利益の累積であり，そこから配当が控除された額といえる。
(10) GOP の減少が当期純利益の減少をもたらすことも，同様といえる。
(11) なお，これまで論じてきた客室稼働率や ADR，RevPAR，客室売上高，GOP といっ
た指標値は，“Uniform System of Accounts for the Lodging Industry” (The Hotel 
Association of New York City, Inc., 2006) に規定されているものである。 第 4 章で
述べた，USALI の導入と活用が，「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」に有効
であることは，いうまでもない。
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d. 利益剰余金 ⇒ 内部サービス品質
利益剰余金の増加により，内部サービス品質をより向上するための投資に振り向ける
ための原資を豊かにすることができる。
複数のインタビュイー（徳永氏など）は，労働環境としての建物や客室，また従業員専
用スペースなどの改善（修繕）が，従業員満足をもたらすためのカギになると答えた。   
つまり，各種の修繕のための投資原資が不可欠というのである。 そのためにも，利益剰余
金の蓄積は不可欠と言えよう。
ただ，財務諸表上の利益剰余金が増加することは，その企業の真の安全性を示すものと
なり得るが，貸借対照表において相対する資産の保有形態にも着目する必要がある。 たと
え利益剰余金が多額に計上されているとしても，それに相対する資産が取得済みの固定
資産として計上されているのであれば，当該固定資産が借入金などの負債を原資とする
所有ではないという点では安全性の高さや財務の健全性を示すものとなるが，将来に向け
た投資の原資としてみなすことはできない。 そこで，利益剰余金に相対する資産としての
当座資産を適切な範囲で保有していることが，修繕投資に向けた資金保有の形態としては
適切といえるだろう。
なお，修繕のための資金としては修繕引当金による保有が一般的である。 しかし，  
現時点で公表されている IFRS において修繕目的の資金を引き当てることができなくなる
と考えられるため，前述のとおり利益剰余金（その内訳としての積立金）と，その相対   
する資産に着目したうえでの修繕目的資金を蓄積することが適切といえるだろう。
また，修繕のための資金としては，借入金の利用が多いという現状がある。 インタビ
ュイーの数名は，大規模修繕に際しては借入金をメインに資金手当てを考えると回答して
いる。 この点については，修繕を目的とする引当金や積立金が税制における損金算入が
認められていないため，節税効果を勘案する時に借入金のほうが有利との点が，判断要因
の一部となっているとのことである。
しかし，この分野における有識者の 1 人は，金融機関側の視点において，修繕を目的  
とする資金の貸し出しにおいて，利益剰余金の蓄積額は，審査材料として大きな位置を  
占めると語っている。 すなわち，利益剰余金を当該企業の安全性および財務健全性の判断
材料とするというのである。 この点を考えるときに，利益剰余金の蓄積を重視することは
重要といえるだろう。
とはいえ，過度に利益剰余金の蓄積を重視することは，配当政策への悪影響や，リノベ
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ーション投資を控えすぎることにつながりかねない。この点での経営者によるバランスの
とれた意思決定が重要といえるだろう。
(5) レピュテーションと各要素との関連性
「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」には，中心にレピュテーションをマッピン
グしている。 これは，他の 4 つの視点のいずれにも関係するという意味である(12)。
ここにいうレピュテーションとは，櫻井（2005, p.31）の「経営者および従業員による
過去の行為の結果，および現在と将来の予測情報をもとに，企業を取り巻くさまざまなス
テークホルダーから導かれる持続可能な競争優位」を主要な論点とする。 さらに，レピュ
テーションという単語そのものが持つ意味である「評判」，そして櫻井（2005, p.31）が  
言及した永田（1998）および酒井（1998）による見解である「風評・風説」「情報流布」
といった意味も包含するものとする。
a. レピュテーション ⇒ 従業員満足
レピュテーションが従業員満足に影響を及ぼすとは，インタビュイーの指摘する点で
ある。 というのも，高いレピュテーション，すなわち，高い（強い）競争優位性を維持   
している企業に勤務しているという事実は，従業員に満足をもたらしうるであろう。 さら
に，良い評判を得ているホテルに勤務できているという事実によっても，従業員は満足を
得られると考えられる。 これらの点を考慮するに，レピュテーションが従業員満足に影響
を及ぼすという点を考えることができる。
b. 地域への貢献 ⇒ レピュテーション
ホテルによる地域への貢献は，地域社会にそのホテルに関するプラスのレピュテーショ
ンをもたらすことになるであろう。 ただ，この点で，前述のような地域の人々を招いた  
イベントにおける接客態度やサービスといった点が，レピュテーションの正負を決める
ものとなりえることは，認識を要する点といえよう。
c. 顧客の定着・顧客ロイヤリティ ⇒ レピュテーション
高いロイヤリティをもつに至った顧客は，当然のことながら高い評価を下したといえる
                                                  
(12) よって，他の 4 つの視点との間での優劣や重要度の順位性を意味するものではない。
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だろう。 すると，その顧客によるレピュテーションも高いものと言い得る。
顧客が高い（良い）レピュテーションをもつに至ると，その次に起きることは何であろ
うか。 ここに着目すべき点がある。 すなわち，いわゆる「クチコミ」効果である。
良い経験をした（つまり良いサービスを受けた，非常に満足し感動した）顧客は，その
体験を他の人に話すことが多い。 これは，前述の図表 5-6 において示した「伝道者」の  
役割を果たすことに符合する。 このアクションが高いレピュテーションの効果であり，
「クチコミ」による宣伝は信ぴょう性の高いものとして，その情報の受け手に伝わるもの
である。
このように，顧客の定着とロイヤリティは，レピュテーションを生みだすものとなるの
である。
d. レピュテーション ⇒ ブランド認知
高い評判を受けているホテルは，その評判ゆえにブランドが確立されているということ
ができる。 そしてそのブランドが認知されるときに，顧客はホテル利用というアクション
を起こすことは想像に難くない。
つまり，レピュテーションは新規顧客を獲得するための源泉の 1 つとなり得るのであり，
そのためにマネジメントを要する点といえるのである。
e. 利益剰余金 ⇒ レピュテーション
前述のとおり利益剰余金は企業の安全性と財務健全性を意味するのであるから，利益
剰余金の増加は，とくに株主の視点におけるコーポレート・レピュテーションを高める  
ことになるといえよう。 この点は，財務会計の視点による経営戦略として，不可欠もの  
といえる。 すなわち，株主を対象とした戦略会計の重要な要素ということである。
この種のレピュテーションを高められるときに，さらなる投資家の（良い意味での）  
着目を浴びることになるであろう。 このことは，資金調達における有利性をもたらすこと
になる。 端的にいえば，資金調達を要する局面において，資金を集めやすくなるという  
意味である。 (13)
ただ，この点で，第 1 章に述べたとおり，利益剰余金とともに国際財務報告基準 (IFRS)
により新たに加えられる利益概念である包括利益を勘案することは，株主視点のレピュテ
                                                  
(13) さらには，資金調達コストの低減による利益剰余金の確保という関連も生み出される。
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ーションに不可欠といえよう。 そこで，第 1 章において提唱した総資産利益剰余金・   
その他包括利益累積額比率への着目は欠かせないといえる。
6. むすびにかえて
鉱物資源の少ない日本では，これまでは加工貿易，つまり資源を輸入し，その資源を  
製品化したうえで輸出するという方法によって経済発展を遂げてきた。
今後さらに日本経済が安定し発展するためには，日本が元来有している別の種類のリソ
ース，すなわち観光資源や人的資産がこれまで以上に着目されてしかるべきと考える。
では，それらが有効に，経済発展のために活用される手段は何であろうか。 筆者はこの  
問いへの回答として，輸出製品としてのインバウンド観光，すなわち訪日外国人旅客の  
増加を挙げる。
日本には元来，人をもてなす文化がある。 この点についてあるインタビュイーは，  
外資系ホテルが日本に進出し日本人をワーカーとして欲するのは，そのもてなし文化を，
企業がことさら教育せずとも有しているからであると述べた。 すなわち，顧客との接点
となるホテリエとして，日本人の文化は適しているというわけである。
では，ホテル産業における経営の側面についてはどうだろうか。 観光庁が主催した
「観光経営マネジメント学術セミナー」（2011 年 9 月）では，複数の講師が口々に日本の
ホテル産業に言及し，「これからの日本のホテル産業では，マネジメントがより重視されな
ければならず，そのための大学教育も不可欠」と強烈に指摘した。 サービスの現場で働く
ホテリエの育成のみならず，ホテル産業におけるマネージャーとしてマネジメントを実践
できる人材の育成が，今後不可欠であるというのである。
そこで，同産業のマネジメントにおける会計に着目した研究は，その意義を有すると
筆者は考える。 ホテル産業がボランティアではなくビジネスである以上，会計的側面を
切り離すことはできない(14)。 端的にいえば，利益を生み出せない企業は，遅かれ早かれ
市場から消えることになるからである。
本稿は，日本人ホテリエが得意とするホスピタリティの，収益創出への関連性を明らか
にした。 この意識が少なくてもホテルに勤務するマネージャー人材に浸透することが，
                                                  
(14) あるインタビュイ （ー中村氏）はこの点で，「会計あってのビジネスでありマネジメン
ト」であると述べた。
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ホテル産業発展への一助となることを切に願うものである。 (15)
                                                  
(15) 本章における研究の今後に向けた課題としては，コストに着目した研究が挙げられる。
本稿では客室収益に関する論述を進めてきた。 しかし，とくに GOP，つまり営業総
“利益”について考えるときに，客室部門におけるコストに関する研究が不可欠であ
ることはいうまでもない。 そこで今後，先行研究や実態調査などにより，コスト面に
関する研究を行うことで，客室部門における利益創出のしくみを明らかにしていきた
い。 さらに，本稿において提示した「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」は，
おもに文献研究と非構造化インタビューによって作成した。 今後，前項のコスト面の
研究を含め定量的に検証することで，より確立された論として提示していきたい。
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おわりに
本稿は，日本のホテル産業の発展に寄与するべく，「戦略会計」の視点で同産業にアプ
ローチしてきた。
第 1 章では，会計の視点での経営戦略としての「会計戦略論」を今日的なトピックで  
ある国際財務報告基準 (IFRS) に整合させた。 今後日本における会計制度として IFRS
が導入されたときには，会計戦略論の KPI として活用することが可能になるだろう。
第 2 章では，ホテル産業における業績指標値（客室売上，客室単価，客室稼働率など）
の統計的分析より，RevPAR を KPI として用いることの有用性と，日本のホテル産業の
特徴ともいえる料飲部門と宴会部門の総売上に占める割合の多さに関連し，この点の強化
が求められるという点を明らかにした。
第 3 章では，アジア諸国に遅れをとっている MICE 誘致・開催について，MICE サービ
ス・プロバイダーとしてのホテルに着目した。 そして，MICE ビジネスにおける会計，
とくに管理会計の果たしうる役割を考察した。多くの部門の協力を要するビジネスである
ため，それら部門間における協業が不可欠である。
第 4 章では，米国のホテル産業における会計基準，すなわち『宿泊産業統一会計基準』
(USALI) が，日本のホテル産業で果たしうる役割について，つまり，日本のホテルが
USALI を導入することによってもたらされるベネフィットについて，これまで多く示され
てきた比較可能性の向上とは一線を画したベネフィットを，ホテル産業有識者へのインタ
ビューによって明らかにした。
そして第 5 章では，ホテル産業が着目すべきモデルとして「ホスピタリティ－レベニュ
ー・サイクル」を構築した。 バランスト・スコアカードや戦略マップの目的の 1 つは，
経営戦略のカスケードといわれている。 そこで，このうち戦略マップを参考にしつつ，  
ホテル産業におけるホスピタリティの涵養が収益をもたらすプロセスを明らかにした。
しかし，バランスト・スコアカードや戦略マップでは，最終目標として企業価値の向上
や収益拡大，企業の成長とされている。 すなわち，企業外部のステークホルダーを満足  
させることに主眼が置かれているように思える。 もちろん，その最終目標が誤りであると
いうのではない。 しかし，その目標に至るプロセスは“サイクル”，すなわちゴーイング・
コンサーンとされる企業活動の継続性によってもたらされるものと捉えるべきであろう。
そこで，サービス・プロフィット・チェーンのサイクルを参考にし，さらにホテル産業   
有識者へのインタビューを実施することで，「ホテル産業における戦略会計」の視点により，
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ホスピタリティが収益をもたらし，その収益およびそこからもたらされる利益の蓄積で
ある利益剰余金がレピュテーションに影響を及ぼしつつ，さらなるホスピタリティの涵養
の原資となるというプロセスのサイクルを「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」  
に描いた。 「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」は，企業外部のステークホルダー   
だけでなく企業内部のステークホルダー，すなわち従業員をも満足させうる好循環となる。
筆者は実務家としての経験から，企業のステークホルダーのうち，とくに重視すべきと
考える 2 者は，従業員と株主であると考える。 その他のステークホルダーを軽視しても
よいというわけでは決してないが，この 2 者は企業の存在そのものを意味することから，
より重視すべきと考えるのである。 そしてこの 2 者双方の満足を追求することは，経営
戦略の根幹であって然るべきと考える。
そこで，2 者のうちの一方である株主の満足だけを追求するのではなく，その逆に従業
員満足の向上のみにフォーカスするのではない「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」
は，ホテル産業における経営戦略の立案と実行に，有意義なモデルとなりえるのではない
かと考えるのである。
本稿の「はじめに」の項で，本研究における筆者の問題意識を
① サービス（あるいはホスピタリティ）が収益に結びつくことを明示する必要があるの
ではないか
② そのための要素となるものは何か
③ それらの要素が，どのような関連性を有しているか
の 3 点と示した。
これらの点は，「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」によって解決されたと筆者
は考える。 なぜなら，この「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」は，サービスや   
ホスピタリティが収益（レベニュー）をもたらすに至る要素と，それら要素間の関連性を
明らかにしつつ，全体としてはサイクリックな関連性を有するという事実を明示したもの
だからである。 さらに，文献研究のみならず，ホテル産業有識者（実務家，研究者など）
へのインタビューによる内容確認を経ていることも，この点を支持するものといえると
筆者は確信している。
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本稿において着目した各論，すなわち，IFRS に対応した業績指標値，レベニュー・   
マネジメント，MICE，USALI などは，そのいずれかのみに注目することは不適切で   
あろう。 企業経営は，これらの点を含め，他の多くの事柄を勘案しつつ，全体を俯瞰する
視点において進められるべきと考えるからである。 そこで，各論を論じたうえで，それら
全体をまとめあげる意味合いにおいて，「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」を構築
したともいえる。 すなわち，会計的側面で企業経営を考えるとき，少なくとも収益の獲得
は疑う余地なく必須であり，そのための“しくみ”は不可欠である。 では，ホスピタリテ
ィ産業の代表格ともいえるホテル産業において，ホスピタリティがどのように収益を生む
かを俯瞰的に把握し，その“しくみ”を経営に役立てることは有益であろう。 そして，   
利益剰余金に着目した「会計戦略論」の視点を重要な位置に置いたこの「ホスピタリティ
－レベニュー・サイクル」は，まさにホスピタリティ産業における戦略会計，つまり，   
「ホスピタリティ戦略会計」であると，筆者は考えるのである。
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